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は じ め に 

 

わが国は、平成２６年１月に「障害者の権利に関する

条約」（障害者権利条約）を批准しました。 

昨今の、障害者福祉施策をめぐっては、度重なる制度

改変を経て、平成２５年６月には障害者権利条約の批准

に向け、障害の有無に関わらず相互に人格と個性を尊重

し合いながら共生する社会の実現を目指して、「障害を

理由とする差別の解消の推進に関する法律」（障害者差

別解消法）が制定され、平成２８年４月から施行されることになっています。 

本市では、障害者総合支援法や児童福祉法に基づく障害福祉サービスのほか、

「市民総ヘルパー構想」を提唱し、一人暮らしの障害者や高齢者の見守り活動等

の独自の取り組みを実施する等、住み慣れた地域で安心して生活できるように

様々な施策を推進しています。 

このたび、これまでの計画が満了となることに伴い、障害者の自立及び社会参

加の支援等のための施策の着実な推進を図ることを目的とする「第２次安芸高田

市障害者プラン」と、障害福祉サービス等の提供体制の確保の観点から、数値目

標やサービスの見込量等を定める「安芸高田市障害福祉計画（第４期）」を策定

いたしました。 

今後は、この２つの計画の基本理念である「わがまちで・ともに・じぶんらし

く『輝いて暮らす安芸高田』」の実現に向けて、障害者施策を総合的かつ計画的

に進めるとともに、支援の充実に努めてまいります。関係者の皆様や市民の皆様

のさらなるご理解とご支援をよろしくお願いいたします。 

最後になりましたが、本計画の策定にあたり、熱心にご審議いただきました 

安芸高田市障害者プラン推進協議会委員の皆様、安芸高田市障害者自立支援協議

会の皆様をはじめ、貴重なご意見、ご提言をいただきました多くの皆様に、厚く

御礼申し上げます。 

 

平成 27年（2015年）３月 

安芸高田市長 
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第１章 計画の概要 
 

【１】社会的背景と策定の趣旨 

障害者の福祉は、平成 15年に措置制度から支援費制度に変わり、平成 18年からは障

害者自立支援法へと制度が変わりました。 平成 18年には、国連において障害者の権利

に関する条約（障害者権利条約）が採択され、わが国も平成 19 年に署名しました。そ

れを踏まえ、国内では条約締結に必要な法律の整備を初めとする、障害者に関する制度

の集中的な改革のための議論が進められてきました。 

本市においては、平成 22 年３月に「障害者基本法」に基づく「安芸高田市障がい者

プラン（以下「第１次プラン」と表記）」を、平成 24年３月に「障害者自立支援法」に

基づく「安芸高田市障害福祉計画（第３期）（以下「第３期計画」と表記）」をそれぞれ

策定し、「－わがまちで・ともに・じぶんらしく－輝いて暮らす安芸高田」を基本理念

とし、市民総ヘルパー構想や障害者アシスタント事業等の独自事業も行いながら、障害

福祉に係る施策を総合的・計画的に推進してきたところです。 

その間、国においては関連法の改正や施行が行われ、平成 23年８月に改正された「障

害者基本法」では、目的規定の見直し（共生社会の実現を規定等）や障害者の定義の見

直し（発達障害を規定等）が実施されるとともに、差別の禁止に関する規定などが追加

されました。 

また、平成 23 年６月には「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関

する法律（障害者虐待防止法）」、平成 25 年６月には「障害を理由とする差別の解消の

推進に関する法律（障害者差別解消法）」が成立するなど、障害者施策に関する大きな

法改正・制度改正が行われました。 

平成 25 年４月に障害者自立支援法に代わって施行された「障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律（以下「障害者総合支援法」と表記）」では、制

度の谷間のない支援を目指すとともに、地域社会における共生や社会的障壁の除去を目

的とする基本理念を掲げるなど、障害者を取り巻く環境は大きく変化しています。 

さらに、障害者への差別を禁止する「障害者権利条約」の批准に必要な国内法の整備

が整い、平成 26 年１月に国連事務局に批准書が寄託され、同年２月に「障害者権利条

約」が発効されました。 

一方、広島県においては、これらの制度改革や障害者を取り巻く環境の変化等による

新たな枠組みに対応するため、平成 26 年３月に「広島県障害者プラン（第３次広島県

障害者計画）」を策定し、障害者施策の基本的方向を更新しています。 

このたび、本市では、第１次プラン及び第３期計画の計画期間満了に伴い、新たな計

画「第２次安芸高田市障害者プラン」及び「安芸高田市障害福祉計画（第４期）」を一

体的に策定します（以下「本計画」と表記）。策定にあたっては、アンケート調査結果

に基づく障害者の意識やニーズ、第１次プラン策定後の社会情勢や本市の障害者を取り

巻く現状の変化等を踏まえ、より実効性のある計画を目指して策定しています。 
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◆「改正障害者基本法」総則のポイント◆ 

主な内容 改正のポイント 

①目的規定の見直し 

○全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を

享有するかけがえのない個人として尊重されるものであると

の理念にのっとり、全ての国民が、障害の有無によって分け隔

てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生

する社会を実現する。 

②障害者の定義の見

直し 

○身体・知的・精神障害（発達障害を含む）その他の心身の機能

の障害がある者であって、障害及び社会的障壁（障害がある者

にとって障壁となるような事物・制度・慣行・観念その他一切

のもの）により継続的に日常生活、社会生活に相当な制限を受

ける状態にあるもの。 

③地域社会における

共生等 

○上記①に規定する社会の実現は、全ての障害者が、障害者でな

い者と等しく、基本的人権を享有する個人としてその尊厳が重

んぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有す

ることを前提としつつ、次に掲げる事項を旨として図る。  

・全て障害者は、社会を構成する一員としてあらゆる分野の活動

に参加する機会が確保されること。  

・全て障害者は、可能な限りどこで誰と生活するかについての選

択の機会が確保され、地域社会において他の人々と共生するこ

とを妨げられないこと。  

・全て障害者は、可能な限り言語（手話を含む）その他の意思疎

通のための手段についての選択の機会が確保されるとともに、

情報の取得又は利用のための手段についての選択の機会の拡

大が図られること。 

④差別の禁止 

○障害者に対して、障害を理由として、差別することその他の権

利利益を侵害する行為をしてはならない。  

○社会的障壁の除去は、それを必要としている障害者が現に存

し、かつ、その実施に伴う負担が過重でないときは、その実施

について必要かつ合理的な配慮がされなければならない。 

○国は、差別の防止を図るため必要となる情報の収集、整理及び

提供を行う。 

⑤国際的協調 
○上記①に規定する社会の実現は、国際的協調の下に図られなけ

ればならない。 
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【２】国における障害福祉計画の考え方について 

１．障害者総合支援法 

国においては、「障がい者制度改革推進本部」等における検討を踏まえて「障害保健

福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の

整備に関する法律」（平成 22 年法律第 71 号）の施行による利用者負担の見直しや相談

支援の充実、障害福祉サービスの見直し（同行援護、児童デイサービス等）を経て、平

成 25年度からは、障害者自立支援法が改正され、「障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」として施行されました。 

この法律による主な改正点は、次のとおりです。 

 

◆障害者総合支援法の主な改正点◆ 

制度改革の主な内容 制度改正のポイント 

法律名の改正 ○「障害者自立支援法」を「障害者総合支援法」に改正しました。 

障害者の範囲の拡

大 

○「制度の谷間」を埋めるため、障害者の範囲に難病患者等を加え

ました。 

障害支援区分の創

設 

○「障害程度区分」について、障害の多様な特性その他の心身の状

態に応じて必要とされる標準的な支援の度合いを総合的に示す

「障害支援区分」に改めました。 

重度訪問介護の対

象者の拡大 

○重度訪問介護の対象として、重度の肢体不自由者だけでなく、重

度の知的障害のある人および精神障害のある人を加えました。 

共同生活介護（ケア

ホーム）の共同生活

援助（グループホー

ム）への一元化 

○障害者の高齢化・重度化に対応して、介護が必要になっても、本

人の希望によりグループホームを利用し続けることができるよ

う、平成 26年４月からケアホームとグループホームをグループ

ホームに一元化しました。 

○一人で暮らしたいというニーズに応える観点から、グループホー

ムと連携した「サテライト型住居」が創設されました。 

地域移行支援の対

象拡大 

○地域移行支援は、生活保護法の救護施設・更生施設、刑事収容施

設及び被収容者等の処遇に関する法律の刑事施設、少年院法の少

年院、更生保護事業法の更生保護施設等に収容されている障害者

も対象とされました。 

地域生活支援事業

への追加 

○地域生活支援事業に、障害者に対する理解を深めるための研修や

啓発を行う事業、意思疎通支援を行う人を養成する事業等を追加

しました。 
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２．基本指針の見直し 

これらの制度改正等を踏まえ、第４期障害福祉計画の策定にかかる基本指針の見直し

が行われています。見直しのポイントは次のとおりです。 

 

見直しの主な内容 見直しのポイント 

成果目標に関する事

項 

○福祉施設から地域生活への移行促進（継続） 

○精神科病院から地域生活への移行促進（成果目標の変更） 

○地域生活支援拠点等の整備（新規） 

○福祉施設から一般就労への移行促進（整理・拡充） 

その他 

○障害児支援体制の整備（新規） 

○計画相談の連携強化、研修、虐待防止等 

○ＰＤＣＡサイクルの導入 

 

◆成果目標と活動指標の関係◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（
基
本
指
針
の
理
念
）
自
立
と
共
生
の
社
会
を
実
現 

障
害
者
が
地
域
で
暮
ら
せ
る
社
会
に 

活動指標 成果目標 

施設入所者の地域生活への移行 

○地域生活移行者の増加 

○施設入所者の削減 

（都道府県・市町村） 

○生活介護の利用者数・利用日数 

○自立訓練（機能訓練・生活訓練）の利用者数・日数 

○就労移行支援の利用者数・利用日数 

○就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）の利用者数・利用日数 

○短期入所（福祉型・医療型）の利用者数・利用日数 

○共同生活援助の利用者数 

○地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）の利

用者数 

○施設入所支援の利用者数（施設入所者の削減） 

入院中の精神障害者の地域生活への移行 

○入院後３か月時点の退院率の上昇 

○入院後１年時点の退院率の上昇 

○在院期間１年以上の長期在院者数の減少 

（都道府県・市町村） 

○自立訓練（生活訓練）の利用者数・利用日数 

○就労移行支援の利用者数・利用日数 

○就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）の利用者数・利用日数 

○短期入所（福祉型・医療型）の利用者数・利用日数 

○共同生活援助の利用者数 

○地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）の利

用者数 
障害者の地域生活の支援 

○地域生活支援拠点の整備 

福祉施設から一般就労への移行 

○福祉施設利用者の一般就労への移行者の

増加 

○就労移行支援事業の利用者の増加 

○就労移行支援事業所の就労移行率の増加 

（都道府県・市町村） 

○就労移行支援の利用者数・利用日数 

○就労移行支援事業等から一般就労への移行者数（就

労移行支援・就労継続支援Ａ型・就労継続支援Ｂ型） 

（都道府県） 

○公共職業安定所におけるチーム支援による福祉施設

の利用者の支援件数 

○委託訓練事業の受講者数 

○障害者試行雇用事業の開始者数 

○職場適応援助者による支援の対象者数 

○障害者就業・生活支援センター事業の支援対象者数 
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３．障害者総合支援法のサービス体系 

障害者総合支援法によるサービスは、国や都道府県の義務的経費が伴う個別給付とし

ての「自立支援給付」と、市町村の創意工夫により利用者の状況に応じて柔軟に実施で

きる「地域生活支援事業」に大別されます。自立支援給付における「介護給付」とは、

「居宅介護」「重度訪問介護」「同行援護」「行動援護」「重度障害者等包括支援」「短期

入所」「療養介護」「生活介護」「施設入所支援」を指し、「訓練等給付」とは、「自立訓

練（機能訓練・生活訓練）」「就労移行支援」「就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）」「グループ

ホーム」を指します。「障害福祉サービス」とは、これら 13のサービスの総称です。 

 

◆障害者総合支援法のサービス体系◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市区町村 

自立支援給付 

【訓練等給付】 

・自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

・就労移行支援・就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 

・共同生活援助（グループホーム） 

【自立支援医療】 

・更生医療、育成医療 

・精神通院医療（都道府県等が実施主体） 

【補装具】 

【地域相談支援給付】 

【特定障害者特別給付】 

【計画相談支援給付】 

【高額障害福祉サービス等給付】 

・相談支援事業 ・地域活動支援センター機能強化事業 ・コミュニケーション支援事業 

・日中一時支援事業 ・日常生活用具給付等事業 ・成年後見制度利用支援事業 

・移動支援事業 ・その他 

・専門性の高い相談支援 ・広域的な対応が必要な事業 ・人材育成 等 

 

支援 

都道府県 

地域生活支援事業 

【介護給付】 

・居宅介護（ホームヘルプ） 

・重度訪問介護 

・同行援護 

・行動援護 

・重度障害者等包括支援 

・短期入所（ショートステイ） 

・療養介護 

・生活介護 

・施設入所支援 障害者 

障害児 

児童福祉法による給付 

【障害児通所

給付費】 

【障害児入所

給付費】 

【高額障害児

通所給付費】 

【高額障害児

入所給付費】 

【障害児相談

支援給付費】 他 
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【３】本計画の性格 

１．計画の位置付け 

本計画は、「障害者基本法」第 11条第３項に基づく「市町村障害者計画」及び「障害

者総合支援法」第 88 条に基づく「市町村障害福祉計画」として、障害者施策全般に関

する基本的方向を定める基本計画であるとともに、障害福祉サービスの必要量及び必要

量確保のための方策等を定める計画です。障害者支援について、様々な分野の取り組み

を総合的・一体的に進めるための計画として位置付けられます。 

また、本計画は、国や県の計画を踏まえつつ、上位計画である「安芸高田市総合計画」

をはじめ、「安芸高田市介護保険事業計画・高齢者福祉計画」「健康あきたかた２１推進

計画」など、関連する他の部門計画との整合にも配慮するものです。 

計画の推進にあたっては、各計画との連携を十分に考慮するとともに、新たな課題や

環境の変化に柔軟に対応できるように配慮します。 

なお、本市の総合計画には、誰もが安心して暮らせる生活環境づくりとして、お互い

が支え助け合う「共助」の考えによる「市民総ヘルパー構想」を掲げており、本計画も

この考え方に基づいて、行政と地域住民、保健・医療・福祉の連携による、具体的な事

業展開に重点を置いた施策を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障
害
者
基
本
法 

障
害
者
総
合
支
援
法 

第 11条 

第１項 

第 11条 

第２項 

障害者 

基本計画 

広島県 

障害者プラン 

第 11条 

第３項 

第 89条 広島県 

障害福祉計画 

第 87条 障害福祉計画 

基本指針 

第 88条 

【上位計画】安芸高田市総合計画 

調整 

連携 

【関連計画】 

◆安芸高田市介護保険

事業計画・高齢者福祉

計画 

◆健康あきたかた２１推進

計画 

◆安芸高田市子ども・子

育て支援事業計画 

・・・など 

安芸高田市 

障害福祉計画 

（第４期） 

第２次 

安芸高田市 

障害者プラン 
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２．障害者プランと障害福祉計画の関係について 

「第２次安芸高田市障害者プラン」は、障害者基本法に基づき、長期的視点に立って

障害者の生活全般にわたる支援を行うための施策を規定する総合的な計画です。一方、

「安芸高田市障害福祉計画（第４期）」は、障害福祉サービスや地域生活支援事業等の

具体的なサービス見込み量などを設定するものです。 

本計画は「（第１次）安芸高田市障がい者プラン」及び「安芸高田市障害福祉計画（第

３期）」の計画期間満了に伴い、両計画を融合して改訂するものです。 

 

◆「第２次安芸高田市障害者プラン（障害者計画）」と「安芸高田市障害福祉計画（第４期）」の関連イメージ◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．計画の期間 

本計画の期間は、「第２次安芸高田市障害者プラン」が平成 27 年度から平成 32 年度

までの６年間、「安芸高田市障害福祉計画（第４期）」は平成 27年度から平成 29年度ま

での３年間とします。「第２次安芸高田市障害者プラン」については平成 32年度に、「安

芸高田市障害福祉計画（第４期）」については平成 29年度に、それぞれ計画期間におけ

る取り組みの評価・見直しを行い、次期計画につなげます。 

 

 平成 27 
年度 

平成 28 
年度 

平成 29 
年度 

平成 30 
年度 

平成 31 
年度 

平成 32 
年度 

第２次安芸高田市障害者プラン 
 

     

安芸高田市障害福祉計画（第４期）       

 

 

本計画 

本計画 次期計画 

第２次安芸高田市障害者プラン（障害者計画） 

（障害者福祉に係る総合的な計画） 
・交流・啓発・広報 ・教育・育成 

・生活環境 ・保健・医療 

・雇用・就業 ・相談・情報 

・生活支援 ・コミュニケーションなど 

安芸高田市障害福祉計画（第４期） 
・訪問系サービス見込量 

・日中活動系サービス見込量 

・居住系サービス見込量 

・計画相談支援見込量 

・地域移行支援見込量 

・一般就労移行支援 

・地域生活支援事業の推進 など 
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４．計画の策定方法 

（１）アンケート調査の実施 

計画の策定にあたり、市内の障害者に対し、現在の生活の状況や健康の実態及び今後

のニーズ等を調査し、計画策定の基礎資料とすることを目的として、郵送での配布・回

収によりアンケート調査を実施しました（調査結果の概要は後段に掲載）。 

 

（２）安芸高田市障害者プラン推進協議会等による審議 

計画の策定にあたっては、アンケート調査等を通して実態や意見等を把握するととも

に、安芸高田市障害者プラン推進協議会、安芸高田市障害者自立支援協議会及び安芸高

田市障害者プラン庁内検討会議で本計画について内容の検討・審議を行いました。 

 

◆安芸高田市障害者プラン推進協議会の開催経緯◆ 

回数 開催期日 内容 

第１回 
平成 26年 

７月２日（水） 

・委員委嘱状交付 

・年間スケジュールの確認 

・障害者計画（障害者プラン）と障害福祉計画の概要説明 

第２回 
平成 26年 

８月７日（木） 

・障害者計画（障害者プラン）・障害福祉計画の内容の審議① 

・アンケート内容の同意 

第３回 
平成 26年 

10月16日（木） 

・アンケート結果の報告 

・障害者計画（障害者プラン）・障害福祉計画の内容の審議② 

第４回 
平成 26年 

11月27日（木） 
・障害者計画（障害者プラン）・障害福祉計画の内容の審議③ 

第５回 
平成 27年 

１月８日（木） 
・障害者計画（障害者プラン）・障害福祉計画の素案の審議④ 

第６回 
平成 27年 

１月 22日（木） 
・障害者計画（障害者プラン）・障害福祉計画（案）成果品の最終確認 

 

◆安芸高田市障害者自立支援協議会の開催経緯◆ 

回数 開催期日 内容 

第１回 
平成 26年 

８月 29日（金） 

・障害者計画（障害者プラン）と障害福祉計画の概要説明（全体会） 

・アンケート実施報告（全体会） 

第２回 
平成 26年 

９月 16日（火） 
・障害者計画（障害者プラン）・障害福祉計画の内容の審議（定例会） 

第３回 
平成 26年 

10月21日（火） 
・障害者計画（障害者プラン）・障害福祉計画の内容の審議（定例会） 

第４回 
平成 26年 

11月18日（火） 
・障害者計画（障害者プラン）・障害福祉計画の内容の審議（定例会） 

第５回 
平成 26年 

12月16日（火） 
・障害者計画（障害者プラン）・障害福祉計画の進捗報告（定例会） 

第６回 
平成 2７年 

1月 28日（水） 

・障害者計画（障害者プラン）・障害福祉計画（案）成果品の最終確認（全

体会） 
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◆安芸高田市障害者プラン庁内検討会議の開催経緯◆ 

回数 開催期日 内容 

第１回 
平成 26年 

11月13日（木） 

・障害者プランの概要等説明 

・障害者プラン策定に伴う作業依頼 

第２回 
平成 26年 

12月４日（木） 

・計画の位置付けの報告 

・分野別施策の基本的方向（検討素案）の報告 

・検討中資料に対する協議会委員の意見報告 

 

 

（３）市民意見募集（パブリックコメント）の実施 

安芸高田市障害者プラン推進協議会等で審議した協議結果をまとめた計画案を、市民

の皆さまから幅広い意見をいただき、計画に反映させるため、本市ホームページにおい

て市民意見募集（パブリックコメント）を実施し、市民の意見を聴取しました。 

 

実施期間 平成 27年２月 16日～平成 27年３月３日 

公表場所 
安芸高田市ホームページ 

安芸高田市福祉保健部社会福祉課、各支所窓口係 

受付方法 郵便、ファックス、電子メール 

受付意見 1名、6件。（市ホームページ閲覧数 203 アクセス。問い合わせ 3件） 
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第２章 計画の基本的な考え方 

 

【１】計画策定の視点 

国の制度改正や障害者の現状とアンケート調査結果などから、本計画の策定の視点に

ついて、次のとおり整理します。 

 

１．障害者に対する理解の促進 

障害の有無にかかわらず、お互いに人格と個性を尊重し、安心して暮らすことができ

る社会づくり、いわゆるノーマライゼーション、そして自立と社会参加を促進するリハ

ビリテーションの理念を、市民の一人ひとりが十分に認識し、理解することが必要です。 

そのための啓発活動を引き続き推進するとともに、障害者に対する差別や偏見を無く

し、人権意識や福祉に対する意識の全市的な高揚に努めることが重要です。このことは

本計画の基本とも言えます。 

 

２．相談支援体制の充実と高齢化に対応した施策の展開 

障害者が地域において自立した日常生活や社会生活を営むためには、障害福祉サービ

スをはじめとする様々な福祉サービスの提供体制の確保とともに、これらのサービスの

適切な利用を支援し、利用者のニーズに対応した相談支援体制の構築が重要です。 

サービスの提供体制の確保に努めるとともに、各相談機関における連携体制の強化を

図ります。 

また、障害者の高齢化が進む中、高齢化に伴う生活の不安、介護家族の不安などの解

消に向けた施策を推進します。 

 

３．保健や医療支援体制の充実 

障害者が生涯にわたって、より健康な生活を送ることができるよう、保健や医療サー

ビスの充実を図り、障害の種類や年代などに応じた適切な保健指導などをはじめ、総合

的な障害者の健康づくりのための支援が引き続き必要です。 

保健・医療支援の充実は、早期発見、早期治療、障害予防などにも結びつくことから、

障害者の健康づくりを重視した施策の推進を図ります。 

 

４．保育や教育面での支援 

近年、顕在化してきた発達障害も含め、障害のある子どもの教育面における支援や、

その保護者などへの相談支援体制の充実など、保育・教育面で、関係機関と連携した施

策の充実が引き続き重要です。 
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５．障害者の自己決定の尊重と意思決定の支援 

障害者総合支援法においては、障害者等が日常生活や社会生活を営むための支援は、

共生社会を実現するため、社会参加の機会の確保をはじめ、どこで誰と生活するかにつ

いての選択の機会が確保され、それらの障壁の除去に資するよう、総合的かつ計画的に

行わなければならない旨を基本理念に掲げています。 

障害者が自ら居住する場所を選択し、必要とする障害福祉サービスや様々な支援を受

けつつ、自立と社会参加の実現を図っていくことを基本として、障害福祉サービス、相

談支援、地域支援事業の提供体制の整備を進めます。 

 

６．地域生活への移行とその基盤整備 

障害者への自立支援の観点から、施設や病院等の入所・入院から地域生活への移行、

地域生活の継続の支援といった課題に対応した、グループホーム、地域移行支援等の充

実など、提供体制の整備を推進します。 

さらに、障害者の生活を地域全体で支える体制を整備するため、地域生活支援拠点の

充実や、地域のボランティア活動等、地域の社会資源を最大限に活用していきます。 

特に、親元からの自立を希望する人に対する支援等を進めるために、地域生活への移

行、自立等に係る相談、一人暮らし、グループホームへの入居等、また、緊急時のショー

トステイの受け入れなど、障害者の高齢化や重度化といった現状も見据えて、これらの

機能を強化していきます。 

 

７．関係機関との連携による福祉施設から一般就労への移行等の推進 

就労移行支援事業等（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援）の推進に

より、福祉施設から一般就労への移行を促進します。 

さらに、福祉施設から一般就労への移行に加え、特別支援学校卒業者や離職者に対す

る就職の支援、障害者に対する一般就労や雇用支援策に関する理解の促進を図るなど、

障害者雇用全般についての取り組みを、関係機関、サービス提供事業者等と協力して進

めます。 

 

８．国の動向に対応した事業の推進と国の制度等の有効な活用 

国においては、本格的な地方分権改革の時代を迎えた今、時代の動きに即応し、地域

の元気創造プランの推進や定住自立圏構想の推進、過疎地域等の自立・活性化など様々

な重要課題に対する、地方公共団体への積極的な支援を行っているところです。 

制度改正や見直しなどの、国の動向に対応した障害者施策を推進するとともに、この

ような国の新たな施策や制度等を有効に活用しながら、障害者やその家族への支援環境

づくりや、事業者等が事業参入しやすい体制づくりに努めます。 
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【２】基本理念と施策の方向 

１．基本理念 

本市では、「（第１次）安芸高田市障がい者プラン」及び「安芸高田市障害福祉計画（第

３期）」に基づき、障害の有無にかかわらず、お互いに人格と個性を尊重し、安心して

暮らすことができる社会づくりを目指し、様々な障害者支援施策や、障害福祉サービス

の基盤整備に努めてきました。 

本計画においては、障害者支援施策及び障害福祉サービスのさらなる活動の充実と推

進を目指して、前期計画において定めた基本理念を踏襲します。 

 

● 本計画の基本理念 ● 

－ わがまちで・ともに・じぶんらしく － 

「輝いて暮らす安芸高田」 

 

２．分野別施策の基本的方向 

基本理念を具体化するための「分野別施策」については、先にみた国や県の動き、本

市における障害者福祉を取り巻く現状と課題等を踏まえ、次の８つの分野を設定し、そ

れぞれに「取り組み方針」を定めます。 

取り組みにあたっては、相談や情報提供機能の充実をはじめ、障害福祉サービス等を

適切に提供できる基盤整備の推進、より安心して生活することができるための総合的な

障害者支援の環境づくりを推進します。 

 

【１】地域生活支援の充実 

【２】保健・医療提供体制の充実 

【３】障害への理解促進と権利擁護の推進 

【４】教育・文化芸術・スポーツ活動の促進 

【５】就労・経済的自立を支援する環境づくり 

【６】安心・安全な生活環境づくり 

【７】情報アクセシビリティ向上の推進 

【８】行政サービス等における配慮 
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３．施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【１】地域生活支援の充実 １．相談支援体制の構築 

２．在宅サービス等の充実 

３．障害児支援の充実 

４．サービスの質の向上と人材の育成・確保 

取り組み方針 施策分野 

【２】保健・医療提供体制の充実 
１．保健・精神保健・医療の充実等 

２．人材の育成・確保・研究開発の推進 

３．難病対策の充実 

４．疾病予防・早期発見 

【３】障害への理解促進と権利擁護

の推進 

１．障害を理由とする差別の解消の推進 

２．権利擁護の推進 

【４】教育・文化芸術・スポーツ活

動の促進 

１．共に学ぶ教育環境づくり 

２．教育環境の整備 

３．文化芸術活動・スポーツ活動等の促進 

【５】就労・経済的自立を支援する

環境づくり 

１．総合的な就労支援 

２．ニーズに応じた多様な就業機会の確保 

３．福祉的就労の活性化支援 

４．経済的自立の支援 

【６】安心・安全な生活環境づくり １．住まいの確保 

２．バリアフリーのまちづくり 

３．防災対策の推進 

４．防犯対策の推進 

５．消費者トラブルの防止 

【７】情報アクセシビリティ向上の

推進 

１．情報アクセシビリティの向上 

２．意思疎通支援の充実 

【８】行政サービス等における配慮 １．行政機関等における配慮の推進 

２．選挙等における配慮の推進 

３．行政情報のバリアフリー化 
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第３章 障害者を取り巻く現状 
 

【１】障害者の動向 

１．身体障害者 

本市の身体障害者手帳所持者数は、平成 26 年注１において 2,253 人となっています。

平成 18 年から 20 年の第１期計画期間注２にかけては 2,100 人台で推移していましたが、

近年は 2,200人台で、ほぼ横ばいで推移している状況です。 

等級別にみると、平成 26 年では「４級」が 572 人と最も多く、全体の 25.4％を占め

ています。次いで「１級」が 519人、「３級」が 480人などの順となっています。 

 

◆身体障害者手帳所持者数◆ 

2,147 2,134 2,135
2,201 2,207 2,231 2,246 2,222 2,253

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

2,400

平成

18年

平成

19年

平成

20年

平成

21年

平成

22年

平成

23年

平成

24年

平成

25年

平成

26年

（人）

第２期計画期間第１期計画期間 第３期計画期間

 
 

◆等級別身体障害者手帳所持者数◆ 

501 497 489 508 516 528 530 521 519

324 317 318 321 309 303 317 308 302

445 448 455 486 472 486 486 474 480

452 445 460 483 500 514 508 531 572

226 227 222 215 216 209 209 203 197
199 200 191 188 194 191 196 185 183

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成

18年

平成

19年

平成

20年

平成

21年

平成

22年

平成

23年

平成

24年

平成

25年

平成

26年

６級

５級

４級

３級

２級

１級

（人）

第２期計画期間第１期計画期間 第３期計画期間
 
 

注１：平成 26年は見込み値（以下同様） 

注２：期分けは障害福祉計画の計画期間（以下同様） 

資料：安芸高田市社会福祉課（各年３月末） 
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平成 24年から 26年の伸び率をみると、等級別では「４級」が最も増加しており、重

度障害者は減少傾向にあります。 

 

◆身体障害者手帳所持者数◆ 

（人・％） 

第１期計画期間実績 第２期計画期間実績 第３期計画期間実績 伸び

率注１ 

（％） 
平成 

18年 

平成 

19年 

平成 

20年 

平成 

21年 

平成 

22年 

平成 

23年 

平成 

24年 

平成 

25年 

平成 

26年 

合計 2,147 2,134 2,135 2,201 2,207 2,231 2,246 2,222 2,253 100.3 

等
級
別 

１級 501 497 489 508 516 528 530 521 519 97.9 

２級 324 317 318 321 309 303 317 308 302 95.3 

３級 445 448 455 486 472 486 486 474 480 98.8 

４級 452 445 460 483 500 514 508 531 572 112.6 

５級 226 227 222 215 216 209 209 203 197 94.3 

６級 199 200 191 188 194 191 196 185 183 93.4 

重度障害者注２ 825 814 807 829 825 831 847 829 821 96.9 

重度障害者比率（％） 38.4 38.1 37.8 37.7 37.4 37.2 37.7 37.3 36.4 － 

注１：平成 24年を起点とした平成 26年の増減割合 

注２：１級と２級の合計値 

資料：安芸高田市社会福祉課（各年３月末） 

 

 

障害の種類別割合をみると、平成 26 年では「肢体不自由」が６割以上（61.3％）を

占めて最も多く、次いで「内部障害」が 22.2％と続いています。 

 

 

◆身体障害者手帳所持者の種類別割合（平成 26年）◆ 

61.3

22.2

8.2

7.3

1.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

肢体不自由

内部障害

視覚障害

聴覚・平衡機能障害

音声・言語障害

（％）

 

資料：安芸高田市社会福祉課（各年３月末） 
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２．知的障害者 

療育手帳所持者数は、平成 26 年において 407 人となっており、近年は、年々増加傾

向にあります。 

等級別にみると、平成 26 年では「中度○Ｂ」が 137 人と最も多く、全体のおよそ３人

に１人の割合となっています。次いで「重度Ａ」「軽度Ｂ」「最重度○Ａ」の順となってお

り、特に「軽度Ｂ」は平成 24年から 26年にかけて、他の等級に比べ増加が目立ってい

ます。 

 

 

 

◆療育手帳所持者数◆ 

297 304
336 344 344

365 383 386
407

0
50

100
150
200
250
300
350
400
450

平成

18年

平成

19年

平成

20年

平成

21年

平成

22年

平成

23年

平成

24年

平成

25年

平成

26年

（人）

第２期計画期間第１期計画期間 第３期計画期間
 

 

◆等級別療育手帳所持者数◆ 

37 36 36 37 37 37 38 36 36

111 113 116 118 118 121 122 121 123

102 104 118 118 118 122 128 132 137

47 51
66 71 71 85 95 97 111
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平成
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平成

26年

軽度Ｂ

中度 Ｂ

重度Ａ

最重度 Ａ

（人）

第１期計画期間 第２期計画期間 第３期計画期間
 

資料：広島県障害者支援課（各年３月末） 
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◆療育手帳所持者数◆ 

（人・％） 

第１期計画期間実績 第２期計画期間実績 第３期計画期間実績 伸び

率注１ 

（％） 
平成 

18年 

平成 

19年 

平成 

20年 

平成 

21年 

平成 

22年 

平成 

23年 

平成 

24年 

平成 

25年 

平成 

26年 

合計 297 304 336 344 344 365 383 386 407 106.3 

等
級
別 

最重度 Ａ 37 36 36 37 37 37 38 36 36 94.7 

重度Ａ 111 113 116 118 118 121 122 121 123 100.8 

中度 Ｂ 102 104 118 118 118 122 128 132 137 107 

軽度Ｂ 47 51 66 71 71 85 95 97 111 116.8 

重度障害者注２ 148 149 152 155 155 158 160 157 159 99.4 

重度障害者比率（％） 49.8 49.0 45.2 45.1 45.1 43.3 41.8 40.7 39.1 - 

年
齢
別 

18歳未満 38 44 51 52 52 58 71 67 69 97.2 

18歳以上 259 260 285 292 292 307 312 319 338 108.3 

注１：平成 24年を起点とした平成 26年の増減割合 

注２：最重度と重度の合計値 

資料：広島県障害者支援課（各年３月末） 
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３．精神障害者 

精神障害者保健福祉手帳所持者数は、平成 26 年において 272 人となっています。第

１期計画期間から、所持者数は増加傾向で推移しており、特に、第３期計画期間におい

て大きく増加しています。 

等級別にみると、平成 26 年では「２級」が 174 人と最も多く、全体の６割以上を占

めています。 

 

 

◆精神障害者保健福祉手帳所持者数◆ 
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◆等級別精神障害者保健福祉手帳所持者数◆ 

15 17 17 21 21 22 23 20 17
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資料：広島県健康対策課（各年３月末） 
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精神障害者保健福祉手帳所持者数を、平成 24年と比較すると、「３級」が大幅に増加

しています。また、自立支援医療（精神通院医療）受給者数は、平成 25 年からやや減

少しましたが、長期的には増加傾向にあります。 

 

◆精神障害者保健福祉手帳所持者数◆ 

（人・％） 

第１期計画期間実績 第２期計画期間実績 第３期計画期間実績 伸び率
注１ 

（％） 
平成 

18年 

平成 

19年 

平成 

20年 

平成 

21年 

平成 

22年 

平成 

23年 

平成 

24年 

平成 

25年 

平成 

26年 

合計 164 176 187 189 196 214 237 251 272 114.8 

等
級
別 

１級 15 17 17 21 21 22 23 20 17 73.9 

２級 119 125 138 143 146 152 165 169 174 105.5 

３級 30 34 32 25 29 40 49 62 81 165.3 

自立支援医療受給者数注２ 256 273 269 280 309 340 389 405 393 101.0 

注１：平成 24年を起点とした平成 26年の増減割合 

注２：精神通院医療 

資料：広島県健康対策課（各年３月末） 

４．発達障害者 

発達障害と診断された人の数は、本市の発達障害者数の統計が無いため把握できてい

ません。「平成 23年生活のしづらさなどに関する調査（全国在宅障害児・者等実態調査）

結果」（平成 25 年６月 28 日、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部）により、発達

障害と診断された人の数は、全国で 317,500 人（うち、男性 221,200 人、女性 95,800

人）と推計されています。この数値を本市の人口にあてはめると、発達障害と診断され

た人が 70～80人程度（推計値）と推計されます。 

一方、「通常の学級に在籍する発達障害の可能性のある特別な教育的支援を必要とす

る児童生徒に関する調査結果について」（平成 24 年 12 月 5 日、文部科学省初等中等教

育局特別支援教育課）によれば、「学習面又は行動面で著しい困難を示す（児童生徒の

推計値は）6.5％」という結果が示されています。 

 

５．高次脳機能障害者 

高次脳機能障害と診断された人の数は、本市の高次脳機能障害者数の統計が無いため

把握できていません。「平成 23年生活のしづらさなどに関する調査（全国在宅障害児・

者等実態調査）結果」によれば、高次脳機能障害と診断された人の数は、全国で 422,200

人（うち、男性 221,600人、女性 197,100人）と推計されています。この推計値を本市

の人口にあてはめると、高次脳機能障害と診断された人が、100 人程度（推計値）と推

計されます。 

 

６．難病患者等 

「平成 26年事業概要」（広島県西部厚生環境事務所広島支所・広島県西部保健所広島

支所）によれば、本市における特定疾患治療研究事業の承認件数は 222件（平成 26年 3

月 31 日現在）、本市における小児慢性特定疾患治療研究事業の承認件数は 25 件（平成

26年 3月 31日現在）となっています。 
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【２】人口等の動向 

１．人口・世帯数の動き 

本市の総人口は、平成 26年３月現在で 30,800人となっており、この５年間で約 2,200

人の減少（平成 21 年を 100.0 とした場合 93.3）となっており、近年、人口減少が顕著

に進行しています。また、１世帯当たりの人口数を示す世帯人員は、平成 21 年の 2.42

人から平成 26年で 2.28人となっており、緩やかに小家族化傾向が進んでいます。 

 

 

◆人口・世帯数の推移◆ 

33,001 32,543 32,115 31,729 31,257 30,800
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◆人口伸び率（平成 21年を 100.0 とした場合）◆ 

100.0 99.5 99.5 99.4 99.4 99.1
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注：伸び率は、平成 21年を 100.0 とした場合の各年の割合 

資料：住民基本台帳（各年３月末） 
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２．年齢別人口構成 

年齢別人口構成をみると、平成 26 年において 14 歳以下の年少人口比が 11.0％、15

～64歳の生産年齢人口比が 53.3％、65歳以上の老齢人口（高齢化率）が 35.7％となっ

ており、３人に１人以上が高齢者となっています。本市においても少子高齢化が着実に

進行している状況です。 

 

◆年齢別人口構成比◆ 

11.3

11.0

56.1

53.3

32.6

35.7

凡例（％）

平成21年

平成26年
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年少人口
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65歳以上

老齢人口

 
資料：住民基本台帳（各年３月末） 

 

 

３．人口動態 

人口の動きである「人口動態」をみると、出生と死亡の差からみる「自然動態」は近

年マイナスで推移しています。つまり、死亡者数が出生者数を上回っている状態にあり

ます。 

転入と転出からみる「社会動態」についても、市外への転出者数が市内への転入者数

を上回るマイナスを示し、今後も転出超過傾向は継続することが予想されます。 

平成 25年度では、自然動態が▲318人、社会動態が▲123人であり、合計 441人の人

口減少となっています。 

 

◆人口動態◆ 

  

自然動態（c） 社会動態（f） 
人口動態 

（g） 出生者数 

（a） 

死亡者数 

（b）  

転入者数 

（d） 

転出者数 

（e）  

平成 22年度 193 472 -279 711 889 -178 -457 

平成 23年度 212 516 -304 755 828 -73 -377 

平成 24年度 180 495 -315 742 919 -177 -492 

平成 25年度 168 486 -318 751 874 -123 -441 

注：（c）=（a）-（b）、（f）=（d）-（e）、（g）=（c）+（f） 

資料：出生・死亡は「人口動態統計」、転入・転出は総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告（各年 10月１日現在）」 
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４．将来推計人口 

国立社会保障・人口問題研究所の人口推計結果によると、本市の総人口は、およそ 10

年後の平成 36年には約 26,000人に減少すると予測され、さらに、25 年後の平成 51年

には約 21,000人と、現在の人口の 70％の規模まで減少すると予測されます。 

 

◆将来推計人口（総人口：５年間隔）◆ 
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資料：国立社会保障・人口問題研究所 

 

年齢別人口構成比の将来推計をみると、65歳以上の高齢化率は、高齢者人口の増加と

総人口の減少に伴い上昇傾向で推移すると予測されます。平成 31 年以降では４割以上

で推移し、その後も上昇を続けます。 

このように本市においては、総人口は減少していくものの、高齢者人口は増加してい

くという推計結果となり、今後、障害者の高齢化も踏まえた福祉施策がますます重要に

なってきます。 

 

◆年齢別人口構成比の将来推計（５年間隔）◆ 

11.0

10.5

9.8

9.3

8.9

8.7

8.7

53.3

50.3

48.9

47.9

47.8

47.6

46.2

35.7

39.2

41.3

42.8

43.3

43.7

45.2

凡例（％）

平成26年

平成27年

平成31年

平成36年

平成41年

平成46年

平成51年

14歳以下 15～64歳 65歳以上

実
績
値
←

→
推
計
値

 

資料：国立社会保障・人口問題研究所 

 



23 

 

第４章 アンケート調査結果の概要 
 

計画の策定にあたり、市内の障害者（身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健福

祉手帳の所持者等）に対し、現在の生活状況や障害福祉サービスの利用状況及び今後の

利用希望などのニーズ等を把握し、計画策定の基礎資料とすることを目的としてアン

ケート調査を実施しました。 

以下に、アンケート調査の主な結果を抜粋しています。 

 

調査名称 福祉に関するアンケート調査 

調査対象 
障害者手帳所持者（身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の所持者）

及び障害福祉サービス利用者 

調査方法 郵送配付・回収 

調査期間 平成 26年８月 

配付数 

身体障害者手帳所持者 1,960人 

療育手帳所持者 384人 

精神障害者保健福祉手帳所持者 317人 

手帳所持無し 24人 

合計 2,685人（手帳重複除外 2,547 人） 

回収状況 1,228人（48.2％）重複除外ベース 

 
◆図表等の見方について◆ 

（１）集計は小数点以下第２位を四捨五入しています。従って回答比率の合計は必ずしも 100％にならない場合があり

ます。 

（２）２つ以上の回答を要する（複数回答）質問の場合、その回答比率の合計は 100％を超える場合があります。 

（３）図表や文中に示すＮは、比率算出上の基数（標本数）です。全標本数ベースを示す「全体」を「N」、限定された回

答者数を「n」で標記しています。 

（４）図表中においては見やすさを考慮し、回答割合が極端に少ない数値（例：0.0％、0.1％など）は、図と干渉して見え

にくい場合などに省略している場合があります。 

（５）図表によっては「その他」や「無回答」の項目を省略している場合があります。 

（６）文章が長い選択肢については、適宜、要約している場合があります。 

（７）アンケート調査の詳細な分析結果は、別冊に取りまとめており、ここでは主な結果を抜粋しています。 
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【１】回答者属性 

１．障害区分別回答者 

回答者は、身体障害者が 995人（有効回収数に占める構成比 81.0％）と最も多く、次

いで知的障害者が 147人（同 12.0％）、精神障害者が 127人（同 10.3％）の内訳となっ

ています。 

（上段：回答件数、下段：構成比） 

 
全体 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 

身体障害者 
995 239 152 237 241 69 57 

100.0％ 24.0％ 15.3％ 23.8％ 24.2％ 6.9％ 5.7％ 

 

 
全体 ○Ａ  Ａ ○Ｂ  Ｂ 

知的障害者 
147 17 42 50 38 

100.0％ 11.6％ 28.6％ 34.0％ 25.9％ 

 

 
全体 １級 ２級 ３級 

精神障害者 
127 18 66 43 

100.0％ 14.2％ 52.0％ 33.9％ 

 

 

２．回答者の年齢 

回答者の年齢は、身体障害者の場合、65歳以上の高齢者で全体の８割を占めています。

知的障害者は、比較的若い年齢層が多く、39歳以下（合計）で全体の４割を占めていま

す。精神障害者は、40～64 歳（合計）の年齢層で全体の４割以上、65 歳以上は４割近

くを占めています。 

 

 
18歳未満 18～29歳 30～39歳 40～49歳 50～64歳 65歳以上 

全体（N=1228） 2.9％ 2.9％ 3.4％ 5.0％ 14.3％ 70.0％ 

障害 

種類別 

身体障害者

（n=995） 
0.7％ 1.0％ 1.4％ 2.7％ 13.9％ 79.1％ 

知的障害者

（n=147） 
10.9％ 16.3％ 15.0％ 19.0％ 21.1％ 17.0％ 

精神障害者

（n=127） 
5.5％ 6.3％ 8.7％ 12.6％ 29.9％ 36.2％ 

注：表中の「網掛け」は、各クロス集計（障害種類別や性別、年齢別など）において最も高い割合を示しています。 

但し、回答割合が 10.0％未満の項目、n数が 10未満の項目及び「その他」については網掛けしていません。 

また「無回答」は表記から除外しています。 
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３．難病（特定疾患）認定の有無 

難病（特定疾患）認定については、全体の 8.0％が受けており、障害の種類による大

きな差は目立ちませんが、精神障害者でやや多くなっています。 

 

◆難病（特定疾患）認定の有無（問 13）◆ 

8.0

9.2

6.1

12.6

73.7

73.2

78.9

72.4

18.3

17.6

15.0

15.0

凡例（％）

全体(N=1228)

身体障害者(n=995)

知的障害者(n=147)

精神障害者(n=127)

受けている 受けていない 無回答

障害種類別

 
 

４．発達障害診断の有無 

発達障害診断については、全体の 5.3％が受けており、特に、知的障害者と精神障害

者でそれぞれ２割近くを占めています。 

 

◆発達障害診断の有無（問 14）◆ 

5.3

1.9

19.7

17.3

81.4

85.5

70.7

72.4

13.4

12.6

9.5

10.2

凡例（％）

全体(N=1228)

身体障害者(n=995)

知的障害者(n=147)

精神障害者(n=127)

ある ない 無回答

障害種類別

 

 

５．高次脳機能障害診断の有無 

高次脳機能障害診断については、全体の 6.1％が受けており、精神障害者で多くみら

れます。 

◆高次脳機能障害診断の有無（問 15）◆ 

6.1

6.5

6.1

15.0

79.9

80.3

80.3

74.0

14.0

13.2

13.6

11.0

凡例（％）

全体(N=1228)

身体障害者(n=995)

知的障害者(n=147)

精神障害者(n=127)

ある ない 無回答

障害種類別
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【２】住まいや暮らしについて 

１．現在の暮らしと今後の意向 

（１）現在の暮らし 

現在の暮らしについては、「自宅で家族と暮らしている」が７割近くを占め主流となっ

ており、「自宅で一人暮らし」が１割程度（12.2％）となっていますが、知的障害者で

は、およそ４人に１人が福祉施設に入所しており、他の障害に比べ高い割合となってい

ます。 

◆現在の暮らしについて（問 17）◆ 

12.2

13.2

6.1

12.6

68.2

70.3

55.1

63.8

3.8

3.5

3.4

7.1

10.8

9.3

23.1

8.7

4.1

2.1

8.2

7.1

凡例

全体(N=1228)

身体障害者(n=995)

知的障害者(n=147)

精神障害者(n=127)

自宅で

一人暮らし

自宅で家族と

暮らしている

グループホーム

で暮らしている

福祉施設（※）

で暮らしている

病院に

入院中

その他

無回答

障害種類別

 
※障害者支援施設、老人福祉施設 

 

（２）今後の生活希望場所 

現在、福祉施設や病院に入所・入院中の障害者について、今後の生活希望場所を尋ね

たところ、「今のまま福祉施設や病院で生活したい」という希望が最も多くなっていま

すが、精神障害者ではグループホームでの生活希望者が比較的多くみられます。知的障

害者では他の障害者に比べ「自宅で一人暮らしをしたい」希望もやや多くなっています。 

 
◆今後の生活希望場所（問 18）◆ 

60.0

61.7

53.8

50.0

5.6

4.7

7.7

15.0

22.8

21.1

23.1

25.0

5.1

8.3

9.4

7.7

10.0

凡例（％）

全体(n=180)

身体障害者(n=128)

知的障害者(n=39)

精神障害者(n=20)

今のまま福祉

施設や病院で
生活したい

グループホーム

などを利用して
生活したい

家族と一緒に

生活したい

自宅で一人

暮らしをしたい

その他 無回答

障害種類別

 
 



27 

 

 

 

全員の方に、５年後の希望の住まいを尋ねると、６割以上が「自宅での家族との暮ら

し」を希望していますが、10年後になると「福祉施設での暮らし」を希望する割合も増

加します。 

 

◆将来の生活希望場所（問 20～問 21）◆ 

 

9.4

7.7

61.8

51.5

3.0

3.7

14.3

20.5

4.4

6.7

7.1

9.9

凡例（％）(N=1228)

５年後に希望する暮らし方

10年後に希望する暮らし方

自宅での

一人暮らし

自宅での

家族との暮らし

グループホーム

での暮らし

福祉施設

での暮らし

その他 無回答
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２．地域で生活するために必要な支援について 

地域で生活するために必要な支援をみると、在宅サービスの適切な利用や経済的な負

担の軽減、住まいの確保などが主なニーズとなっていますが、特に、身体障害者では他

の障害者に比べ、在宅サービスの適切な利用や在宅医療ケア、経済的負担の軽減などの

希望が多くみられます。また、知的障害者や精神障害者では地域住民の障害に対する理

解や、コミュニケーション支援などが希望されています。 

 

◆地域で生活するために必要な支援（問 19）◆ 

44.5 44.5
39.8

24.2
28.1

21.1

29.7

18.0

35.9
33.3

38.5

25.6

17.9

33.3

17.9

33.3

25.0

30.0 30.0

25.0 25.0

40.0

20.0

35.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

必
要
な
在
宅
サ
ー
ビ
ス
が

適
切
に
利
用
で
き
る
こ
と

経
済
的
な
負
担
の
軽
減

障
害
者
が
暮
ら
し

や
す
い
住
ま
い
確
保

相
談
を
し
や
す
く
す
る

生
活
訓
練
等
の
充
実

地
域
の
人
た
ち
の

障
害
に
対
す
る
理
解

在
宅
で
医
療
ケ
ア
な
ど
が

適
切
に
得
ら
れ
る
こ
と

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

に
つ
い
て
の
支
援

身体障害者(n=128) 知的障害者(n=39) 精神障害者(n=20)障害種類別

（％）

 

 

３．主な介助者 

主な介助については、身体障害者の場合、配偶者や子ども、知的障害者では親や兄弟、

ホームヘルパーや施設の職員などが多く、障害の種別により差がみられます。 

 

◆主な介助者（問７）◆ 

9.1

38.4

31.1 33.0

3.4
8.9

50.0

4.9
2.0

52.0

4.9 4.9

43.2

23.0

9.5

29.7

2.7

10.8

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

父
母
・
祖
父
母

・
兄
弟
の
い
ず
れ
か

配
偶
者

（
夫
ま
た
は
妻
）

子
ど
も

ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー

や
施
設
の
職
員

そ
の
他
の
人

（
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等
）

無
回
答

身体障害者(n=440) 知的障害者(n=102) 精神障害者(n=74)

障害種類別

（％）
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主な介助者の年齢構成をみると、全体の３割以上が 70 歳以上で、60 歳以上を合計す

ると６割以上を占めており、介助者の高齢化、いわゆる「老老介護」注１や「老障介護」
注２の状況がうかがえます。 

注１【老老介護】高齢者が高齢者の介護を続ける状態。 

注２【老障介護】高齢の親が障害のある子どもの介護を続ける状態。 

 

◆主な介助者の年齢構成（問８①）◆ 

1.0
5.4 7.4

17.3

29.6

34.9

4.3

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

29歳以下 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上 無回答

全体(n=392)（％）

 

 

主な介助者の性別は、その多くが女性であり、介助者の年齢が上がるほど健康状態が

悪化する傾向にあります。 

◆主な介助者の性別（問８②）◆ 
障害種類別

男性

31.4%

女性

66.8%

無回答

1.8%

全体(n=392)    

◆主な介助者の健康状態（問８③）◆ 

21.7

48.0

31.0

38.2

18.1

11.7

55.9

40.0

62.1

51.5

62.9

54.7

20.4

8.0

6.9

8.8

19.0

33.6

凡例（％）

全体(n=392)

39歳以下(n=25)

40歳代(n=29)

50歳代(n=68)

60歳代(n=116)

70歳以上(n=137)

よい ふつう よくない 無回答

介助者年齢別
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【３】外出について 

１．外出頻度 

１週間の外出頻度については、「１週間に数回外出する」が 44.1％と最も多く、次い

で「毎日外出する」（23.7％）が続き、これらを合計して７割近くが頻繁に外出してい

ます。 

 

◆外出頻度（問 22）◆ 

 障害種類別

毎日外出

する

23.7%

１週間に数回

外出する

44.1%

めったに外出

しない

19.2%

まったく外出

しない

9.4%

無回答

3.6%

全体(N=1228)  

 

２．外出時の同伴者 

外出時の同伴者については、いずれの障害においても、ひとりで外出する人が最も多

くなっていますが、身体障害者や精神障害者の場合「配偶者（夫または妻）」が多く、

知的障害者や精神障害者では「父母・祖父母・きょうだい」が多くなっています。 

 

◆外出時の同伴者（問 23）◆ 

30.6 28.8

12.9
9.7

3.8 3.0

32.1

10.7

0.8

16.8

25.2

4.6

34.8

20.9

2.6
5.2

21.7

2.6

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

一
人
で
外
出
す
る

配
偶
者

（
夫
ま
た
は
妻
）

子
ど
も

ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー

や
施
設
の
職
員

父
母
・
祖
父
母

・
き
ょ
う
だ
い
の
い
ず
れ
か

そ
の
他
の
人

（
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等
）

身体障害者(n=867) 知的障害者(n=131) 精神障害者(n=115)障害種類別

（％）
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３．外出の主な目的 

外出目的は、買い物や医療機関への受診が多くなっていますが、知的障害者の場合、

他の障害に比べ、通勤・通学・通所が多くみられます。 

 

◆外出の目的（問 24）◆ 

63.1 66.6

15.8
21.0 21.1 17.2

14.2 14.3

67.9

43.5

61.1

28.2

19.8 13.7
12.2 8.4

61.7
53.9

26.1

16.5
20.0

13.0

3.5
10.4

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

買
い
物
に
行
く

医
療
機
関
へ
の
受
診

通
勤
・
通
学
・
通
所

散
歩
に
行
く

友
人
・
知
人
に
会
う

趣
味
や
ス
ポ
ー
ツ

を
す
る

グ
ル
ー
プ
活
動
に

参
加
す
る

訓
練
や
リ
ハ
ビ
リ

に
行
く

身体障害者(n=867) 知的障害者(n=131) 精神障害者(n=115)障害種類別

（％）

 

 

４．外出時に困ること 

外出時に困ることとしては、公共交通機関が少ないことや、階段や段差などのバリア

フリーに関することが上位にあがっています。 

 

◆外出時に困ること（問 25）◆ 

25.0 24.2

17.5 16.7
15.0 14.6

12.3

8.6
5.5 5.1

0.0

10.0

20.0

30.0

公
共
交
通
機
関
が

少
な
い
（
な
い
）

道
路
や
駅
に

階
段
や
段
差
が
多
い

列
車
や
バ
ス
の

乗
り
降
り
が
困
難

外
出
先
の
建
物

設
備
が
不
便

外
出
に
お
金
が
か
か
る

困
っ
た
時
に
ど
う
す
れ
ば

い
い
の
か
心
配

発
作
な
ど
突
然
の

身
体
の
変
化
が
心
配

切
符
の
買
い
方
や
乗
換
え
の

方
法
が
わ
か
り
に
く
い

介
助
者
が
確
保
で
き
な
い

周
囲
の
目
が
気
に
な
る

（％）

全体(n=1069)
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【４】就労状況について 

１．就労状況 

会社等に勤務または自営等で就労している障害者は、全体で 13.9％の割合となってお

り、就労状況をみると、身体障害者の場合「自営業、農林水産業」が最も多く、知的障

害者では正職員、知的障害者及び精神障害者ではパート・アルバイト等の非正規が比較

的多くなっています。 

 

◆就労状況（問２6）◆ 
障害種類別

就労している

（※）
13.9%

就労していない

77.5%

無回答

8.6%

全体(N=1228)
 

※会社勤めや、自営業、家業などで収入を得る仕事をしている 

 

◆就労状況（問 27）◆ 

28.1

38.8

24.8

2.5 0.8

44.2

0.0

34.9

11.6

2.3

23.1 23.1

38.5

0.0

7.7

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

正
職
員
で
他
の
職
員
と
勤
務

条
件
等
に
違
い
は
な
い

自
営
業
、
農
林
水
産
業
な
ど

パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
等
の

非
常
勤
職
員
、
派
遣
職
員

正
職
員
で
短
時
間
勤
務
な
ど

の
障
害
者
配
慮
が
あ
る

そ
の
他

身体障害者(n=121) 知的障害者(n=43) 精神障害者(n=13)

（％）

障害種類別
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２．就労希望 

今後の就労（継続）希望をみると、全体の３割近くが就労を希望しており、知的障害

者や精神障害者でニーズが高くなっています。精神障害者は、仕事をしたいができない

という回答も比較的多く、障害の種類によって差がみられます。 

 

◆就労希望（問 28）◆ 

 

26.3

22.8

31.0

29.5

35.8

36.0

31.0

44.3

24.2

27.2

24.1

16.4

13.7

14.0

13.8

9.8

凡例（％）

全体(n=190)

身体障害者(n=114)

知的障害者(n=58)

精神障害者(n=61)

仕事をしたい 仕事をしたい

ができない

仕事をしたい

と思わない

無回答

障害種類別

 

 

 

３．職業訓練の受講希望 

職業訓練の受講希望は、知的障害者や精神障害者で、それぞれ２割程度のニーズがみ

られます。 

 

◆職業訓練の受講希望（問 29）◆ 

 

6.8

6.1

6.9

8.2

16.8

12.3

22.4

19.7

41.6

41.2

43.1

42.6

16.3

19.3

12.1

11.5

18.4

21.1

15.5

18.0

凡例（％）

全体(n=190)

身体障害者(n=114)

知的障害者(n=58)

精神障害者(n=61)

すでに職業

訓練を受けた、

または今訓練

を受けている

職業訓練

を受けたい

職業訓練を

受けようとは

思わない

職業訓練を

受ける必要

はない

無回答

障害種類別
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４．必要と思う障害者就労支援 

障害者就労支援として必要と思うことについては、「勤務時間等の配慮」をはじめ、「職

場の障害者理解」「通勤手段の確保」などが多くあげられており、就労への配慮や事業

所等への啓発による理解促進が求められています。 

 

◆必要と思う障害者就労支援（問 30）◆ 

18.6
16.8 16.7

12.2
10.4

9.1 8.7
7.8 7.6

3.1

0.0

10.0

20.0

短
時
間
勤
務
や
勤
務

日
数
等
の
配
慮

職
場
の
上
司
や
同
僚
に

障
害
の
理
解
が
あ
る
こ
と

通
勤
手
段
の
確
保

勤
務
場
所
に
お
け
る

バ
リ
ア
フ
リ
ー
等
の
配
慮

自
宅
で
仕
事
が
で
き
る

状
況
の
推
進

仕
事
を
始
め
た
あ
と
の
援
助
な
ど

職
場
と
支
援
機
関
の
連
携

職
場
で
介
助
や
援
助
等

が
受
け
ら
れ
る
こ
と

仕
事
に
つ
い
て
の
職
場
外

で
の
相
談
対
応
、
支
援

会
社
等
で
す
る
仕
事
内
容

に
合
っ
た
就
労
訓
練

そ
の
他

（％）

全体(N=1228)
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【５】障害福祉サービスについて 

１．障害福祉サービス等の利用希望 

現在の利用では「⑥生活介護」や「⑭相談支援」などが多くなっていますが、今後の

希望をみると「①居宅介護」「⑥生活介護」「⑭相談支援」などをはじめ、現在の利用が

少ない「②重度訪問介護」や「⑦自立訓練」などのニーズが高くなっています。 

18歳未満のサービス利用と希望については、現在の利用と今後の希望ともに「⑮児童

発達支援」「⑯放課後等デイサービス」が多く、今後の「⑱医療型児童発達支援」など

のニーズも高くなっています。 

 

◆現在の利用と利用希望（問 34）◆ 

【現在の利用】 【今後の利用希望】 

 

5.4

1.8

1.2

1.9

1.3

9.4

5.8

1.0

4.1

4.6

4.1

2.0

5.9

9.5

22.9

34.3

2.9

5.7

2.9

2.9

0.0 20.0 40.0 60.0

①居宅介護（※１）

②重度訪問介護

③同行援護

④行動援護

⑤重度障害者等包括支援

⑥生活介護

⑦自立訓練（※２）

⑧就労移行支援

⑨就労継続支援（※３）

⑩療養介護

⑪短期入所（※４）

⑫共同生活援助（※５）

⑬施設入所支援

⑭相談支援

⑮児童発達支援

⑯放課後等デイサービス

⑰保育所等訪問支援

⑱医療型児童発達支援

⑲福祉型児童入所支援

⑳医療型児童入所支援

（％）

全体(n=35)

全体(N=1228)

全
員
対
象

18
歳
未
満
対
象

 

23.9

16.7

12.2

13.9

14.3

23.6

19.0

8.6

10.1

16.1

19.7

14.0

17.9

28.2

45.7

42.9

11.4

22.9

17.1

5.7

0.0 20.0 40.0 60.0

①居宅介護（※１）

②重度訪問介護

③同行援護

④行動援護

⑤重度障害者等包括支援

⑥生活介護

⑦自立訓練（※２）

⑧就労移行支援

⑨就労継続支援（※３）

⑩療養介護

⑪短期入所（※４）

⑫共同生活援助（※５）

⑬施設入所支援

⑭相談支援

⑮児童発達支援

⑯放課後等デイサービス

⑰保育所等訪問支援

⑱医療型児童発達支援

⑲福祉型児童入所支援

⑳医療型児童入所支援

（％）

全体(n=35)

全体(N=1228)

 
※１ ホームヘルプ 

※２ 機能訓練、生活訓練 

※３ Ａ型、Ｂ型 

※４ ショートステイ 

※５ グループホーム 
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２．障害福祉サービス等の情報入手の手段 

障害福祉サービス等の情報入手の手段については、「本や新聞、雑誌の記事、テレビ

やラジオのニュース」といったマスメディア群を筆頭に、「行政機関の広報誌」「家族や

親せき、友人・知人」など身近な人からの情報入手が多くなっています。 

 

◆障害福祉サービス等の情報入手の手段（問 36）◆ 

 

31.0

28.3

26.4

18.6

15.4

13.5

9.2

5.4

5.1

4.1

2.9

1.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

本や新聞、雑誌の記事、

テレビやラジオのニュース

行政機関の広報誌

家族や親せき、友人・知人

かかりつけの医師や看護師

サービス事業所の人や施設職員

病院のケースワーカーや

介護保険のケアマネジャー

行政機関の相談窓口

障害者団体や家族会

（団体の機関誌など）

インターネット

民生委員・児童委員

相談支援事業所などの

民間の相談窓口

通園施設や保育所、

幼稚園、学校の先生
全体(N=1228)

（％）
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３．相談相手 

悩みや困ったことの相談相手は、「その他の家族（親・兄弟姉妹・祖父母以外）」が最

も多く、次いでかかりつけの医師や看護師、兄弟姉妹、友人・知人などが続き、身近な

人が中心となっています。 

 

◆相談相手（問 35）◆ 

※上位項目を抜粋 

36.8

25.6 25.2

18.0
15.1

13.6
11.2 11.1

8.9 8.1 7.8
5.0 3.9 2.9

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

そ
の
他
の
家
族

か
か
り
つ
け
の

医
師
や
看
護
師

兄
弟
姉
妹

友
人
・
知
人

施
設
の
指
導
員
な
ど

親 親
せ
き

病
院
の
ケ
ー
ス
ワ
ー
カ
ー
や

介
護
保
険
の
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー

ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
な
ど

サ
ー
ビ
ス
事
業
所
の
人

近
所
の
人

行
政
機
関
の
相
談
窓
口

民
生
委
員
・
児
童
委
員

職
場
の
上
司
や
同
僚

相
談
支
援
事
業
所
な
ど

の
民
間
の
相
談
窓
口

（％）

全体(N=1228)

 

 

４．安芸高田市障害者基幹相談支援センターの認知 

安芸高田市障害者基幹相談支援センターの認知率は 16.2％で、６割以上の障害者が

「知らない」と回答しています。 

 

◆安芸高田市障害者基幹相談支援センターの認知（問 37）◆ 

 障害種類別

知っている

16.2%

知らない

63.3%

わからない

11.1%

無回答

9.4%

全体(N=1228)
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【６】権利擁護について 

１．差別や嫌な思いを感じた経験 

障害があることで差別や嫌な思いを感じたことが「ある」人は 16.4％、「少しある」

が 17.3％で、合計 33.7％と、およそ３人に１人の割合となっています。差別や嫌な思

いを感じた場所としては「外出先」が最も多く、次いで「学校・仕事場」「住んでいる

地域」などとなっています。 

 

◆差別や嫌な思いを感じた経験とその場所（問 38～問 39）◆ 障害種類別

ある

16.4%

少しある

17.3%

ない

50.7%

無回答

15.6%

全体(N=1228) 

38.3

32.3

30.4

18.1

13.3

9.9

6.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

外出先

学校・仕事場

住んでいる地域

病院などの医療機関

余暇を楽しむとき

仕事を探すとき

その他
全体(n=415)

（％）

 
 

２．成年後見制度の認知状況 

成年後見制度については、知名度は過半数を占めていますが、そのうち内容を知らな

い人は約３割（29.3％）みられます。また、制度の名前も内容も知らない人が３割

（27.4％）を占めています。 

安芸高田市社会福祉協議会が、成年後見人を受けることができるようになったことに

ついての認知は約１割（11.0％）と、現状では低い割合となっています。 

 

◆成年後見制度の認知状況（問 40）◆ ◆市社協法人後見の認知状況（問 41）◆ 

制度の名前

も内容も
知っている

23.0%

制度の名前を

聞いたことが
あるが、内容

は知らない

29.3%

制度の名前も

内容も知らない、
はじめて聞いた

27.4%

無回答

20.4%

全体(N=1228)

   

障 害 種 類 別

知 っ て い る

1 1 . 0 %

知 ら な い

6 2 . 8 %

わ か ら な い

1 4 . 1 %

無回答

1 2 . 1 %

全体(N=1228)
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【７】災害時の避難等について 

１．災害時の一人での避難 

災害時の一人での避難については、およそ３人に１人が「できる」と回答しています

が、家族が不在の場合や一人暮らしの場合、近所に助けてくれる人がいる人ほど「でき

る」割合も高くなる傾向にあります。より地域とのつながりを大切にした支援の必要性

がうかがえます。 

 

◆災害時の一人での避難（問 42・問 43）◆ 

35.0

52.4

28.1

28.3

36.7

30.9

56.3

34.3

20.2

15.2

13.3

37.2

8.1

1.4

2.3

0.3

凡例

全体(N=1228)

いる(n=433)

いない(n=256)

わからない(n=382)

できる できない わからない 無回答

近所の支援者の有無（※）

 

※問 43 

 

２．災害時に困ること 

災害時に困ることについては、迅速に避難ができないことや、避難所での環境、投薬

や治療の継続などがあげられています。 

 

◆災害時に困ること（問 44）◆ 

44.5

37.8
32.3

18.5 17.3 15.9

10.2 8.7
4.2

13.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

安
全
な
と
こ
ろ
ま
で
、
迅
速
に

避
難
す
る
こ
と
が
で
き
な
い

避
難
場
所
の
設
備
（
ト
イ
レ
等
）

や
生
活
環
境
が
不
安

投
薬
や
治
療
が
受
け
ら
れ
な
い

救
助
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
な
い

被
害
状
況
、
避
難
場
所
な
ど
の

情
報
が
入
手
で
き
な
い

周
囲
と
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

が
と
れ
な
い

補
装
具
や
日
常
生
活
用
具

の
入
手
が
で
き
な
く
な
る

補
装
具
の
使
用
が
困
難
に
な
る

そ
の
他

特
に
な
い

（％）

全体(N=1228)
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【８】社会参加について 

１．選挙の投票について 

選挙の投票については、43.9％が「必ず行く」と回答していますが、知的障害者では

「一度も行ったことがない、または行くことができない」人が、他の障害に比べ多くなっ

ています。 

 

◆選挙の投票の有無（問 45）◆ 

7.4

7.0

17.7

11.0

21.5

20.7

23.1

26.0

13.0

14.0

8.2

10.2

43.9

46.8

28.6

36.2

14.2

11.5

22.4

16.5

凡例（％）

全体(N=1228)

身体障害者(n=995)

知的障害者(n=147)

精神障害者(n=127)

一度も行った

ことがない、
または行くこと

ができない

行く時と行か

ない時がある
他に予定がなけ

れば行くように

している（※）

必ず行く 無回答

障害種類別

 

※期日前投票まではしていない 

 

２．選挙に行けない理由 

選挙に行けない理由としては、投票所までの移動手段の確保や、階段や段差などのバ

リアフリーの問題、そして介助者や支援者が確保できないなどが主な理由としてあげら

れています。 

 

◆選挙に行けない理由（問 46）◆ 

23.4

17.5

13.0

10.1

8.5

7.0

4.5

28.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

投票所までの移動手段が少ない（ない）

投票所に階段や段差が多い

介助者や支援者が確保できない

投票所での投票の方法が分からない

周囲の目が気になる

発作など突然の身体の変化が心配

投票所の場所が分からない

その他

全体(n=355)

（％）
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【９】「しょうがい」の表記について 

ふさわしいと思う「しょうがい」の表記については、「障害」が約４割（38.8％）と

最も多く、次いで「どれでもよい」が 16.9％で続いています。 

知的障害者において、ひらがな表記への回答が他の障害をやや上回っていますが、大

きな差は目立ちません。 

 

◆ふさわしいと思う「障害」の表記（問 47）◆ 

 

38.8

14.2

2.4
0.7

16.9

1.2

13.8

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

障
害

障
が
い

し
ょ
う
が
い

障
碍

ど
れ
で
も
よ
い

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

全体(N=1228)
（％）

 
 

40.6

14.1

1.8
0.7

17.5

1.2

12.4

31.3

17.0

6.8
0.0

12.2

1.4

21.1

44.1

9.4
3.9 2.4

11.0

3.1

16.5

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

障
害

障
が
い

し
ょ
う
が
い

障
碍

ど
れ
で
も
よ
い

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

身体障害者(n=995) 知的障害者(n=147) 精神障害者(n=127)障害種類別

（％）
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第５章 計画の推進 
 

１．庁内推進体制の整備 

本計画は、「第２次安芸高田市障害者プラン」及び「安芸高田市障害福祉計画（第４

期）」を一体的に策定するものであり、その推進にあたっては社会福祉課が中心的な役

割を果たすことになります。しかし、本計画は、福祉・保健・医療・教育・雇用、そし

てまちづくり等、幅広い分野で障害者施策を総合的かつ効果的に推進する必要があるこ

とから、そのための庁内関係部署との連携を、より一層強化した推進体制の整備を図り

ます。 

 

２．関係機関との連携の強化 

地域全体で障害者を支援するという観点から、庁内の体制整備のみならず、地域住民、

社会福祉協議会、地域自立支援協議会、障害者関係団体、サービス提供事業所、保健医

療機関、ＮＰＯ等民間団体、住民ボランティアなど、地域における福祉ネットワークの

構築・強化を進めます。 

また、安芸高田市障害者自立支援協議会において、相談支援や就労支援、地域生活支

援等の方策の検討を中心に、幅広い意見交換を図り、計画の着実な推進につなげます。 

 

３．計画の進行管理 

本計画を着実に推進するため、定期的に事業の達成状況や評価、サービスの利用量な

どの進行状況について取りまとめを行うとともに、達成状況の分析及び評価等を行い、

その結果を踏まえて、必要に応じて計画の変更や事業の見直しを検討します。 

このたび、障害者総合支援法において、ＰＤＣＡサイクルを活用して「市町村障害福

祉計画」を見直すことが規定されたことを受け、本計画においても設定した目標数値を

各年度で確認し、評価・検討した上で、施策や指標の見直し等を検討します。計画の最

終年度である平成 29 年度には、障害福祉サービスの成果目標や活動目標の見直しを行

い、次期計画の策定につなげます。 

なお、「第２次安芸高田市障害者プラン」においても、事業展開については、定期的

に進行管理及び実施状況の点検・評価を行い、必要に応じて内容を見直すなど、より効

果的に推進します。特に平成 28 年度には障害者差別解消法が施行されることもあり、

計画の見直しが予定されます。 

 

◆参考／ＰＤＣＡサイクルのプロセスイメージ◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画（ＰＬＡＮ） 

○目標を設定し、目標達成に

向けた活動を立案する。 

実行（ＤＯ） 

○計画に基づき、活動を実行する。 

評価（ＣＨＥＣＫ） 

○活動を実施した結果を整理・集

約・分析し、考察する（学ぶ）。 

改善（ＡＣＴ） 

○考察結果に基づき、計画の目

標、活動などを見直しする。 
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４．サービスの質の確保と経営基盤の安定化 

市の事業である地域生活支援事業の実施にあたっては、登録事業者がサービス提供者

となりますが、これらの事業者に対しては、一定の基準を設けるとともに苦情処理体制

を整備、確立するなど、質の確保を図ることにより、制度の円滑な運営につなげます。 

また、このようなサービスの質の確保に加えて、障害者等が継続的にサービスを利用

できるよう、担い手である事業者の経営基盤の安定化を図る必要があることから、行政

としての支援のあり方についても、今後、さらに検討を進めます。 

 

５．計画や制度の周知と情報提供 

本市の障害者が、必要とするサービスを適切に受けることができるよう、本計画の概

要や障害福祉サービス等の制度について、様々な機会を活用し、利用者、サービス提供

事業所、福祉関係団体等に周知し、円滑な事業の実施及びサービスの適切な利用を促進

します。また、そのための、サービス内容や利用手続き等の積極的な情報提供に努めま

す。 

 

◆計画の推進体制◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【安芸高田市障害者プラン推進協議会】 
 

〈構成〉障害者、障害福祉事業従事者、学識経

験者、関係機関、障害者団体の代表、行政

など 15名 

【安芸高田市障害者自立支援協議会】 
 

〈構成〉障害者、障害者相談員、障害福祉事業

従事者、障害者団体、保健医療関係者、教

育関係者、就労関係、行政など 

安芸高田市 

【安芸高田市障害者プラン 

策定庁内検討会議】 
 

〈構成〉関係課 15名 

審議 

提言 

報告 

意見 
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第６章 第１次プランの検証と評価 
 

【１】第１次プランの検証と評価の方法 

障害者支援施策の事業分野は、単に啓発や生活支援活動にとどまらず、学校教育や生

涯学習部門、商工・労働部門、保健・福祉部門など、様々な分野との連携・調整が必要

です。 

本市では、第１次プランに基づき実行している施策や事業について、定期的に個別に

点検や評価を行っています。事業として多数に及ぶ取り組みを、それぞれ所轄する担当

課において、その進捗状況を点検し、問題点や課題を抽出します。そして、その後の取

り組みに反映させることとしています。 

この、点検・評価作業の中では、個別の問題点や課題、あるいは制度の改定等に基づ

き、新たな取り組みへの変更や新設、内容調整などを行いました。 

 

【２】第１次プランの検証結果の概要 

本計画は、これらの事業課題等を踏まえて策定しており、以下に、第１次プランにお

ける取り組み内容の検証結果を概括します。 

検証結果の概括は、第１次プランの施策体系に掲げる分野ごとに取りまとめています。 

施策分野 １．啓発・広報 

主要施策 

（１）啓発・広報活動の推進 

（２）福祉教育の推進 

（３）ボランティア活動の推進 

取り組みの概要 

・市窓口での障害福祉制度の紹介や、障害者団体等からの依頼により、

制度説明及び啓発や広報を行った。 

・障害の理解を深めるため、あいサポーター研修を実施した。 

・学校教育に関しては、特別支援学校・特別支援学級での教育、通常学

級での支援等について、毎年、安芸高田市就学指導委員会で協議して

いる。 

・障害者への支援として、地域生活アシスタント事業によるボランティ

ア派遣や、市民総ヘルパー構想によりボランティア育成に努めた。 

点検・評価結果 

からみた 

今後の課題 

●啓発・広報は十分に伝わっておらず、市民がより利用しやすい情報提

供等を行っていく必要がある。 

●障害者の日（12/9）や障害者週間（12/3～9）の取り組みを平成 25 年

度までは行っておらず、障害者自立支援協議会等を通じて、実施に努

める必要がある。 

●担当課主催による、障害福祉に関する講演会等による啓発活動が実施

できていないため、障害者自立支援協議会等を通じて、実施に努める

必要がある。 

●引き続きボランティアの育成支援に努める。 
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施策分野 ２．生活支援 

主要施策 

（１）在宅サービス供給の推進 

（２）相談体制の充実 

（３）支援のための状況把握の推進 

（４）権利擁護の推進 

（５）社会活動参加の支援 

（６）サービスの質の向上と人材育成 

（７）重度・重複障害のある人への対応 

取り組みの概要 

・市内で障害福祉サービスを行う法人と協議し、同行援護、児童デイサー

ビス事業所が開設され、在宅サービスの充実を図った。 

・市内に障害者基幹相談支援センターを立ち上げた。 

・市役所、相談支援事業所、障害者相談員、民生児童委員等に障害者か

ら相談のあった事案については、事案に応じて関係者が集まり協議し、

解決を図った。 

・障害年金の未受給・障害福祉サービス未利用の障害者の手続き支援を

行った。 

・障害者の権利擁護を推進するため、障害者虐待防止法施行前からの障

害者虐待継続事案について、関係者と協力して解決を図った。また、

平成 26年６月から受付窓口機能を、安芸高田市障害者基幹相談支援セ

ンターに移し、相談支援と合わせた充実を図った。 

・安芸高田市障害者ふれあいスポーツ交流会や広島県障害者フライング

ディスク競技大会 in安芸たかたを毎年実施し、スポーツを通じて障害

種別を越えた交流を図った。 

・市が事業者指定・指導権限を持つ指定障害福祉サービス（居宅系）に

ついては、事業所に自己評価を実施するように指導するとともに、実

地指導を行った。 

・市内各相談支援事業所に対して指導的立場にある障害者基幹相談支援

センターを設置し、地域移行が進むように体制の充実を図った。 

・重度・重複障害（児）者から施設入所・障害福祉サービス利用希望が

あった場合には、相談支援の他、情報提供を行った。 

点検・評価結果 

からみた 

今後の課題 

●障害者基幹相談支援センターの円滑な運営。 

●困っている障害者が、必要なサービスを受けることができるよう、体

制整備や相談支援事業者のスキルアップに努める。 

●障害福祉制度は複雑であり、研修等を通じ相談支援に応じる相談員の

技能向上を図る。 

●安芸高田市障害者基幹相談支援センターの認知度が低いため、積極的

に周知を図る。 

●引き続き障害者が社会参加できるように事業の継続を図る。 

●毎年のように制度改正が行われ、その対応で地域移行が進んでおらず、

支援体制の確保と着実な実施が必要。 

●重度・重複障害（児）者やその保護者からの相談に応じることができ

るように、他機関等と連携を図っていく。 
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施策分野 ３．生活環境 

主要施策 
（１）住環境整備 

（２）バリアフリー化 

取り組みの概要 

・障害者が自ら選択し、安心して生活できるように、市内に居住を希望

する障害者への支援を行った。 

・市内社会福祉法人等と協議し、グループホーム等の確保に努めた。 

・市内で居住する障害者に対して、段差解消等を行う目的で地域生活支

援事業の日常生活用具（住宅改修費）事業で、上限 20万円の事業を実

施した。 

・新設の公共施設には、障害者用トイレ、ストーマ利用者のためのオス

トメイト対応トイレ、思いやり駐車場区画の設置を行った。 

・広島県思いやり駐車場利用者証交付制度を活用実施した。 

点検・評価結果 

からみた 

今後の課題 

●他市町と比較すると入所施設やグループホームは充実しているもの

の、利用希望者も多いため、引き続き必要な量が確保できるように努

めていく。 

●公共交通機関（ＪＲ・バス）は冬期の問題もあり、１ステップまたは

低床バスが導入されておらず、段差があり、利用しにくい。バリアフ

リー化が課題。 

 

 

施策分野 ４．安全・安心 

主要施策 
（１）障害者目線に立った生活安全施策の推進 

（２）災害時に障害者が安心して避難できる施策の推進 

取り組みの概要 

・消費者トラブルを抱えた障害者（知的・精神）を市消費者相談窓口へ

とつなぎ、国民生活センターと連携し解決を図った。 

・災害時に、支援が必要な障害者を特定できるように災害時要援護者台

帳管理システムネットワークを整備した。 

点検・評価結果 

からみた 

今後の課題 

●関係機関と連携し、消費者トラブルを抱えた障害者への支援を引き続

き行っていく。 

●関係機関と連携し、災害時に障害者に必要な支援が行われるよう台帳

整理等図っていく。 
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施策分野 ５．教育・育成 

主要施策 （１）障害のある児童の教育・育成体制と保護者への相談支援体制 

取り組みの概要 

・障害児への支援を行うため、外部から講師を招き、療育支援事業を実

施し、保育所訪問や個別相談を行った。 

・児童福祉法の改正により、障害児相談支援事業が開始され、事業者指

定を行った。 

・療育支援事業（保育所訪問・個別相談）を実施した。 

・発達障害のある児童やその保護者等への相談支援を実施した。 

・平成 26年６月に安芸高田市こども発達支援センターを開所した。 

点検・評価結果 

からみた 

今後の課題 

●現在、依頼している講師が今年度限りであるため、次年度以降の運営

方法について関係者と協議し、現行の事業継続ができるようにする。 

 

 

施策分野 ６．雇用・就労 

主要施策 （１）就労支援体制の充実 

取り組みの概要 

・安芸高田市障害者自立支援協議会就労支援部会で、市内企業へのアン

ケート調査の実施や障害者雇用に関する研修会を実施した。 

・障害者優先調達法に基づく障害者就労施設等への発注を開始した。 

・就労移行支援事業所を開設した。 

・就労体験実習を実施した。 

点検・評価結果 

からみた 

今後の課題 

●安芸高田市障害者自立支援協議会等を通じて、障害者雇用の拡大や福

祉サービス事業所の工賃向上ができるように施策の充実を図る。 

 

 

施策分野 ７．保健・医療 

主要施策 
（１）障害者の保健・医療の向上 

（２）関係機関との連携による人材育成等体制の整備 

取り組みの概要 

・障害者やその家族からの相談を受け、必要な保健・医療に結びつくよ

うに福祉保健部内で連携をとった。 

・いちご教室等で発達障害が疑われる児童について、関係機関との連携

に努めた。 

点検・評価結果 

からみた 

今後の課題 

●保健・医療を必要とする障害者からの相談に応じられるよう、福祉保

健部内での連携を強化する。 
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施策分野 ８．情報・コミュニケーション 

主要施策 
（１）コミュニケーション支援の推進 

（２）ＩＴを活用した情報格差の改善 

取り組みの概要 

・意思疎通支援事業（手話通訳者派遣・要約筆記者派遣）により、通訳

者等を派遣した。 

・意思疎通支援事業通訳者が増えるよう、手話・要約筆記奉仕員養成講

座を開催した。 

・地域生活支援事業「相談支援事業」で、障害者を対象とするパソコン

教室を実施した。 

点検・評価結果 

からみた 

今後の課題 

●聴覚障害者へのコミュニケーション支援として、引き続き手話通訳

者・要約筆記者等の派遣・奉仕員養成を行う。 

 

 

施策分野 ９．国際化 

主要施策 （１）外国人障害者への情報提供体制づくり 

取り組みの概要 

・外国籍（中国・ブラジル等）の障害者からの相談が増えており、人権

多文化共生推進課（通訳者等）と連携し対応した。 

・平成 23年度から、ポルトガル語・中国語通訳員を配置。英語での会話

が可能な相談員を配置した。 

点検・評価結果 

からみた 

今後の課題 

●言語に応じた翻訳までは実施しておらず、今後、対応を検討する必要

がある。 
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施策分野 10．その他施策 

主要施策 
（１）発達障害への対応のための体制づくり 

（２）高次脳機能障害への対応のための体制づくり 

取り組みの概要 

・障害児の保護者からライフステージごとに関係機関が変わり、これま

での支援内容を最初から説明することになり困っている、という意見

を受けて、平成 21年度から広島県全体で、サポートファイル結愛（ゆ

い）を実施している。サポートファイルは、障害児が 18歳になり障害

福祉サービスの利用に際し支援方法への活用、20 歳になり障害年金請

求時に活用に期待される。 

・毎年、広島県高次脳機能センターが主催する高次脳機能障害研修会に

参加し、情報収集や職員の知識向上に努めた。 

点検・評価結果 

からみた 

今後の課題 

●安芸高田市こども発達支援センターや、広島県発達障害者支援セン

ター、広島県西部こども家庭センター等関係機関と連携を図る。 

●高次脳機能障害の方から、利用できる施設やサービス等の相談には応

じていたが、具体的な数の把握をしていなかったため、高次脳機能障

害の方の把握に努め、必要な支援に結び付けていく。 
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第７章 施策の展開 
 

【１】地域生活支援の充実 

障害者が、地域において自立して生活できるために、様々な相談への対応をはじめ、

多様なニーズに対応する生活支援体制の整備や、サービス基盤の量的・質的な充実を計

画的に推進し、安心して暮らせる地域社会の実現に向けた体制づくりを目指します。 

 

１．相談支援体制の構築 

 

取り組み事業 事業内容 

総合的な相談体制

の整備 

●障害者が自らの決定に基づき、身近な地域で相談支援を受けること

のできる体制を構築するため、様々な障害種別に対応し、総合的な

相談支援を提供する体制の整備を図ります。 

ニーズに応じたサー

ビス利用支援 

●障害者個々の心身の状況、サービス利用希望、家族の状況等を踏ま

えたサービス等利用計画案の作成の促進等、当事者の支援の必要性

に応じた適切な支給決定の実施に努めます。 

基幹相談支援セン

ター 

●地域における相談支援の中核的な役割を担う「安芸高田市障害者基

幹相談支援センター」で、障害者やその家族等からの総合的な相談

に対応します。 

安芸高田市障害者

自立支援協議会運

営の活性化 

●地域の実情に応じた体制整備について、関係機関と連携しながら協

議を行うことで、障害者等への支援体制の整備を図ることを目的と

する「安芸高田市障害者自立支援協議会」の運営の活性化を図りま

す。 

成年後見制度の利

用促進 

●知的障害または精神障害（発達障害を含む）により判断能力が不十

分な障害者の成年後見制度の適正な利用を促進するため、必要な経

費について助成を行うとともに、後見人等の育成に努めます。 

発達障害児への相

談支援 

●「安芸高田市こども発達支援センター」で、地域の医療、保健、福

祉、教育等の関係者と連携して、発達障害児やその家族に対する相

談支援を行います。 

安芸高田市障害者

虐待防止センター 

●障害者虐待防止法に基づく「安芸高田市障害者虐待防止センター」

で、障害者及び障害者の養護者に対して相談等の支援を行います。 
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取り組み事業 事業内容 

相談の専門性の向

上 

●高次脳機能障害（失語症等の関連症状を併発した場合を含む）や、

難病患者に関する相談について、広島県高次脳機能センターや障害

者団体等主催の研修会に参加し、専門性の向上を図ります。 

●身体障害者相談員及び知的障害者相談員や相談支援に従事する職員

への研修を充実し、相談業務の質の向上を図るとともに、広島県西

部こども家庭センター、広島県身体障害者更生相談所、広島県西部

保健所広島支所等の関係機関と連携を図り、障害者が身近な地域で

専門的相談を行うことができる体制を構築します。 

家族等への相談支

援の拡充 

●安芸高田市障害者基幹相談支援センターで、家族と暮らす障害者に

ついて、情報提供や相談支援等により、その家族を支援するととも

に、ピアカウンセリング等による相談活動の一層の拡充を図ります。 

 

２．在宅サービス等の充実 

 

取り組み事業 事業内容 

支援サービスの充

実 

●在宅の障害者の個々のニーズや実態に応じて、日常生活や社会生活

を営む上での居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護等の支

援を行うとともに、短期入所や日中活動の場の確保等により、在宅

サービスの量的・質的充実に努めます。 

地域社会の中での

自立した生活の支

援 

●自立した日常生活・社会生活を営むことができるよう、市外の障害

者支援施設等を利用し、身体機能や生活能力向上のため必要な訓練

（機能訓練及び生活訓練）を提供します。 

●外出のための移動支援、創作的活動や生産活動の機会を提供すると

ともに、日常生活に必要な便宜を供与する地域活動支援センターの

機能の充実等、地域の特性や利用者の状況に応じて実施する地域生

活支援のための取り組みを推進します。 

障害者支援施設の

役割 

●地域で生活する障害者に対する在宅支援の拠点として、障害者支援

施設の活用を図るとともに、施設の個室化等により入所者の生活の

質の向上を図ります。 

●グループホーム等の充実を図り、入所者の地域生活への移行を促進

します。 

障害の重度化・高

齢化等への対応 

●障害の重度化・重複化、高齢化に対応する地域における居住への支

援や、サービス提供体制の在り方、専門的ケア方法の確立及び行動

障害等への適切な支援の在り方について引き続き検討します。 

●安心生活創造支援事業で定期的な巡回を行い、在宅支援を積極的に

支援します。 
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３．障害児支援の充実 

 

取り組み事業 事業内容 

子育て支援施策の

推進 

●障害児を含む全ての子どもや子育て家庭を対象として、本市の子ど

も・子育て支援事業計画に基づく子育て支援を推進するとともに、

障害児が、円滑に教育・保育施設や事業等を利用できるよう、必要

な支援を行います。 

障害児への発達支

援等の提供 

●障害児を受け入れる保育所のバリアフリー化の促進、障害児保育を

担当する保育士の専門性向上を図るための研修の実施等により、障

害児への、より質の高い保育の提供に努めます。 

●法制度に基づき、障害児に指導訓練等の支援を行う児童発達支援等

や、居宅介護、短期入所、障害児を一時的に預かって見守る日中一

時支援等を提供し、障害児が身近な地域で必要な支援を受けること

ができる体制の充実を図ります。また、障害児の発達段階に応じて、

保育所等訪問支援及び放課後等デイサービス等の適切な支援を提供

します。 

家族の相談支援等

の充実 

●障害児の発達を支援する観点から、障害児及びその家族に対して、

乳幼児期から学齢期終了まで、一貫した効果的な支援を、地域の関

係機関と連携して提供する体制の構築を図り、療育方法等に関する

情報提供やカウンセリング等の支援を行います。 

●障害の早期発見や支援機関情報の提供、相談支援等により、本人や

家族を支援するとともに、関係機関と連携し、支援の充実を図りま

す。 

 

 

４．サービスの質の向上と人材の育成・確保 

 

取り組み事業 事業内容 

障害福祉サービス

の向上 

●障害福祉サービス等の質の向上を図るため、障害福祉サービス等提

供事業者への適切な苦情解決の推進、事業者に対する第三者評価の

適切な実施及び評価結果の公表の促進等に努めます。 

意思決定支援への

配慮 

●知的障害者または精神障害者（発達障害者を含む）が、障害福祉サー

ビスを適切に利用することができるよう、本人の自己決定を尊重す

る観点から、意思決定の支援に配慮しつつ、必要な支援等を行いま

す。 
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取り組み事業 事業内容 

人材の育成・確保 
●市民総ヘルパー構想により、ボランティアやホームヘルパーにつな

がる人材の養成に努めます。 

福祉用具の普及促

進 

●補装具の購入または修理に要する費用の一部補助、日常生活用具の

給付を行うとともに、福祉用具に関する情報提供などにより、その

普及を促進します。 
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【２】保健・医療提供体制の充実 

障害者が身近な地域において、保健・医療サービス、医学的リハビリテーション等を

受けることができるよう提供体制の充実を図ります。特に、入院中の精神障害者の退

院・地域移行を推進するため、地域で暮らせる環境の整備に取り組むとともに、難病に

関する施策を推進します。 

 

１．保健・精神保健・医療の充実等 

 

取り組み事業 事業内容 

医療・保健提供体

制の充実 

●障害者が身近な地域で必要な医療やリハビリテーションを受けるこ

とができるよう、地域医療体制の充実を図ります。 

●障害者の健康の保持・増進のため、福祉サービスと連携した保健サー

ビス提供体制の充実を図ります。 

医療費の助成 
●障害者総合支援法に基づき、自立した日常生活又は社会生活を営む

ために必要な医療について、医療費の助成を行います。 

歯科検診の推進 

●定期的に歯科検診を受けること、また、歯科医療を受けることが困

難な障害者に対する歯科疾患の予防等による口腔の健康の保持・増

進を図る取り組みを進めます。 

 

 

２．人材の育成・確保の推進 

 

取り組み事業 事業内容 

人材の育成・確保 
●地域において健康相談等を行う保健師等職員の、資質の向上を図る

とともに、地域の保健・医療・福祉事業従事者間の連携を図ります。 

 

 

３．難病対策の充実 

 

取り組み事業 事業内容 

難病に関する施策

の推進 

●難病患者等に対する障害福祉サービス等の提供にあたっては、難病

等の特性（病状の変化や進行・福祉ニーズ等）に配慮し、難病への

理解と協力の促進を図ります。 
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４．疾病予防・早期発見 

 

取り組み事業 事業内容 

疾病等の早期発見 

●妊婦健診、乳幼児及び児童に対する健康診査、保健指導の適切な実

施、周産期医療・小児医療体制の充実を図るとともに、これらの機

会の活用により、疾病等の早期発見に努めます。 

生活習慣病対策 

●糖尿病等の生活習慣病の発症や重症化を予防するため、栄養・食生

活、生活習慣の改善による健康の保持増進、医療連携体制の推進、

健康診査・保健指導の実施等に取り組みます。 
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【３】障害への理解促進と権利擁護の推進 

全ての市民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊

重し、共生する社会の実現に向け、障害者差別解消法等の法制度に基づき、障害を理由

とする差別の解消の推進に取り組みます。また、障害者虐待防止法に基づく障害者虐待

の防止等、障害者の権利擁護のための取り組みを進めます。 

 

１．障害を理由とする差別の解消の推進 

 

取り組み事業 事業内容 

障害者の差別の解

消 

●平成 28年４月の「障害者差別解消法（障害を理由とする差別の解消

の推進に関する法律）」の円滑な施行に向け、同法に規定される基

本方針、対応要領及び対応指針を計画的に策定するとともに、法の

趣旨・目的等に関する効果的な広報・啓発活動、相談・紛争解決体

制の整備、障害者差別解消支援地域協議会の組織の促進等に取り組

みます。また、同法の施行後において、同法に規定される基本方針

に基づき、同法の適切な運用及び障害を理由とする差別の解消の推

進に取り組みます。 

●障害者に対する差別及びその他の権利侵害を防止し、その被害から

の救済を図るため、相談・紛争解決等を実施する体制の充実等に取り

組むとともに、その利用の促進を図ります。 

雇用の機会均等 

●雇用分野における障害者に対する差別の禁止及び障害者が職場で働

く場合の支障を改善するための措置（合理的配慮の提供義務）が新

たに規定された改正障害者雇用促進法（平成 28年４月施行）に基づ

き、障害者と障害者でない人との均等な機会及び待遇の確保並びに

障害者の有する能力の有効な発揮を図るため、ハローワーク、安芸

高田市商工会等の関係機関と連携し体制の充実等に取り組みます。 

 

 

２．権利擁護の推進 

 

取り組み事業 事業内容 

障害者虐待防止へ

の取り組み 

●障害者虐待防止法に関する積極的な広報・啓発活動を行うとともに、

同法の適切な運用を通じ、障害者虐待の防止及び養護者に対する支

援に取り組みます。 
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取り組み事業 事業内容 

成年後見制度の適

切な利用促進 

●障害者の意思決定・自己決定を尊重する観点から、意思決定支援の

あり方を検討するとともに、成年後見制度の適切な利用の促進に向

けた取り組みを進めます。 

権利擁護と権利侵

害の防止 

●当事者等により実施される障害者の権利擁護のための取り組みを支

援するとともに、障害者に対する差別及びその他の権利侵害の防止

に努めます。また、その被害からの救済を図るため、相談・紛争解

決等の実施体制を充実し、その利用促進を図ります。 
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【４】教育・文化芸術・スポーツ活動の促進 

全ての市民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊

重し共生する社会の実現に向けて、障害児が必要な支援のもと、年齢や個々の能力に応

じた十分な教育を、可能な限り障害のない児童・生徒とともに受けることができる仕組

みづくりを目指します。 

また、障害者が円滑に文化芸術活動・スポーツ・レクリエーションを行うことができ

るよう、環境の整備を推進します。 

 

１．共に学ぶ教育環境づくり 

 

取り組み事業 事業内容 

就学先の選定支援 

●障害児やその保護者の意見や教育的ニーズ、必要な支援について、

市教育委員会・学校等が、本人や保護者との合意の上で就学先を決

定する仕組みの構築を目指します。また、障害児の発達の程度、適

応の状況等に応じて、柔軟に「学びの場」を変更できることについ

て、関係者への周知を図ります。 

インクルーシブ教育

システムの構築 

●障害児が必要な支援を受けながら、同じ場で共に学ぶこと（インク

ルーシブ教育システム）の構築を図ります。 

●個別の教育的ニーズに対して、自立と社会参加を見据えて、最も適

切な指導を提供できるよう、小・中学校における通常の学級、通級

による指導、特別支援学級という連続性のある「多様な学びの場」

の充実を図ります。 

相談支援・情報提

供の充実 

●医療、保健、福祉等の関係機関と連携し、乳幼児期を含め早期から

の教育相談・就学相談を推進します。 

●障害児への支援に関する先進的な事例の収集を行うとともに、関係

者に対する情報提供を行います。 

就労を見据えた連

続した支援 

●可能な限り早期から成人に至るまで一貫した指導・支援ができるよ

う、子どもの成長記録や指導内容等に関する情報を、取り扱いに留

意しながら、必要に応じて関係機関間で共有・活用するとともに、

保護者の参画を得つつ、医療、保健、福祉、労働等関係機関と連携

し、個別の教育支援計画の策定・活用を促進します。 

●関係機関と連携し、障害児の就労支援の充実を図ります。 
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２．教育環境の整備 

 

取り組み事業 事業内容 

学校施設のバリアフ

リー化 

●災害発生時における利用等も考慮し、学校施設のバリアフリー化を

推進します。 

指導体制の質の向

上 

●特別支援教育に関する教職員の専門性や指導力の向上のため、小・

中学校等教員への研修の充実を図り、障害児へのきめ細やかな指導

体制の整備に努めます。 

 

３．文化芸術活動・スポーツ活動等の促進 

 

取り組み事業 事業内容 

文化芸術活動、ス

ポーツ活動のため

の環境づくり 

●障害者が、地域において文化芸術活動、スポーツ活動等に親しむこ

とができる施設や設備等の整備を進めるとともに、障害者のニーズ

に応じた文化芸術活動、スポーツに関する人材の養成等の取り組み

を行い、障害の有無に関わらず、文化芸術活動、スポーツを行うこ

とのできる環境づくりに努めます。 

●市が主催する行事等において、手話・要約筆記の提供等、障害者の

ニーズに応じた工夫や配慮に努めます。 
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【５】就労・経済的自立を支援する環境づくり 

障害者にとって就労は、地域で自立した生活を送るために重要なことです。働く意欲

のある障害者が、その適性に応じて能力を十分に発揮することができるよう、個々の就

労ニーズに応じた総合的な就労支援を推進します。 

また、年金等の支給や経済的負担の軽減等により経済的自立を支援します。 

 

１．総合的な就労支援 

 

取り組み事業 事業内容 

障害者雇用の促進 

●障害者雇用促進法に基づく障害者雇用率制度を中心に、引き続き障

害者雇用の促進を図ります。また、平成 25年の障害者雇用促進法の

改正により、精神障害者の雇用が義務化（平成 30年４月施行）され

たことも踏まえ、精神障害者の雇用の促進のための取り組みを充実

します。 

総合的な就労支援

の展開 

●障害者の身近な地域において、雇用、保健福祉、教育等の関係機関

の連携拠点である広島障害者就業・生活支援センターと連携を図り、

就業面及び生活面からの一体的な相談支援を実施します。また、地

域の就労支援機関と連携し、継続的な職場定着支援を実施します。 

●安芸高田市障害者自立支援協議会等を通じて、障害者の職業能力の

開発・向上の重要性に対する事業主や市民の理解を高めるための啓

発に努めます。 

●就労移行支援事業所等において、一般就労をより促進するため、積

極的な企業での実習や求職活動の支援（施設外支援）等の推進を図

ります。 

 

２．ニーズに応じた多様な就業機会の確保 

 

取り組み事業 事業内容 

優先調達推進法の

推進 

●障害者優先調達推進法に基づき、障害者就労施設等の提供する物

品・サービスの優先購入（調達）を推進します。 

農業への就労支援 

●農業法人等の農業関係者や、福祉関係者等に対する情報の提供、労

働に係る身体的な負荷の低減に向けた技術開発等を通じて、農業分

野での障害者就労を推進します。また、障害者の就労訓練及び雇用

を目的とした農園の開設及び農園の整備を促進します。 
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３．福祉的就労の活性化支援 

 

取り組み事業 事業内容 

就労支援サービス

の工賃の向上 

●市内の就労系障害福祉サービス（就労継続支援Ａ型・Ｂ型事業所）

等の工賃の向上のための取り組みを推進します。 

就労体験実習等 
●障害者の雇用拡大に向けて、市役所での就労体験実習等に取り組み

ます。 

優先調達推進法の

推進（再掲） 

●障害者優先調達推進法に基づき、障害者就労施設等の提供する物

品・サービスの優先購入（調達）を推進します。 

 

 

４．経済的自立の支援 

 

取り組み事業 事業内容 

障害者の雇用・就

業の促進 

●障害者が、地域で質の高い自立した生活を営むことができるよう、

広島障害者就業・生活支援センター、安芸高田市障害者基幹相談支

援センター等関係機関との連携を図り、障害者の雇用・就業（自営

業を含む）の促進を図ります。また、受給資格を有する障害者が、

障害年金を受け取ることができるように支援を行います。 

利用料の減免等 
●市が所有・管理する施設の利用等にあたり、その必要性や利用実態

を踏まえながら、利用料等に対する割引・減免等の措置を講じます。 
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【６】安心・安全な生活環境づくり 

障害者の自立と社会参加を促進し、誰もが快適で暮らしやすい生活環境の整備を推進

するため、障害者が安心して生活できる住宅の確保、建築物、公共交通機関等のバリア

フリー化を推進するとともに、障害者に配慮したまちづくりを推進します。また、地域

社会において、安全・安心して生活することができるよう、防災・防犯対策の推進、消

費者被害からの保護等の施策を推進します。 

 

１．住まいの確保 

 

取り組み事業 事業内容 

公営住宅における

バリアフリー化 

●市内の公営住宅等については、安芸高田市公営住宅等長寿命化計画

に沿って手すりの設置等の住宅改修を行います。 

民間賃貸住宅入居

の支援 

●高齢者・障害者等の民間住宅への円滑な入居を促進するため、広島

県居住支援協議会と連携し、住宅確保の支援を行います。 

●障害者や民間賃貸住宅の賃貸人が行うバリアフリー改修等を促進す

るとともに、障害者の日常生活上の便宜を図るため、日常生活用具

の給付、用具の設置に必要な住宅改修に対する支援を行います。 

共同住宅の整備 
●障害者が日常生活上の相談・援助等を受けながら共同生活を行うグ

ループホームの整備を促進するとともに、その利用促進を図ります。 

 

２．バリアフリーのまちづくり 

 

取り組み事業 事業内容 

公共交通機関のバ

リアフリー化の推進 

●駅等の旅客施設における段差解消、障害者の利用に配慮した車両の

整備の促進等、公共交通機関のバリアフリー化を推進します。 

●公共交通機関の旅客施設及び車両内において、障害特性に配慮した

案内表示や情報提供の充実を推進します。 

●公共交通機関「お太助ワゴン（乗合タクシー事業を含む）」を利用

できない重度の障害者に対し、重度障害者外出支援サービス（タク

シー利用助成）事業を実施し、社会参加の促進を図ります。 

公共的施設等のバ

リアフリー化の推進 

●窓口業務を行う公共的施設等について、高度なバリアフリー化を目

指した整備を推進します。 

●公園の整備に当たっては、出入口や園路の段差解消、高齢者や障害

者等が利用可能なトイレの設置等を推進します。 
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３．防災対策の推進 

 

取り組み事業 事業内容 

障害者等に配慮し

た防災対策と防災

体制の整備 

●障害者や福祉関係者等の参加及び防災関係部局と福祉関係部局が連

携し、地域防災計画等の作成、防災訓練の実施等の取り組みを促進

し、災害に強い地域づくりを推進します。 

●自力避難の困難な障害者等が利用する「避難行動要支援者利用施設」

が立地する、土砂災害のおそれのある箇所において、ハード・ソフ

ト一体となった土砂災害対策を重点的に推進します。 

●避難所、応急仮設住宅のバリアフリー化を推進するとともに、避難

所において、障害者が必要な物資を含め、障害特性に応じた支援を

受けることができるよう、必要な体制の整備をします。 

災害発生時の支援

体制の構築 

●災害発生時、または災害が発生するおそれがある場合に、障害者に

対して適切に情報を伝達できるよう、民間事業者等の協力を得なが

ら、障害特性に配慮した情報伝達の体制の整備を促進します。 

●火事や救急時におけるファクシミリや電子メール等による通報を可

能とする体制の充実に取り組むとともに、その利用促進を図ります。 

●災害発生時、または災害が発生するおそれがある場合に、避難行動

要支援者名簿等を活用した障害者に対する適切な避難支援や、その

後の安否確認を行うことができるよう、体制整備を推進します。 

災害時の福祉・医

療サービス 

●災害発生後にも継続して福祉・医療サービスを受けることができる

よう、障害者支援施設・医療機関等における災害対策を推進すると

ともに、地域内外の他の社会福祉施設・医療機関等との広域的なネッ

トワークの形成に取り組みます。 

 

 

４．防犯対策の推進 

 

取り組み事業 事業内容 

犯罪被害の支援 
●地域の障害者団体、福祉施設、行政等との連携の促進等により、犯

罪被害の防止と早期発見に努めます。 
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５．消費者トラブルの防止 

 

取り組み事業 事業内容 

トラブル防止のため

の対策 

●障害者の消費者トラブルに関する情報を収集し、積極的な情報発信

を行うとともに、その被害からの救済に関して必要な情報提供を行

い、障害者の消費者トラブルの防止及び被害からの救済を図ります。 

●障害者団体、消費者団体、福祉関係団体、地域の多様な主体の連携

を促進し、障害者の消費者トラブルの防止及び早期発見に取り組み

ます。 

消費生活相談体制

の整備 

●消費生活センター等におけるファクシミリや電子メール等での消費

者相談の受付や、相談員の障害者理解のための研修の実施等を促進

することにより、障害者の特性に配慮した消費生活相談体制の整備

を図ります。 

消費者教育の推進 

●消費者トラブルの防止及び障害者の消費者としての利益の擁護・増

進のため、障害者等の各種消費者関係行事への参加の促進、研修の

実施等により、障害者等に対する消費者教育を推進します。 
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【７】情報アクセシビリティ向上の推進 

障害者が円滑に情報を取得・利用し、意思表示やコミュニケーションを行うことがで

きるように、情報通信における情報アクセシビリティ注の向上、情報提供の充実、コミ

ュニケーション支援の充実等、情報の利用におけるアクセシビリティの向上を推進しま

す。 

 

１．情報アクセシビリティの向上 

 

取り組み事業 事業内容 

情報通信の活用支

援 

●安芸高田市障害者基幹相談支援センターにて、障害者のパソコン、

ＩＴ教室を実施し、障害者の情報通信技術の利用及び活用機会の拡

大を図ります。 

視覚障害者への情

報提供の多様化 

●視覚障害者へのＳＰコード（活字文書読上げ装置による音声コード）

を付した文書の充実を図ります。 

●視覚障害者へ声の広報（録音広報）を送付し、情報提供の充実を図

ります。 

注【情報アクセシビリティ】年齢や障害の有無に関係なく、誰でも必要とする情報に簡単にたどり着け、利用できること。 

 

２．意思疎通支援の充実 

 

取り組み事業 事業内容 

コミュニケーション

支援と人材の育成・

確保 

●意思疎通を図ることに支障がある障害者に対して、手話通訳者、要

約筆記者、盲ろう者向け通訳・介助員等の派遣等の支援を行います。 

●手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者向け通訳・介助員、点訳奉仕員

等の養成研修等の実施により、人材の育成・確保を図り、コミュニ

ケーション支援を充実させます。 

コミュニケーション

支援ツールの普及 

●情報やコミュニケーションに関する支援機器の周知を図るととも

に、機器を必要とする障害者に対する給付、利用の支援等を行いま

す。 

●意思疎通に困難を抱える人が自分の意志や要求を的確に伝え、正し

く理解してもらうことを支援するための、絵記号等の普及及び利用

の促進を図ります。 

災害時における情

報伝達 

●災害発生時に障害者に対して適切に情報を伝達できるよう、障害特

性に配慮した情報伝達の体制の整備に努めます。 

●特に障害者や障害者施策に関する情報提供及び緊急時における情報

提供等を行う際には、知的障害者等にもわかりやすい情報の提供に

努めます。 
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【８】行政サービス等における配慮 

障害者が適切にサービスや支援を受けることができるよう、行政機関の職員等におけ

る障害者理解の促進に努めるとともに、障害者がその権利を円滑に行使することができ

るように、障害者に対して、選挙等における配慮、手続等における配慮を行います。 

 

１．行政機関等における配慮の推進 

 

取り組み事業 事業内容 

事務・事業遂行に

おける配慮 

●市役所等における事務・事業の実施にあたっては、障害者差別解消

法（平成 28年４月施行）に基づき、障害者が必要とする社会的障壁

の除去の実施について必要かつ合理的な配慮を行います。 

●行政情報の提供等にあたっては、情報通信技術（ＩＣＴ注１）の進展

等も踏まえ、アクセシビリティに配慮した情報提供に努めます。 

職員の研修 

●行政機関の職員等に対する、障害者に関する理解を促進するために

必要な研修等を実施し、窓口等における障害者への配慮の徹底を図

ります。 

注１【ＩＣＴ】Information and Communication Technology 

２．選挙等における配慮の推進 

 

取り組み事業 事業内容 

選挙時の情報提供

の充実 
●障害特性に応じた選挙等に関する情報提供の充実に努めます。 

障害者の投票への

配慮と機会の確保 

●移動に困難を抱える障害者に配慮した、投票所のバリアフリー化、

障害者の利用に配慮した投票設備の設置等、投票所における投票環

境の向上に努めます。 

●成年被後見人の選挙権の回復等を行う公職選挙法の改正を踏まえ、

判断能力が不十分な障害者が、自らの意思に基づき円滑に投票でき

るよう、代理投票の適切な実施等を促進します。 

●指定病院等における不在者投票、郵便等による不在者投票の適切な

実施の促進により、選挙の公正を確保しつつ、投票所での投票が困

難な障害者の投票機会の確保に努めます。 

 

３．行政情報のバリアフリー化 

 

取り組み事業 事業内容 

行政情報のバリアフ

リー化 

●障害者を含む、全ての人の利用のしやすさに配慮した、行政情報の

電子的提供の充実に取り組むとともに、市のウェブアクセシビリ

ティ注２の向上等に向けた取り組みを促進します。 
注２【ウェブアクセシビリティ】ホームページなどにおいて、高齢者や障害者を含む誰もが利用できるものとなるよう配慮されたもの。 
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第８章 障害福祉計画（第３期）の進捗状況評価 
 

【１】地域生活や一般就労移行の目標と実績 

本市では、第３期計画期間において障害者の自立支援の観点から、国の基本指針に基

づき、福祉施設入所者の地域生活への移行などに関する数値目標を設定し、総合的・計

画的な取り組みに努めてきました。以下に、その取り組み結果の実績を整理します。 

なお、障害福祉計画の数値（計画値・実績値）については、あくまで本市が支給決定

している利用者の数値であり、本市内にある施設や事業所の定員や、他市町が支給決定

している利用者を含む数値ではありません。 

 

１．福祉施設入所者の地域生活移行 

地域生活への移行を進める観点から、福祉施設に入所している障害者のうち、自立訓

練などを利用し、グループホームや一般住宅等への移行者数については、第１期計画の

策定時の平成 17 年 10 月時点における、施設入所者数 95 人から、平成 26 年 10 月現在

の実績値は 94人と、計画値 76人を大きく上回っています。計画値どおり施設入所者数

が削減できなかった主な要因として、国の基本指針に基づく削減割合（第１期計画策定

時の入所数の 20％削減）の目標が本市の実態と異なり、高すぎたことがあげられます。 

 

 

平成 17年 

10月時点 

平成 26年度 

末【計画値】 

平成 26年 

10月【実績値】 

施設入所利用者数（人） 95 76 94 

 

２．就労支援事業 

（１）福祉施設から一般就労への移行 

福祉施設入所者のうち、就労移行支援事業などを通じて、ハローワークや県などの関

係機関との連携を図りながら、平成 26 年度中に一般就労に移行する人の計画値は、16

人と設定しています。 

市内に在住する障害者で、平成 17 年度時点に就労支援事業所などの福祉施設から一

般の企業などに就労した人は４人でした。平成 26年 10月現在の実績値は１人と、計画

値を下回りました。計画値どおり一般就労への移行が進まなかった主な要因として、国

の基本指針に基づく福祉施設から移行割合（第１期計画策定時の一般就労した者の４

倍）の目標が本市の実態と異なり、高すぎたことがあげられます。 

 

 

平成 17年 

10月時点 

平成 26年度 

末【計画値】 

平成 26年 

10月【実績値】 

福祉施設から一般就労への移行（人） 4 16 1 
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（２）就労移行支援事業 

国の指針に基づき、福祉施設における就労支援を強化する観点から、平成 26 年度末

における福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業の利用者数を 101人と見込んでい

ましたが、平成 26年 10月現在の実績値は８人と、計画値を下回っています。計画値ど

おり就労移行支援事業の利用者が増えなかった主な要因として、国の基本指針に基づく

就労移行支援事業利用者の割合（福祉施設利用者の 20％以上）の目標が、本市の実態と

異なり、高すぎたことがあげられます。 

 

 

平成 26年度 

末【計画値】 

平成 26年 

10月【実績値】 

①福祉施設の１か月の利用者数（人/月） 273 249 

②就労移行支援事業の１か月の利用者数（人/月） 101 8 
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【２】障害福祉サービスの進捗状況 

本市では、第３期計画期間において、障害福祉サービスの見込み量を国の基本指針に

基づき算出し、さらに第２期計画の進捗状況やサービス利用の実績及び各事業所の実施

計画などにより数値を見込みました。 

以下に、第３期計画期間における実績値の進捗状況を取りまとめます。 

なお、障害福祉計画の数値（計画値・実績値）については、あくまで本市が支給決定

している利用者の数値であり、本市内にある施設や事業所の定員や、他市町が支給決定

している利用者を含む数値ではありません。 

 

１．訪問系サービスの進捗状況 

（１）居宅介護 

居宅介護は、身体、知的、精神障害者及び障害児を対象として、自宅で入浴・排せつ・

食事などの身体介護、洗濯・掃除などの家事援助を行うサービスです。 

計画期間において、利用者数は計画値を下回って推移しています。下回った要因とし

て、施設入所者等の地域移行の進展により、在宅生活が増え、居宅介護サービスの利用

増が見込まれたため、計画値が高すぎたことによります。 

 

 

第３期計画期間実績 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

利用者数（人/月） 
計画値 70 92 112 

実績値 55 51 51 

利用時間（時間/月） 
計画値 1,466 1,780 2,542 

実績値 688 686 629 

注：平成 26年は見込み値（以下同様） 

 

（２）重度訪問介護 

重度訪問介護は、重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする人を対象として、自宅

で入浴・排せつ・食事の介護、外出時における移動介護などを総合的に行うサービスで

す。 

計画期間における利用者はありませんでした。利用が無い要因としては、同サービス

の利用対象であっても家族等の支援や居宅介護サービスの利用があること、改正前は同

サービスの利用対象者が限られていたこと、サービス提供事業所の支援員（ヘルパー）

が長時間支援となるため確保できないこと、等が考えられます。 
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第３期計画期間実績 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

利用者数（人/月） 
計画値 2 4 6 

実績値 0 0 0 

利用時間（時間/月） 
計画値 120 240 360 

実績値 0 0 0 

 

（３）同行援護 

同行援護は、視覚障害により、移動に著しい困難を有する障害のある人を対象として、

移動時や外出先で視覚的情報の支援（代筆・代読含む）や移動の援護、排せつ・食事な

どの介護などを行うサービスです。 

計画期間内では、利用者数は計画値をやや下回ったものの、ほぼ計画値どおりとなっ

ています。 

 

 

第３期計画期間実績 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

利用者数（人/月） 
計画値 1 2 4 

実績値 1 1 2 

利用時間（時間/月） 
計画値 50 100 200 

実績値 2 2 13 

 

（４）行動援護 

行動援護は、知的障害や精神障害によって行動上著しい困難のある人で、常に介護を

必要とする人を対象として、行動する際に生じる可能性のある危険を回避するために、

必要な援護や外出時の移動介護などを行うサービスです。 

市内には、行動援護事業所は無く、利用する場合には県内他市町の事業所を利用する

ことになります。 

計画期間内の利用者はありませんでした。下回った主な要因としては、市内に事業所

が無いことが考えられます。 

 

 

第３期計画期間実績 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

利用者数（人/月） 
計画値 1 2 4 

実績値 0 0 0 

利用時間（時間/月） 
計画値 50 100 200 

実績値 0 0 0 
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（５）重度障害者等包括支援 

重度障害者等包括支援は、常に介護を必要とし、介護の必要度が著しく高い人注を対

象として、本人の心身の状態や介護者の状況、居住の状況などを踏まえて作成された個

別支援計画に基づき、必要な障害福祉サービス（居宅介護、重度訪問介護、行動援護、

短期入所、生活介護、共同生活介護など）を包括的に提供するサービスです。 

市内には、重度障害者等包括支援事業所は無く、県内には１か所しかありません。 

計画期間における利用者はありませんでした。下回った要因としては、市内に事業所

が無いことや、重度障害者等包括支援というサービスが理解されていないことや、本市

では障害者支援施設が充実していることから利用が無く、計画値が高すぎたことにより

ます。 

 

 

第３期計画期間実績 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

利用者数（人/月） 
計画値 1 2 4 

実績値 0 0 0 

利用時間（時間/月） 
計画値 100 200 800 

実績値 0 0 0 

注：障害支援区分６ 

①四肢のすべてに麻痺などがあり寝たきり状態にある障害のある人で、 

・ＡＬＳ※など、呼吸管理を行っている身体障害のある人 

・最重度の知的障害のある人 

②強度行動障害のある重度・最重度の知的障害のある人 

※手足、のど、舌の筋肉や呼吸に必要な筋肉が徐々にやせて力がなくなっていく原因不明の進行性の疾患。 
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２ 日中活動系サービスの進捗状況 

（１）生活介護 

生活介護は、常に介護を必要とする障害者を対象として、地域や入所施設で安定した

生活を営むことができるよう、食事や入浴、排せつなどの介護や日常生活上の支援、生

産活動などの機会を提供するサービスです。 

計画期間において、利用者数は計画値をやや下回ったものの、ほぼ計画値どおりと

なっています。 

 

 

第３期計画期間実績 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

利用者数（人/月） 
計画値 119 119 119 

実績値 127 104 109 

利用時間（人日/月） 
計画値 2,618 2,618 2,618 

実績値 1,881 1,836 1,883 

 

 

（２）自立訓練（機能訓練） 

自立訓練（機能訓練）は、地域生活を営む上で、身体機能・生活能力の維持・向上の

ための支援が必要な身体障害者を対象として、理学療法や作業療法などの身体的リハビ

リテーションや日常生活上の相談支援などを行うサービスです。 

市内には事業所が無く、県内の事業所（２か所）が利用されています。 

計画期間において、利用者数はほぼ計画値通りとなっています。 

 

 

第３期計画期間実績 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

利用者数（人/月） 
計画値 1 1 1 

実績値 2 1 2 

利用時間（人日/月） 
計画値 22 22 22 

実績値 22 14 16 
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（３）自立訓練（生活訓練） 

自立訓練（生活訓練）は、地域生活を営む上で、身体機能・生活能力の維持・向上の

ための支援が必要な知的障害者、精神障害者を対象として、食事や家事などの日常生活

能力を向上するための支援や、日常生活上の相談支援などを行うサービスです。 

利用者の低迷により、市内にあった事業所（１か所）が廃止しており、平成 26 年度

からは県内他市の事業所を利用されています。 

計画期間においては、利用者数は計画値を大きく下回って推移しています。下回った

要因としては、希望どおりの利用が無く、計画値が高すぎたことによります。 

 

 

第３期計画期間実績 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

利用者数（人/月） 
計画値 25 25 25 

実績値 1 1 1 

利用時間（人日/月） 
計画値 550 550 550 

実績値 22 22 8 

 

 

（４）就労移行支援 

就労移行支援は、一般就労などを希望し、知識・能力の向上、職場開拓などを通じ、

企業などへの雇用や在宅就労が見込まれる 65 歳未満の人を対象として、一定期間、就

労に必要な知識・能力の向上のために必要な訓練を行うサービスです。 

市内には、これまでなかった就労移行支援事業所が平成 26 年度に１か所開所し、も

う１か所開所予定です。 

計画期間においては、利用者数は計画値を大きく下回って推移しています。下回った

要因としては、市内に事業所がなかったことが原因と考えられます。 

 

 

第３期計画期間実績 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

利用者数（人/月） 
計画値 33 67 101 

実績値 0 1 8 

利用時間（人日/月） 
計画値 726 2,211 2,222 

実績値 0 1 109 
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（５）就労継続支援Ａ型 

就労継続支援Ａ型は、就労機会の提供を通じて、生産活動に関する知識・能力の向上

を図ることにより、雇用契約に基づく就労が可能な 65 歳未満の人を対象として、通所

により雇用契約に基づく就労機会を提供するとともに、一般就労に必要な知識・能力が

高まった場合は、一般就労への移行に向けた必要な支援・指導などを行うサービスです。 

市内には、３障害に対応した事業所（３か所）があります。 

計画期間においては、利用者数は計画値をやや下回って推移しています。下回った要

因として、県内に就労継続支援Ａ型事業所ができたことや、65 歳を超える利用者が多

かったため、計画どおり増えず、計画値が高すぎたことによります。 

 

 

第３期計画期間実績 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

利用者数（人/月） 
計画値 81 90 100 

実績値 80 77 72 

利用時間（人日/月） 
計画値 1,782 1,980 2,200 

実績値 1,588 1,528 1,579 

 

 

（６）就労継続支援Ｂ型 

就労継続支援Ｂ型は、就労移行支援などを利用したものの、一般企業などの雇用に結

びつかない人などで、就労機会を通じて生産活動に関する知識・能力の向上や維持が期

待される人を対象として、通所により就労や生産活動の機会を提供（雇用契約は結ばな

い）するとともに、一般企業などでの就労に必要な知識・能力が高まった場合は、一般

就労への移行に向けた必要な支援・指導などを行うサービスです。 

計画期間においては、利用者数は計画値をやや下回って推移しています。やや下回っ

た要因として、新規の就労継続支援Ｂ型の利用者は増えたものの、65歳になり就労を希

望しない人も多くいたため、計画どおり増えず、計画値が高すぎたことによります。 

 

 

第３期計画期間実績 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

利用者数（人/月） 
計画値 138 158 158 

実績値 119 122 121 

利用時間（人日/月） 
計画値 3,036 3,476 3,476 

実績値 2,328 2,420 2,490 
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（７）療養介護 

療養介護は、医療機関への長期入院による医療に加え、常に介護を必要とする人で、

①ＡＬＳ患者など呼吸管理を行っている障害支援区分６の人②筋ジストロフィー患者

や重症心身障害のある人で、障害支援区分５以上の人を対象として、医療機関への長期

入院による医学的管理のもとに、食事や入浴、排せつなどの介護や日常生活上の支援な

どを行うサービスです。 

療養介護事業所は、指定基準上医療機関であることが必要であり、本市には無く、県

内の他市の事業所を利用されています。 

計画期間においては、おおむね計画値に近い実績で推移しています。 

 

 

第３期計画期間実績 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

利用者数（人/月） 
計画値 15 15 15 

実績値 15 14 14 

 

 

（８）短期入所（ショートステイ） 

短期入所（ショートステイ）は、居宅で介護を行う人が病気やその他の理由により、

障害者支援施設やその他の施設への短期間の入所を必要とする障害者を対象として、障

害者支援施設やその他の施設で、短期間、入浴・排せつ・食事などの介護や日常生活上

の支援を行うサービスです。 

計画期間においては、利用者数は計画値を下回って推移しています。下回った要因と

して、施設入所者等の地域移行の進展により、在宅生活が増え、短期入所サービスの利

用増が見込まれたため、計画値が高すぎたことによります。また、利用希望量に沿った

支給決定をしているものの、全く利用が無い利用者もおり、保険的な利用も多いのが実

態です。 

 

 

第３期計画期間実績 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

福祉型 

利用者数（人/月） 
計画値 52 52 52 

実績値 16 16 18 

利用時間（人日/月） 
計画値 364 364 364 

実績値 81 72 117 

医療型 
利用者数（人/月） 実績値 1 0 0 

利用時間（人日/月） 実績値 3 0 0 
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３ 居住系サービスの進捗状況 

（１）共同生活援助（グループホーム）・共同生活介護（ケアホーム） 

共同生活援助（グループホーム）は、地域で自立した日常生活を営む上で支援が必要

な人を対象として、家事などの日常生活上の支援や日常生活における相談支援などを行

うサービスです。 

共同生活介護（ケアホーム）は、地域で自立した日常生活を営む上で、食事や入浴な

どの介護や日常生活上の支援が必要な人を対象として、家事などの日常生活上の支援、

食事・入浴・排せつなどの介護、日常生活における相談支援、日中活動で利用する事業

所などの関係機関との連絡などを行うサービスです。 

これまで共同生活援助（グループホーム）と共同生活介護（ケアホーム）に分類され

ていましたが、平成 26 年４月１日から、ケアホームのグループホームへの一元化が図

られました。グループホームは、障害者が共同生活を行う住宅で、平日の日中は、日中

活動系サービス等を利用します。 

計画期間においては、利用者数は計画値を下回って推移しています。下回った要因と

して、施設入所者等の地域移行の進展により、ケアホームの利用増が見込まれたため、

計画値が高すぎたことによります。 

 

 

第３期計画期間実績 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

共同生活援助（グループホーム） 

利用者数（人/月） 

計画値 54 61 （68） 

実績値 52 53 59 

共同生活介護（ケアホーム） 

利用者数（人/月） 

計画値 11 18 （25） 

実績値 8 8  

合計 

利用者数（人/月） 

計画値 65 79 93 

実績値 60 61 59 

注１：（ ）内数値は、一元化される前の計画値 

注２：表中の数値は、本市が支給決定した利用者の数であり、他市町が支給決定した利用者を含まない。 
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（２）施設入所支援 

施設入所支援は、①生活介護利用者②自立訓練、就労移行支援などの利用者のうち、

地域の社会資源の状況などにより通所することが困難な人を対象として、夜間における

入浴、排せつなどの介護や日常生活上の支援などを行うサービスです。 

計画期間において、利用者数はほぼ計画値どおりか、やや上回る利用となっています。 

計画値よりも上回った要因として、最終年度に施設入所者等の地域移行が進み、施設

入所支援の利用者が減ると見込んでいたことによります。実際には、施設入所の利用希

望者が多く、障害者支援施設の定員は増えないため、利用は横ばいであるのが現状です。 

 

 

第３期計画期間実績 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

利用者数（人/月） 
計画値 118 97 76 

実績値 92 94 93 

注：表中の数値は、本市が支給決定した利用者の数であり、他市町が支給決定した利用者を含まない。 

 

 

４ 相談支援の進捗状況 

（１）計画相談支援（サービス利用支援及び継続サービス利用支援） 

計画相談支援は、障害福祉サービスまたは地域相談支援（地域移行支援・地域定着支

援）を利用する障害者及び障害児通所支援を利用する障害児を対象として、サービス利

用支援は障害のある人の心身の状況、その置かれている環境などを勘案し、利用する

サービスの内容などを定めたサービス等利用計画案を作成し、支給決定などが行われた

後に支給決定の内容を反映したサービス等利用計画の作成などを行うサービスです。 

継続サービス利用支援は、サービス等利用計画が適切であるかどうかを一定期間ごと

に検証し、その結果などを勘案してサービス等利用計画の見直しを行い、サービス等利

用計画の変更などを行うサービスです。 

計画期間においては、利用者数は、開始年度である平成 24 年は計画を下回りました

が、平成 25年からは計画値を上回る実績となっています。 

 

 

第３期計画期間実績 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

利用者数（人/月） 
計画値 10 10 10 

実績値 6 23 33 

注：表中の数値は、請求ベースではなく、実績ベースに基づく数値。 
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（２）地域移行支援 

地域移行支援は、障害者支援施設または児童福祉施設に入所している人及び精神科病

院などに入院している人を対象として、住宅の確保をはじめ、対象者が地域での生活に

移行するための活動に関する相談支援などを行うサービスです。 

計画期間においては、利用者はありませんでした。利用がなかった要因として、利用

希望者がいないことや、平成 24 年度から開始された事業であることなどにより、地域

移行支援該当者の利用まで至らなかったことが考えられます。 

 

 

第３期計画期間実績 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

利用者数（人/月） 
計画値 3 3 3 

実績値 0 0 0 

 

（３）地域定着支援 

地域定着支援は、居宅において単身または家庭環境などにより同居している家族によ

る支援を受けられない人を対象として、本人と常時の連絡体制を確保し、障害特性に起

因して生じた緊急事態の際の相談及び対応などを行うサービスです。 

計画期間においては、利用者はありませんでした。利用がなかった要因として、利用

希望者がいないことや、平成 24 年度から開始された事業であることなどにより、地域

定着支援該当者の利用まで至らなかったことが考えられます。 

 

 

第３期計画期間実績 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

利用者数（人/月） 
計画値 1 2 3 

実績値 0 0 0 

 



81 

 

 

【３】地域生活支援事業の進捗状況 

地域生活支援事業は、障害者が持っている能力や適性に応じて、自立した日常生活・

社会生活を営むことができるよう支援することを目的とした事業です。 

本市では、法令により必須とされている「相談支援事業」「コミュニケーション支援

事業」「日常生活用具給付等事業」「移動支援事業」及び「地域活動支援センター事業」

に加え、現状において本市で障害者が自立した生活を送るために必要性が高いと判断さ

れる「福祉ホーム事業」「日中一時支援事業」などを行っています。 

 

１．必須事業 

（１）障害者相談支援事業 

障害者相談支援事業は、障害者等からの相談に応じて、必要な情報の提供及び助言、

サービスの利用支援、虐待の防止など、権利擁護のための援助を行うサービスです。 

計画期間においては、ほぼ計画値どおりの実績となっています。 

 

 

第３期計画期間実績 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

障害者相談支援事業 

箇所数（箇所） 

計画値 2 2 2 

実績値 2 2 3 

障害児相談支援事業（箇所） 
計画値 2 2 2 

実績値 1 1 2 

地域自立支援協議会（箇所） 
計画値 1 1 1 

実績値 1 1 1 

市町村相談支援機能強化事業（箇

所） 

計画値 - - 1 

実績値 - - - 

住宅入居等支援事業（箇所） 
計画値 - - 1 

実績値 2 2 3 

成年後見制度利用支援事業 

（利用件数/年） 

計画値 1 1 1 

実績値 0 0 1 
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（２）コミュニケーション支援事業 

コミュニケーション支援事業は、手話通訳者、要約筆記者の派遣、手話通訳者の設置

など、意思疎通を図ることに支障がある人と他の人との意思疎通を仲介するサービスで

す。 

計画期間においては、利用件数は計画値をやや下回って推移しています。 

手話通訳者の設置については、市内に手話通訳者の資格保有者が少ないため、設置が

難しい状況があります。 

 

 

第３期計画期間実績 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

手話通訳者設置事業（箇所） 
計画値 0 0 0 

実績値 0 0 0 

手話通訳者派遣事業利用者数 

（人/月） 

計画値 5 5 5 

実績値 3 3 4 

要約筆記者派遣事業 

利用者数（人/月） 

計画値 2 2 2 

実績値 2 2 2 

 

（３）日常生活用具給付等事業 

日常生活用具給付等事業は、重度の身体障害者、知的障害者に対し、日常生活用具を

給付するサービスです。 

計画期間においては、利用件数は計画値をやや下回って推移しています。 

 

利用件数（件/年） 
第３期計画期間実績 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

①介護・訓練支援用具 
計画値 2 2 2 

実績値 0 2 1 

②自立生活支援用具 
計画値 5 5 5 

実績値 3 3 4 

③在宅療養等支援用具 
計画値 10 10 10 

実績値 8 9 4 

④情報・意思疎通支援用具 
計画値 2 2 2 

実績値 7 4 4 

⑤排せつ管理支援用具 
計画値 720 720 720 

実績値 665 750 780 

⑥居宅生活動作補助用具 
計画値 2 2 2 

実績値 1 0 0 

 

①特殊寝台、特殊マット、特殊尿器、移動用リフトなど 

②入浴補助用具、便器、頭部保護帽、Ｔ字状・棒状のつえ、移動・移乗支援用具など 

③透析液加温器、ネブライザー（吸入器）、たん吸引器など 

④携帯用会話補助装置、情報・通信支援用具、点字ディスプレイ、点字器、点字タイプライターなど 

⑤スト－マ用装具（蓄便袋・蓄尿袋）、紙おむつ等、収尿器など 

⑥段差解消などの住宅改修 
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（４）移動支援事業 

移動支援事業は、社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動などの社会参加のための

外出の際の移動を支援するサービスです。 

計画期間においては、利用人数は計画値をやや下回って推移しています。下回った要

因として、事業所の数が３事業所と少ないこと、同行するヘルパーが確保できないこと、

本市における公共交通機関等が充実していないことによるヘルパーの同行が難しい実

態があることが原因と考えられます。 

 

 

第３期計画期間実績 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

利用者数（人/月） 
計画値 14 15 15 

実績値 10 8 4 

利用時間（時間/月） 
計画値 84 84 84 

実績値 54 47 25 

 

 

（５）地域活動支援センター事業（Ⅲ型） 

地域活動支援センター事業（Ⅲ型）は、地域の実情に応じ、創作的活動または生産活

動の機会の提供、社会との交流の促進などの便宜を供与し、地域生活支援の促進を図る

サービスです。 

市内には、１か所の地域活動支援センター（定員 20）があります。市外は、近隣市の

地域活動支援センターの利用があります。 

計画期間においては、利用人数は計画値をやや下回って推移しています。下回った要

因として、利用者の障害特性等により同センターへの安定的な通所が難しいことが原因

と考えられます。 

 

 

第３期計画期間実績 

平成 24年度 平成 25年度 平成26年度 

市
内 

箇所数（箇所） 
計画値 1 1 1 

実績値 1 1 1 

利用者数 

（人/月） 

計画値 20 20 20 

実績値 16 17 16 

市
外 

箇所数（箇所） 
計画値 2 2 2 

実績値 0 1 1 

利用者数 

（人/月） 

計画値 2 2 2 

実績値 0 1 1 
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２．その他の事業 

（１）福祉ホーム事業（身体障害） 

家庭環境や住宅事情などの理由で、在宅で生活することが困難な障害者を対象に、低

料金で、居室やその他の施設、日常生活に必要な便宜を提供する事業です。 

市内には、１か所の福祉ホーム（定員 30）があります。 

計画期間においては、利用人数は計画値を下回って推移しています。下回った要因と

して、福祉ホームは、当面、運用上の居住地特例が認められており、終了となる可能性

があったことから、定員で見込んでいたため、計画値が高すぎたことによります。 

 

 

第３期計画期間実績 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

箇所数（箇所） 
計画値 1 1 1 

実績値 1 1 1 

利用者数（人/月） 
計画値 30 30 30 

実績値 15 12 11 

 

（２）施設入所者就職支度金給付事業 

就労移行支援事業や就労継続支援事業を利用して一般就労が可能になり、施設を退所

することになった人などを対象に、就職支度金を支給します。 

計画期間においては、給付の利用はありませんでした。下回った要因として、一般就

労への移行者が少ないことや、同事業の給付基準（収入要件）が原因と考えられます。 

 

 

第３期計画期間実績 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

給付件数（件/年） 
計画値 2 2 2 

実績値 0 0 0 

 

（３）本人活動支援事業 

知的障害者を対象として、自分に自信を持ち、仲間と話し合い、自分たちの権利や自

立のために社会に働きかける活動などを支援します。 

計画期間においては、利用者はありませんでした。 

 

 

第３期計画期間実績 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

箇所数（箇所） 
計画値 0 0 3 

実績値 0 0 0 

利用者数（人/年） 
計画値 0 0 50 

実績値 0 0 0 
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（４）ボランティア活動支援事業 

障害者やその家族などの団体が行う、社会復帰に関するボランティア活動について、

情報提供等の支援をします。 

計画期間においては、延べ利用件数は計画値をやや下回って推移しています。下回っ

ている要因としては、平成 24年度まで通学者へのボランティア（アシスタント協力員）

の派遣が終了したため、減っています。 

 

 

第３期計画期間実績 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

箇所数（箇所） 
計画値 1 1 1 

実績値 1 1 1 

延べ利用件数（件/年） 
計画値 （120） （120） （120） 

実績値 165 96 90 

 

注：計画値は第３期計画において、平成 24 年度から平成 26 年度まで、支援対象者 10 人/年としており、件数の計画はない。ちな

みに、平成 21年度 466件/年、平成 22年度 345件/年である。 

 

 

（５）日中一時支援事業 

日中一時支援事業は、家族の就労支援や家族の一時的な休息を目的に、日中における

活動の場を提供するサービスです。 

計画期間においては、利用者数は計画値をやや上回って推移しています。 

 

 

第３期計画期間実績 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

延べ日数（日/月） 
計画値 26 26 26 

実績値 28 18 18 

利用者数（人/月） 
計画値 11 11 11 

実績値 14 12 15 
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（６）社会参加促進事業 

①スポーツ・レクリエーション教室開催等事業 

障害者ふれあい交流スポーツ大会やフライングディスク競技大会を実施し、お互いの

理解や交流などを通じて、社会参加へのきっかけ作りを推進します。各種団体等との連

携のもと、住民の障害のある人への理解を深めるための学習会や交流キャンプなどを通

じて、地域交流を図る事業です。 

②声の広報等発行事業 

視覚障害のある人で、この事業を利用する登録者に市が発行する広報誌などを、市の

委託する朗読ボランティアの方が音読しテープに吹き込んで定期的に情報提供を行う

事業です。 

③手話通訳奉仕員養成事業 

手話奉仕員の養成や研修を行う事業です。 

④要約筆記奉仕員養成事業 

要約筆記奉仕員の養成や研修を行う事業です。 

⑤自動車運転免許取得事業 

自動車運転免許の取得費用の一部を助成するサービスです。 

⑥自動車改造費助成事業 

自動車の改造費用の一部を助成するサービスです。 

⑦重度障害者外出支援サービス（お太助タクシーチケット交付）事業 

日常生活を営むのに必要な交通手段が確保できない重度の心身に障害のある人を対

象として、福祉車両の利用を支援します。 
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計画期間においては、おおむね計画値に近い実績値で推移している事業が多くなって

いますが、特に、①スポーツ・レクリエーション教室開催等事業の利用者数は、計画値

を大きく上回りました。 

 

第３期計画期間実績 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

①スポーツ・レクリエーション教室開催

等事業 利用者数（人/年） 

計画値 400 400 400 

実績値 652 575 535 

②声の広報等発行事業 

利用者数（人/年） 

計画値 5 5 5 

実績値 5 5 5 

③手話通訳奉仕員養成事業 

講習修了者数（人/年） 

計画値 10 10 10 

実績値 12 1 5 

④要約筆記奉仕員養成事業 

講習修了者数（人/年） 

計画値 10 10 10 

実績値 0 7 0 

⑤自動車運転免許取得事業 

利用件数（件/年） 

計画値 1 1 1 

実績値 0 1 0 

⑥自動車改造費助成事業 

利用件数（件/年） 

計画値 4 4 4 

実績値 0 0 3 

⑦重度障害者外出支援サービス 

（お太助タクシー）利用者数（人/年） 

計画値 420 430 440 

実績値 415 425 419 
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【４】障害児への支援 

障害児を対象とした施設・事業は、平成 24 年４月より児童福祉法に根拠規定が一本

化され、体系も再編されました。その法改正にともない、平成 24 年４月から「児童デ

イサービス」は、児童福祉法による「児童発達支援」等により提供されることになった

ことから、今後は、子ども・子育て支援法等に基づく子育て支援施策との連携を図りな

がら、支援の強化を図ります。 

 

①児童発達支援 

未就学児を対象に、障害児が日常生活における基本的動作及び知識技能を習得し、集

団生活に適応することができるよう、障害児の身体及び精神の状況や、その置かれてい

る環境に応じて適切かつ効果的な指導及び訓練を行う事業です。 

②放課後等デイサービス 

療育の観点から個別療育、集団療育を行う必要がある 18 歳未満の障害児を対象に、

日常生活における基本的な動作の習得や集団生活に適応することができるよう、療育目

標を設定した個別プログラムのもとに、指導員等が個別指導を一定時間以上行うととも

に、集団療育を行うサービスです。 

③保育所等訪問支援 

保育所等を現在利用中の障害児や今後利用する予定の障害児が、保育所等における集

団生活の適応のための専門的な支援を行うサービスです。 

④医療型児童発達支援 

上肢、下肢または体幹の機能障害のある児童に対する児童発達支援及び治療を行いま

す。 

⑤障害児相談支援 

障害児の心身の状況や環境、障害児または保護者の意向などを踏まえて「障害児支援

利用計画案」の作成を行います。利用が決定した際は、サービス事業者等との連絡調整、

決定内容に基づく「障害児支援利用計画」の作成を行います。 
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障害児通所支援については、法改正で平成 24年４月からサービスが開始されたため、

第３期障害福祉計画において目標値の設定はありませんが、実績値は次のとおりです。 

 

利用日数（人日/月） 

利用者数（人/月） 

第３期計画期間実績 

平成 24年 平成 25年 平成 26年 

①児童発達支援 実績値 
26 47 49 

2 6 8 

②放課後等デイサービス 実績値 
115 228 296 

16 31 34 

③保育所等訪問支援 実績値 
0 0 0 

0 0 0 

④医療型児童発達支援 実績値 
18 27 24 

2 2 2 

⑤障害児相談支援 実績値 3 15 15 
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第９章 障害福祉計画（第４期）の推進 
 

【１】数値目標の設定 

安芸高田市障害福祉計画（第４期）においては、「第２次安芸高田市障害者プラン」

の基本理念や取り組み方針との調和に配慮しつつ、障害者のニーズに応じた障害福祉

サービスの適切な提供、基盤整備を推進します。 

特に、地域生活移行と就労支援については、国の指針注や広島県障害福祉計画（第４

期）の基本的な考え方を踏まえ、平成 27年度から平成 29年度に向けて、以下の数値目

標を掲げ、その達成を目指します。 

 
注【国の指針】「障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の提供体制の整備並びに自立

支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針」（平成 18年厚生労働省告示第 395号） 

 

１．福祉施設入所者の地域生活への移行 

入所施設における集団的生活から、障害者それぞれの状態やニーズに合わせた支援を

充実させ、障害者の希望と自己決定・自己選択に基づいた地域生活への移行を促進しま

す。 

平成 29年度末までに、平成 25年度末時点の施設入所者 93人のうち、４人（4.3％）

を削減目標とし、これまでの実績やアンケート結果に基づき、国の指針を下回る施設入

所からの地域生活移行者の目標を５人（5.4％）とします。 

 

 

国の指針及び県の

基本的な考え方 

【実績値または 

目標数値】 

①平成 25年度末時点の施設入所者数 － 93人 

②平成 29年度末施設入所者数の目標値 － 89人 

③削減見込み（①－②） － 4人 

④削減割合（③/①） 
①から 4％以上 

削減を基本 
4.3％ 

⑤施設入所からの地域生活移行者数 － 5人 

⑥地域生活移行率（⑤/①） 
①の 12％以上を

基本 
5.4％ 
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２．地域生活支援拠点等の整備 

平成 29 年度末までの目標として、市内社会福祉法人へのヒアリングの結果、市内に

地域生活支援拠点等の整備を２か所とします。 

 

 

県の基本的な考え

方 
【目標数値】 

地域生活支援拠点の整備箇所数 
各市町に少なくと

も 1か所を整備 
2か所 

 

注：国の指針では、地域生活支援拠点等は、各市町又は圏域に少なくとも 1つを整備となっています。 

 

 

３．福祉施設から一般就労への移行 

福祉施設から一般就労へ移行する人については、就労移行支援事業などの推進により、

平成 29年度末において６人を目標とします。 

 

 

【実績値または 

目標数値】 

①平成 24年度の福祉施設利用者からの一般就労移行者数 3人 

②平成 29年度末の福祉施設利用者からの一般就労移行者数 6人 

③移行割合（②/①） 2.0 

④「②」のうち就労移行支援及び就労継続支援以外の福祉施設利用者 2人 

 

 

３．就労移行支援事業の利用者数 

福祉施設利用者のうち、平成 29 年度の就労移行支援事業の利用者を、２人とするこ

とを目標とします。 

 

 

【実績値または 

目標数値】 

①平成 25年度末の就労移行支援事業の利用者数 0人 

②平成 29年度末の就労移行支援事業の利用者数 2人 

③利用者数増加割合（②/①） - 

 

また、平成 29 年度の就労移行支援事業所（１か所）について、就労移行率を３割以

上とすることを目指します。 
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【２】障害福祉サービス事業量の見込みと推進方策 

障害福祉サービスの見込量及びその確保のための方策については、本市の障害者を取

り巻く現状の変化や第３期計画期間の利用実績等、また、アンケート調査結果の障害者

ニーズ分析等を踏まえて、次のとおり設定します。 

 

１．訪問系サービス 

 

◆見込量◆ 

 

第４期計画期間見込量 

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

①居宅介護 
利用時間（時間/月） 700 700 700 

利用者数（人/月） 52 52 52 

②重度訪問介護 
利用時間（時間/月） 60 60 60 

利用者数（人/月） 1 1 1 

③同行援護 
利用時間（時間/月） 65 65 65 

利用者数（人/月） 2 2 2 

④行動援護 
利用時間（時間/月） 50 50 50 

利用者数（人/月） 1 1 1 

⑤重度障害者等包括支援 
利用時間（時間/月） 0 0 0 

利用者数（人/月） 0 0 0 

訪問系サービス（①～⑤） 

合計 

利用時間（時間/月） 875 875 875 

利用者数（人/月） 56 56 56 

 

◆確保方策◆ 

過去３年間のサービス提供実績からも検討しており、見込み量を確保する予定です。 

市内で完結しない障害福祉サービス（⑤重度障害者等包括支援を除く）については、

市内で提供できるよう社会福祉法人等関係機関と協議を重ね、確保に努めます。 

なお、⑤重度障害者等包括支援は、県内に１か所しか事業所がなく、遠方であり、近

隣他市町と比較して、市内に障害者支援施設が多くある現状もあり、本市ではその利用

は見込んでいません。 
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２．日中活動系サービス 

 

◆見込量◆ 

 

第４期計画期間見込量 

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

①生活介護 
利用日数（人日/月） 1,882 1,882 1,882 

利用者数（人/月） 116 116 116 

②自立訓練（機能訓練） 
利用日数（人日/月） 22 22 22 

利用者数（人/月） 1 1 1 

③自立訓練（生活訓練） 
利用日数（人日/月） 22 22 22 

利用者数（人/月） 1 1 1 

④就労移行支援 
利用日数（人日/月） 154 154 154 

利用者数（人/月） 7 7 7 

⑤就労継続支援（Ａ型） 
利用日数（人日/月） 1,562 1,562 1,562 

利用者数（人/月） 71 71 71 

⑥就労継続支援（Ｂ型） 
利用日数（人日/月） 2,640 2,640 2,640 

利用者数（人/月） 120 120 120 

⑦療養介護 
利用日数（人日/月） 420 420 420 

利用者数（人/月） 14 14 14 

⑧短期入所（福祉型） 
利用日数（人日/月） 63 63 63 

利用者数（人/月） 9 9 9 

⑨短期入所（医療型） 
利用日数（人日/月） 7 7 7 

利用者数（人/月） 1 1 1 

 

◆確保方策◆ 

過去３年間のサービス提供実績から検討しており、見込み量を確保する予定です。 

本市では、①生活介護④就労移行支援⑤就労継続支援（Ａ型）及び⑥就労継続支援（Ｂ

型）は、近隣他市町と比較して事業所が充実しており、本市で完結可能なサービスです。

特に、平成 26 年度には④就労移行支援事業所が２か所開設予定であり、特別支援学校

の卒業生や新規の就労希望者の受け皿として期待されます。 

②自立訓練（機能訓練）③自立訓練（生活訓練）⑦療養介護⑨短期入所（医療型）は

本市に事業所がなく、県内他市町の事業所を利用しながら、見込み量を確保する予定で

す。 
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３．居住系サービス 

 

◆見込量◆ 

 

第４期計画期間見込量 

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

①共同生活援助 
利用者数（人/月） 60 65 70 

市内の定員総数見込み 156 161 166 

②施設入所支援 利用者数（人/月） 93 91 89 

 

◆確保方策◆ 

①共同生活援助（グループホーム）②施設入所支援については、（居住地特例で他市

町の利用者がいるものの）市内で完結し提供できるサービスであり、見込み量を確保す

る予定です。 

 

 

４．相談支援 

 

◆見込量◆ 

 

第４期計画期間見込量 

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

①計画相談支援 利用者数（人/月） 10 10 10 

②地域移行支援 利用者数（人/月） 1 1 1 

③地域定着支援 利用者数（人/月） 3 5 7 

 

◆確保方策◆ 

①計画相談支援を行う指定特定相談支援事業所が市内に３事業所、②地域移行支援・

③地域定着支援を行う指定一般相談支援事業所が市内に２事業所あることから、見込み

量を確保する予定です。 
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【３】地域生活支援事業の見込みと推進方策 

地域生活支援事業の見込量及びその確保のための方策については、本市の障害者を取

り巻く現状の変化や第３期計画期間の利用実績等、また、アンケート調査結果の障害者

ニーズ分析等を踏まえて、次のとおり設定します。 

 

１．必須事業 

◆見込量◆ 

 

第４期計画期間見込量 

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

（１） 
理解促進研修・啓発事業     

①広報啓発 実施の有無 実施 実施 実施 

（２） 

自発的活動支援事業 実施の有無 実施 実施 実施 

①ボランティア活動支援

（アシスタント事業） 

か所数（か所） 1 1 1 

延べ利用件数

（件/年） 
114 138 162 

（３） 

相談支援事業     

①障害者相談支援事業 か所数（か所） 3 3 3 

（イ ）基幹相談支援セン

ター 
設置の有無 設置 設置 設置 

②基幹相談支援センター

機能強化事業 
実施の有無 実施 実施 実施 

③住宅入居等支援事業 実施の有無 実施 実施 実施 

（４） 
成年後見制度利用支援

事業 

利用件数 

（件/年） 
2 2 2 

（５） 
成年後見制度法人後見

支援事業 
実施の有無 実施 実施 実施 

（６） 

意思疎通支援事業     

①手話通訳者・要約筆記

者派遣事業 

利用件数 

（件/月） 
4 4 4 

（イ）手話通訳者派遣事業 
延べ利用者数 

（人/月） 
（2） （2） （2） 

（ロ）要約筆記者派遣事業 
延べ利用者数 

（人/月） 
（2） （2） （2） 

 

注：地域生活支援事業の各事業内容は、第 8章 障害福祉計画(第 3期)、資料編 用語解説に掲載しています。 

 

◆確保方策◆ 

過去３年間のサービス提供実績からも検討しており、見込み量を確保する予定です。 
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第４期計画期間見込量 

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

（７） 

日常生活用具給付等事業    

①介護・訓練支援用具 
利用件数 

（件/年） 
1 1 1 

②自立生活支援用具 
利用件数 

（件/年） 
3 3 3 

③在宅療養等支援用具 
利用件数 

（件/年） 
8 8 8 

④情報・意思疎通支援用

具 

利用件数 

（件/年） 
4 4 4 

⑤排泄管理支援用具 
利用件数 

（件/年） 
800 810 820 

⑥居宅生活動作補助用具

（住宅改修） 

利用件数 

（件/年） 
1 1 1 

（８） 
手話奉仕員養成研修事

業 

回数（回） 20 20 20 

講習修了者数 

（人/年） 
5 0 5 

（９） 移動支援事業 

利用時間 

（時間/月） 
30 30 30 

利用者数 

（人/月） 
5 5 5 

（10） 

地域活動支援センター 

（市内） 

か所数（か所） 1 1 1 

利用者数 

（人/月） 
20 20 20 

地域活動支援センター 

（市外） 

か所数（か所） 1 1 1 

利用者数 

（人/月） 
1 1 1 

 

注：地域生活支援事業の各事業内容は、第 8章 障害福祉計画(第 3期)、資料編 用語解説に掲載しています。 

 

◆確保方策◆ 

過去３年間のサービス提供実績からも検討しており、見込み量を確保する予定です。 
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２．任意事業 

 

◆見込量◆ 

 

第４期計画期間見込量 

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

（１）  

日常生活支援     

①福祉ホーム（身体障害） 
箇所数（箇所） 1 1 1 

利用者数 

（人/月） 
30 30 30 

②日中一時支援事業 

延べ日数 

（日/月） 
30 30 30 

利用者数 

（人/月） 
7 7 7 

（２） 

社会参加支援     

①スポーツ・レクリエーション

教室開催等事業 

回数（回） 2 2 2 

利用者数 

（人/年） 
587 587 587 

②声の広報等発行事業 

回数（回） 12 12 12 

利用者数 

（人/年） 
5 5 5 

③要約筆記奉仕員養成事

業 

回数（回） 6 10 10 

講習修了者数 

（人/年） 
0 7 9 

④自動車運転免許取得事

業 

利用件数 

（件/年） 
1 1 1 

⑤自動車改造費助成事業 
利用件数 

（件/年） 
3 3 3 

⑥重度障害者外出支援

サービス（お太助タクシー） 

チケット使用枚数 19,600 19,600 19,600 

利用者数 

（人/年） 
430 430 430 

（３） 

権利擁護支援     

①成年後見制度普及啓発 実施の有無 実施 実施 実施 

②障害者虐待防止対策支

援 
実施の有無 実施 実施 実施 

（４） 

就業・就労支援     

施設入所者就職支度金給

付事業 

利用者数 

（人/年） 
1 1 1 

 

注：地域生活支援事業の各事業内容は、第 8章 障害福祉計画(第 3期)、資料編 用語解説に掲載しています。 

 

◆確保方策◆ 

過去３年間のサービス提供実績からも検討しており、見込み量を確保する予定です。 
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【４】障害児通所支援の見込みと推進方策 

 

◆見込量◆ 

 

第４期計画期間見込量 

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

①児童発達支援 
利用日数（人日/月） 132 132 132 

利用者数（人/月） 6 6 6 

②放課後等デイサービス 
利用日数（人日/月） 704 880 990 

利用者数（人/月） 32 40 45 

③保育所等訪問支援 
利用日数（人日/月） 0 0 0 

利用者数（人/月） 0 0 0 

④医療型児童発達支援 
利用日数（人日/月） 44 44 44 

利用者数（人/月） 2 2 2 

⑤障害児相談支援 利用者数（人/月） 7 7 7 

 

◆確保方策◆ 

過去３年間のサービス提供実績からも検討しており、見込み量を確保する予定です。 

特に、②放課後等デイサービスの事業所は、市内に３か所（平成 27 年１月現在２事

業所、平成 27年４月に１事業所開所予定）となることから、利用増が見込まれます。 

③保育所等訪問支援は、平成 26 年度までは療育支援事業（単独事業）を実施してお

り、平成 27 年度からは安芸高田市こども発達支援センターで、同事業を継承し、保育

所への支援を行う予定です。個別で行う保育所等訪問支援は、市内に事業所がないこと

もあり、利用は見込んでいません。 

①児童発達支援については、事業所が市内に無いため、今後、市内で提供できるよう

社会福祉法人等関係機関と協議を重ね、確保に努めます。 

④医療型児童発達支援については、指定基準上（医療法に基づく人員・設備が必要）

から、近隣他市の同事業所の利用で、必要量を確保する予定です。 
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資料編 
 

１．安芸高田市障害者プラン推進協議会設置要綱 

 

（平成 22年 4月 1日告示第 17号の 6） 

改正 平成 23年 9月 15日告示第 42号 平成 26年 6月 18日告示第 33号 

 

（目的及び設置） 

第 1条 障害者基本法（昭和 45年法律第 84号。以下「法」という。）第 11条第 3項に基づ

き市が策定した安芸高田市障害者プラン（以下「障害者プラン」という。）の推進に関し、

第 3条に規定する障害者等の意見を反映させるため、安芸高田市障害者プラン推進協議会

（以下「協議会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第 2条 協議会は、市長の要請に応じて、障害者プランの推進について、必要な意見を述べ

る。 

2 協議会は、市長の要請に応じて、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律（平成 17年法律第 123号）第 88条に基づく安芸高田市障害福祉計画に関し、必要

な意見を述べることができる。 

（委員） 

第 3条 協議会の委員は、15名以内とし、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

（1） 法第 2条に規定する障害者 

（2） 障害者の福祉に関する事業に従事する者 

（3） 学識経験を有する者 

（4） 関係行政機関の職員 

（5） その他市長が認める者 

（委員の任期） 

第 4条 委員の任期は、2年とし、再任を妨げない。ただし、欠員により補充された委員の任

期は、前任者の残任期間とする。 

2 前項の規定にかかわらず、市長が特別な理由があると認めたときは、任期中においても委

員の委嘱を解くことができる。 

（会長及び副会長） 

第 5条 協議会に、会長及び副会長を置く。 

2 会長及び副会長は、委員の互選により、これを定める。 

3 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

4 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第 6条 協議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

2 協議会の会議は、委員の過半数の出席をもって開くものとする。 

3 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を協議会の会議に出席させ、意見を求

めることができる。 
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（庶務） 

第 7条 協議会の庶務は、福祉保健部社会福祉課において処理する。 

（その他） 

第 8条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成 22年 4月 1日から施行する。 

附 則（平成 23年 9月 15日告示第 42号） 

この告示は、平成 23年 9月 15日から施行し、平成 23年 8月 5日から適用する。 

附 則（平成 26年 6月 18日告示第 33号） 

この告示は、平成 26年 6月 18日から施行する。 
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２．安芸高田市障害者プラン推進協議会委員名簿 

 

氏名 所属・職名 備考 

池田
い け だ

 正志
ま さ し

 社会福祉法人清風会 清風会ワークセンター所長  

石川
いしかわ

 みゆき 清風会吉田工場 通所者  

臼
うす

 哲彦
てつひこ

 安芸高田市障害者自立支援協議会 会長 会長 

金本
かねもと

 英夫
ひ で お

 三次公共職業安定所安芸高田出張所 就職促進指導官  

河野
こ う の

 正司
ま さ し

 ふれあいの家たんぽぽ 通所者  

下
しも

津江
つ え

 博
ひろし

 安芸高田市障害者団体連絡協議会 会長  

高原
たかはら

 法
のり

恵
え

 安芸高田市障害児の会ホップステップジャンプ 会員  

津田
つ だ

 敏
とし

孝
たか

 
（一般社団法人安芸高田市医師会） 

津田医院 院長 
副会長 

寺尾
て ら お

 文
ぶん

尚
しょう

 社会福祉法人ひとは福祉会 理事長  

新田
に っ た

 義
よし

明
あき

 特定非営利活動法人貴船 貴船ハウス 施設長  

原田
は ら だ

 勇
ゆう

治
じ

 安芸高田市商工会 副会長  

三上
み か み

 正浩
まさひろ

 社会福祉法人たんぽぽ 理事長  

山平
やまひら

 弥生
や よ い

 
（安芸高田市小中学校校長会） 

安芸高田市立甲立小学校 校長 

 

 

山本
やまもと

 武一
たけかず

 貴船ハウス 通所者  

中元
なかもと

 寿
とし

文
ふみ

 安芸高田市福祉保健部長兼安芸高田市福祉事務所長  

 

※敬称略、市職員を除き五十音順 

（ ）は推薦団体 

平成 27年 1月 22日現在 
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３．安芸高田市障害者自立支援協議会設置要綱 

 

(平成 24年 4月 1日告示第 30号) 

改正 平成 25年 8月 1日告示第 36号 

(目的及び設置) 

第 1条 障害のある人(以下「障害者」という。)とその家族が安心して生活するための地域

づくりを目的とし、障害者をはじめとする障害者の支援に携わる関係者が協働し、保健、

医療、権利擁護、福祉サービス、就労、教育等の地域の課題を協議する場として、障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成 17年法律第 123号)第 89条

の 3第 1項の規定に基づき安芸高田市障害者自立支援協議会(以下「協議会」という。)を

設置する。 

(協議内容) 

第 2条 協議会は次に掲げる協議を行う。 

(1) 障害者又はその家族、その他当該障害者の生活の援助を行なう者(以下「障害者等」

という。)からの相談内容に関すること。 

(2) 地域の障害者等によるネットワーク構築に関すること。 

(3) 地域の社会資源の開発及び改善に関すること。 

(4) 地域の障害者等の資質向上のための研修に関すること。 

(5) 障害者の権利擁護に関すること。 

(6) 中立性及び公平性を確保するための相談支援事業の評価に関すること。 

(7) 障害者計画及び障害福祉計画に関すること。 

(8) その他(協議会において協議することができない、又は解決することができない課題

の国及び県への照会等) 

(委員) 

第 3条 協議会委員は、次に掲げる者で構成する。 

(1) 障害者 

(2) 障害者等の相談業務に携わる者 

(3) 障害福祉サービスの提供業務に携わる者 

(4) 障害者関係団体に属する者 

(5) 保健又は医療関係者 

(6) 教育関係者 

(7) 就労支援関係者 

(8) 福祉保健部社会福祉課の課員 

(9) その他市長が必要と認める者 

(委員の任期) 

第 4条 委員の任期は 3年とし、再任は妨げない。ただし、欠員に補充された委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

2 前項の規定にかかわらず、市長が特別な理由があると認めたときは、委員の委嘱を解く 

ことができる。 
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(会長及び副会長) 

第 5条 協議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によってこれを定める。 

2 会長は、協議会を代表し、会務を総括する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代理する。 

(会議) 

第 6条 協議会は、次に掲げる会議を開催する。 

(1) 全体会 

(2) 課題別会議 

(3) 定例会 

(4) 事務局会議 

2 協議会が特に必要と認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、その意見又は説明

を聴くことができる。 

(全体会) 

第 7条 全体会は年間 2回開催し、情報の共有及び報告の場とする。 

2 全体会は会長が招集し、議事の進行を行う。 

(課題別会議) 

第 8条 課題別会議は、委員の要請に応じて会長が開催する。 

2 課題別会議の運営は、別にこれを定める。 

(定例会) 

第 9条 定例会は毎月開催する。 

2 定例会の運営は、別にこれを定める。 

(事務局会議) 

第 10条 事務局会議は毎月開催し、第 6条第 1項各号に掲げる会議の運営に関する調整を行

う。 

2 事務局会議の運営は、別にこれを定める。 

(責務) 

第 11条 協議会の会議に出席する者は、職務上知り得た情報を、障害者等の利益及び意に反

して第三者に提供してはならない。その職を退いた後も同様とする。 

(委任) 

第 12条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、委員に諮って会

長が定める。 

附 則 

この告示は、平成 24年 4月 25日から施行し、平成 24年 4月 1日から適用する。 

附 則(平成 25年 8月 1日告示第 36号) 

この告示は、平成 25年 8月 1日から施行し、平成 25年 4月 1日から適用する 。ただし、

第 2条中安芸高田市在宅障害者介護手当支給事業支給事業実施要綱第 3条の改正規定(「障害

程度区分」を「障害支援区分」に改める部分に限る。)は、平成 26年 4月 1日から施行する。 
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４．福祉に関するアンケート調査 

（１）単純集計結果 

 

安芸高田市障害者調査／単純集計結果 回答割合（％） 回答件数 

問１．回答者 
 

1228 

本人 58.6 720 

本人の家族 25.7 316 

家族以外の介助者 4.8 59 

無回答 10.8 133 

問２．年齢 
 

1228 

18歳未満 2.9 35 

18～29歳 2.9 35 

30～39歳 3.4 42 

40～49歳 5.0 61 

50～64歳 14.3 175 

65歳以上 70.0 860 

無回答 1.6 20 

問３．性別 
 

1228 

男性 45.9 564 

女性 52.0 638 

無回答 2.1 26 

問４．小学校区 
 

1228 

吉田町 31.3 384 

八千代町 10.4 128 

美土里町 11.8 145 

高宮町 13.6 167 

甲田町 14.8 182 

向原町 14.3 175 

安芸高田市外 2.4 29 

無回答 1.5 18 

問５．同居家族 
 

1228 

父母・祖父母・兄弟のいずれか 15.7 193 

配偶者（夫または妻） 47.4 582 

子ども 24.5 301 

その他 4.5 55 

いない（一人で暮らしている） 25.2 310 

無回答 1.6 20 

問６①食事 
 

1228 

ひとりでできる 78.7 966 

一部介助が必要 12.2 150 

全部介助が必要 5.3 65 

無回答 3.8 47 
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安芸高田市障害者調査／単純集計結果 回答割合（％） 回答件数 

問６②トイレ 
 

1228 

ひとりでできる 79.8 980 

一部介助が必要 7.7 95 

全部介助が必要 9.0 111 

無回答 3.4 42 

問６③入浴 
 

1228 

ひとりでできる 69.9 858 

一部介助が必要 11.3 139 

全部介助が必要 15.1 185 

無回答 3.7 46 

問６④衣服の着脱 
 

1228 

ひとりでできる 74.1 910 

一部介助が必要 11.9 146 

全部介助が必要 10.4 128 

無回答 3.6 44 

問６⑤身だしなみ 
 

1228 

ひとりでできる 71.2 874 

一部介助が必要 13.8 169 

全部介助が必要 10.1 124 

無回答 5.0 61 

問６⑥家の中の移動 
 

1228 

ひとりでできる 77.7 954 

一部介助が必要 8.5 104 

全部介助が必要 9.5 117 

無回答 4.3 53 

問６⑦外出 
 

1228 

ひとりでできる 56.9 699 

一部介助が必要 18.8 231 

全部介助が必要 19.1 235 

無回答 5.1 63 

問６⑧家族以外の人との意思疎通 
 

1228 

ひとりでできる 67.8 833 

一部介助が必要 14.7 180 

全部介助が必要 8.3 102 

無回答 9.2 113 

問６⑨お金の管理 
 

1228 

ひとりでできる 61.6 756 

一部介助が必要 14.8 182 

全部介助が必要 18.6 228 

無回答 5.0 62 
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安芸高田市障害者調査／単純集計結果 回答割合（％） 回答件数 

問６⑩薬の管理 
 

1228 

ひとりでできる 66.4 816 

一部介助が必要 11.4 140 

全部介助が必要 17.8 218 

無回答 4.4 54 

問７．主な介助者 
 

593 

父母・祖父母・兄弟のいずれか 17.4 103 

配偶者（夫または妻） 31.7 188 

子ども 24.8 147 

ホームヘルパーや施設の職員 35.8 212 

その他の人（ボランティア等） 3.4 20 

無回答 8.3 49 

問８①介助者の年齢 
 

392 

19歳以下 0.0 0 

20歳代 1.0 4 

30歳代 5.4 21 

40歳代 7.4 29 

50歳代 17.3 68 

60歳代 29.6 116 

70歳以上 34.9 137 

無回答 4.3 17 

問８②介助者の性別 
 

392 

男性 31.4 123 

女性 66.8 262 

無回答 1.8 7 

問８③介助者の健康状態 
 

392 

よい 21.7 85 

ふつう 55.9 219 

よくない 20.4 80 

無回答 2.0 8 

問９．身体障害者手帳 
 

1228 

１級 19.5 239 

２級 12.4 152 

３級 19.3 237 

４級 19.6 241 

５級 5.6 69 

６級 4.6 57 

持っていない 11.5 141 

無回答 7.5 92 
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安芸高田市障害者調査／単純集計結果 回答割合（％） 回答件数 

問 10．主たる障害 
 

995 

視覚障害 6.5 65 

聴覚障害 7.3 73 

音声・言語・そしゃく機能障害 5.0 50 

肢体不自由（上肢） 16.6 165 

肢体不自由（下肢） 44.1 439 

肢体不自由（体幹） 12.3 122 

肢体不自由（移動機能） 8.4 84 

内部障害（上記以外） 24.1 240 

無回答 6.3 63 

問 11．療育手帳 
 

1228 

○Ａ判定 1.4 17 

Ａ判定 3.4 42 

○Ｂ判定 4.1 50 

Ｂ判定 3.1 38 

持っていない 64.4 791 

無回答 23.6 290 

問 12．精神障害者保健福祉手帳 
 

1228 

１級 1.5 18 

２級 5.4 66 

３級 3.5 43 

持っていない 70.1 861 

無回答 19.5 240 

問 13．難病（特定疾患）の認定 
 

1228 

受けている 8.0 98 

受けていない 73.7 905 

無回答 18.3 225 

問 14．発達障害の診断有無 
 

1228 

ある 5.3 65 

ない 81.4 999 

無回答 13.4 164 

問 15．高次脳機能障害の診断有無 
 

1228 

ある 6.1 75 

ない 79.9 981 

無回答 14.0 172 
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安芸高田市障害者調査／単純集計結果 回答割合（％） 回答件数 

問 16．現在受けている医療ケア 
 

1228 

気管切開 0.7 9 

人工呼吸器（レスピレーター） 0.7 8 

吸入 1.5 18 

吸引 0.9 11 

胃ろう・腸ろう 1.7 21 

鼻腔経管栄養 0.5 6 

中心静脈栄養（ＩＶＨ） 0.3 4 

透析 4.2 51 

カテーテル留置 1.6 20 

ストーマ（人工肛門・人工膀胱） 3.2 39 

服薬管理 24.3 299 

その他 19.1 234 

無回答 49.3 605 

問 17．現在の暮らし方 
 

1228 

自宅で一人で暮らしている 12.2 150 

自宅で家族と暮らしている 68.2 837 

グループホームで暮らしている 2.1 26 

福祉施設（障害者支援施設、老人福祉施設）で暮らしている 10.8 133 

病院に入院している 3.8 47 

その他 0.2 3 

無回答 2.6 32 

問 18．将来の暮らし方 
 

180 

今のまま福祉施設や病院で生活したい 60.0 108 

グループホームなどを利用して生活したい 5.6 10 

家族と一緒に生活したい 22.8 41 

自宅で一人暮らしをしたい 1.1 2 

その他 2.2 4 

無回答 8.3 15 

問 19．地域で生活するために必要な支援 
 

180 

在宅で医療ケアなどが適切に得られること 22.8 41 

障害者が暮らしやすい住まい確保 38.9 70 

必要な在宅サービスが適切に利用できること 41.1 74 

生活訓練等の充実 23.9 43 

経済的な負担を軽くする 41.1 74 

相談をしやすくする 24.4 44 

地域の人たちの障害に対する理解 23.3 42 

コミュニケーションについての支援 21.1 38 

その他 6.1 11 

無回答 23.9 43 
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安芸高田市障害者調査／単純集計結果 回答割合（％） 回答件数 

問 20．５年後に希望する暮らし方 
 

1228 

自宅での一人暮らし 9.4 115 

自宅での家族との暮らし 61.8 759 

グループホームでの暮らし 3.0 37 

福祉施設（障害者支援施設、老人福祉施設）での暮らし 14.3 176 

その他 4.4 54 

無回答 7.1 87 

問 21．10年後に希望する暮らし方 
 

1228 

自宅での一人暮らし 7.7 95 

自宅での家族との暮らし 51.5 633 

グループホームでの暮らし 3.7 45 

福祉施設（障害者支援施設、老人福祉施設）での暮らし 20.5 252 

その他 6.7 82 

無回答 9.9 121 

問 22．１週間の外出程度 
 

1228 

毎日外出する 23.7 291 

１週間に数回外出する 44.1 542 

めったに外出しない 19.2 236 

まったく外出しない 9.4 115 

無回答 3.6 44 

問 23．外出する際の主な同伴者 
 

1069 

父母・祖父母・兄弟のいずれか 7.3 78 

配偶者（夫または妻） 26.3 281 

子ども 11.7 125 

ホームヘルパーや施設の職員 9.9 106 

その他の人（ボランティア等） 2.8 30 

一人で外出する 31.2 333 

無回答 10.9 116 

問 24．外出目的 
 

1069 

通勤・通学・通所 22.2 237 

訓練やリハビリに行く 12.9 138 

医療機関への受診 62.7 670 

買い物に行く 64.7 692 

友人・知人に会う 21.0 224 

趣味やスポーツをする 17.1 183 

グループ活動に参加する 13.2 141 

散歩に行く 21.2 227 

その他 8.0 86 

無回答 2.7 29 
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安芸高田市障害者調査／単純集計結果 回答割合（％） 回答件数 

問 25．外出する時に困ること 
 

1069 

公共交通機関が少ない（ない） 25.0 267 

列車やバスの乗り降りが困難 17.5 187 

道路や駅に階段や段差が多い 24.2 259 

切符の買い方や乗換えの方法がわかりにくい 8.6 92 

外出先の建物の設備が不便（通路、トイレ、エレベーターなど） 16.7 178 

介助者が確保できない 5.5 59 

外出にお金がかかる 15.0 160 

周囲の目が気になる 5.1 54 

発作など突然の身体の変化が心配 12.3 132 

困った時にどうすればいいのか心配 14.6 156 

その他 7.1 76 

無回答 29.5 315 

問 26．平日の日中の過ごし方 
 

1228 

会社勤めや、自営業、家業などで収入を得る仕事をしている 13.9 171 

ボランティアなど、収入を得ない仕事をしている 0.7 9 

専業主婦（主夫）をしている 9.5 117 

福祉施設、作業所等に通っている（就労継続支援Ａ型も含む） 6.2 76 

病院などのデイケアに通っている 4.3 53 

リハビリテーションを受けている 2.4 29 

自宅で過ごしている 41.2 506 

入所している施設や病院等で過ごしている 9.0 111 

大学、専門学校、職業訓練校などに通っている 0.5 6 

特別支援学校（小中高等部）に通っている 0.5 6 

一般の高校、小中学校に通っている 1.6 20 

幼稚園、保育所、障害児通園施設などに通っている 0.5 6 

その他 1.0 12 

無回答 8.6 106 

問 27．勤務形態 
 

171 

正職員で他の職員と勤務条件等に違いはない 32.7 56 

正職員で短時間勤務などの障害者配慮がある 5.3 9 

パート・アルバイト等の非常勤職員、派遣職員 26.9 46 

自営業、農林水産業など 28.7 49 

その他 1.2 2 

無回答 5.3 9 

問 28．収入を得る仕事の希望 
 

190 

仕事をしたい 26.3 50 

仕事をしたいができない 35.8 68 

仕事をしたいと思わない 24.2 46 

無回答 13.7 26 
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安芸高田市障害者調査／単純集計結果 回答割合（％） 回答件数 

問 29．職業訓練の希望 
 

190 

すでに職業訓練を受けた、または今訓練を受けている 6.8 13 

職業訓練を受けたい 16.8 32 

職業訓練を受けようとは思わない 41.6 79 

職業訓練を受ける必要はない 16.3 31 

無回答 18.4 35 

問 30．障害者の就労支援として必要なこと 
 

1228 

通勤手段の確保 16.7 205 

勤務場所におけるバリアフリー等の配慮 12.2 150 

短時間勤務や勤務日数等の配慮 18.6 228 

自宅で仕事ができる状況の推進 10.4 128 

職場の上司や同僚に障害の理解があること 16.8 206 

職場で介助や援助等が受けられること 8.7 107 

仕事を始めたあとの援助など職場と支援機関の連携 9.1 112 

会社等でする仕事内容に合った就労訓練 7.6 93 

仕事についての職場外での相談対応、支援 7.8 96 

その他 3.1 38 

無回答 61.4 754 

問 31．障害支援区分（障害程度区分）の認定 
 

1228 

区分１ 2.6 32 

区分２ 2.4 29 

区分３ 2.6 32 

区分４ 3.0 37 

区分５ 1.5 18 

区分６ 2.0 24 

受けていない 54.5 669 

無回答 31.5 387 

問 32．介護保険によるサービス利用 
 

1228 

利用している 26.9 330 

利用していない 59.8 734 

無回答 13.4 164 

問 33．要介護度 
 

330 

要支援１ 12.1 40 

要支援２ 14.8 49 

要介護１ 11.2 37 

要介護２ 17.3 57 

要介護３ 15.8 52 

要介護４ 10.6 35 

要介護５ 13.0 43 

無回答 5.2 17 
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安芸高田市障害者調査／単純集計結果 回答割合（％） 回答件数 

（利用有無）問 34①-1．居宅介護（ホームヘルプ） 
 

1228 

利用している 5.4 66 

利用していない 61.5 755 

無回答 33.1 407 

（利用有無）問 34②-1．重度訪問介護 
 

1228 

利用している 1.8 22 

利用していない 61.4 754 

無回答 36.8 452 

（利用有無）問 34③-1．同行援護 
 

1228 

利用している 1.2 15 

利用していない 59.0 724 

無回答 39.8 489 

（利用有無）問 34④-1．行動援護 
 

1228 

利用している 1.9 23 

利用していない 58.4 717 

無回答 39.7 488 

（利用有無）問 34⑤-1．重度障害者等包括支援 
 

1228 

利用している 1.3 16 

利用していない 59.4 729 

無回答 39.3 483 

（利用有無）問 34⑥-1．生活介護 
 

1228 

利用している 9.4 115 

利用していない 53.3 654 

無回答 37.4 459 

（利用有無）問 34⑦-1．自立訓練（機能訓練、生活訓練） 
 

1228 

利用している 5.8 71 

利用していない 56.5 694 

無回答 37.7 463 

（利用有無）問 34⑧-1．就労移行支援 
 

1228 

利用している 1.0 12 

利用していない 58.4 717 

無回答 40.6 499 

（利用有無）問 34⑨-1．就労継続支援（Ａ型、Ｂ型） 
 

1228 

利用している 4.1 50 

利用していない 55.5 681 

無回答 40.5 497 

（利用有無）問 34⑩-1．療養介護 
 

1228 

利用している 4.6 56 

利用していない 56.1 689 

無回答 39.3 483 
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安芸高田市障害者調査／単純集計結果 回答割合（％） 回答件数 

（利用有無）問 34⑪-1．短期入所（ショートステイ） 
 

1228 

利用している 4.1 50 

利用していない 56.7 696 

無回答 39.3 482 

（利用有無）問 34⑫-1．共同生活援助（グループホーム） 
 

1228 

利用している 2.0 24 

利用していない 57.6 707 

無回答 40.5 497 

（利用有無）問 34⑬-1．施設入所支援 
 

1228 

利用している 5.9 72 

利用していない 54.3 667 

無回答 39.8 489 

（利用有無）問 34⑭-1．相談支援 
 

1228 

利用している 9.5 117 

利用していない 50.7 623 

無回答 39.7 488 

（利用有無）問 34⑮-1．児童発達支援 
 

35 

利用している 22.9 8 

利用していない 57.1 20 

無回答 20.0 7 

（利用有無）問 34⑯-1．放課後等デイサービス 
 

35 

利用している 34.3 12 

利用していない 48.6 17 

無回答 17.1 6 

（利用有無）問 34⑰-1．保育所等訪問支援 
 

35 

利用している 2.9 1 

利用していない 77.1 27 

無回答 20.0 7 

（利用有無）問 34⑱-1．医療型児童発達支援 
 

35 

利用している 5.7 2 

利用していない 71.4 25 

無回答 22.9 8 

（利用有無）問 34⑲-1．福祉型児童入所支援 
 

35 

利用している 2.9 1 

利用していない 77.1 27 

無回答 20.0 7 

（利用有無）問 34⑳-1．医療型児童入所支援 
 

35 

利用している 2.9 1 

利用していない 77.1 27 

無回答 20.0 7 
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安芸高田市障害者調査／単純集計結果 回答割合（％） 回答件数 

（利用意向）問 34①-2．居宅介護（ホームヘルプ） 
 

1228 

利用したい 23.9 294 

利用しない 36.2 445 

無回答 39.8 489 

（利用意向）問 34②-2．重度訪問介護 
 

1228 

利用したい 16.7 205 

利用しない 38.7 475 

無回答 44.6 548 

（利用意向）問 34③-2．同行援護 
 

1228 

利用したい 12.2 150 

利用しない 39.6 486 

無回答 48.2 592 

（利用意向）問 34④-2．行動援護 
 

1228 

利用したい 13.9 171 

利用しない 38.4 472 

無回答 47.6 585 

（利用意向）問 34⑤-2．重度障害者等包括支援 
 

1228 

利用したい 14.3 175 

利用しない 38.2 469 

無回答 47.6 584 

（利用意向）問 34⑥-2．生活介護 
 

1228 

利用したい 23.6 290 

利用しない 31.4 386 

無回答 45.0 552 

（利用意向）問 34⑦-2．自立訓練（機能訓練、生活訓練） 
 

1228 

利用したい 19.0 233 

利用しない 34.9 428 

無回答 46.2 567 

（利用意向）問 34⑧-2．就労移行支援 
 

1228 

利用したい 8.6 105 

利用しない 41.4 509 

無回答 50.0 614 

（利用意向）問 34⑨-2．就労継続支援（Ａ型、Ｂ型） 
 

1228 

利用したい 10.1 124 

利用しない 39.5 485 

無回答 50.4 619 

（利用意向）問 34⑩-2．療養介護 
 

1228 

利用したい 16.1 198 

利用しない 34.9 429 

無回答 48.9 601 
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安芸高田市障害者調査／単純集計結果 回答割合（％） 回答件数 

（利用意向）問 34⑪-2．短期入所（ショートステイ） 
 

1228 

利用したい 19.7 242 

利用しない 33.3 409 

無回答 47.0 577 

（利用意向）問 34⑫-2．共同生活援助（グループホーム） 
 

1228 

利用したい 14.0 172 

利用しない 37.0 454 

無回答 49.0 602 

（利用意向）問 34⑬-2．施設入所支援 
 

1228 

利用したい 17.9 220 

利用しない 32.4 398 

無回答 49.7 610 

（利用意向）問 34⑭-2．相談支援 
 

1228 

利用したい 28.2 346 

利用しない 24.8 305 

無回答 47.0 577 

（利用意向）問 34⑮-2．児童発達支援 
 

35 

利用したい 45.7 16 

利用しない 34.3 12 

無回答 20.0 7 

（利用意向）問 34⑯-2．放課後等デイサービス 
 

35 

利用したい 42.9 15 

利用しない 34.3 12 

無回答 22.9 8 

（利用意向）問 34⑰-2．保育所等訪問支援 
 

35 

利用したい 11.4 4 

利用しない 62.9 22 

無回答 25.7 9 

（利用意向）問 34⑱-2．医療型児童発達支援 
 

35 

利用したい 22.9 8 

利用しない 51.4 18 

無回答 25.7 9 

（利用意向）問 34⑲-2．福祉型児童入所支援 
 

35 

利用したい 17.1 6 

利用しない 57.1 20 

無回答 25.7 9 

（利用意向）問 34⑳-2．医療型児童入所支援 
 

35 

利用したい 5.7 2 

利用しない 68.6 24 

無回答 25.7 9 
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安芸高田市障害者調査／単純集計結果 回答割合（％） 回答件数 

問 35．悩みや困ったことの相談相手 
 

1228 

親 13.6 167 

兄弟姉妹 25.2 309 

祖父母 2.0 24 

その他の家族 36.8 452 

親せき 11.2 137 

友人・知人 18.0 221 

近所の人 8.1 99 

職場の上司や同僚 3.9 48 

施設の指導員など 15.1 186 

ホームヘルパーなどサービス事業所の人 8.9 109 

障害者団体や家族会 2.4 30 

かかりつけの医師や看護師 25.6 314 

病院のケースワーカーや介護保険のケアマネジャー 11.1 136 

民生委員・児童委員 5.0 62 

通園施設や保育所、幼稚園、学校の先生 2.4 29 

相談支援事業所などの民間の相談窓口 2.9 35 

行政機関の相談窓口 7.8 96 

その他 2.4 29 

無回答 14.2 174 

問 36．障害や福祉サービスなどに関する情報の入手先 
 

1228 

本や新聞、雑誌の記事、テレビやラジオのニュース 31.0 381 

行政機関の広報誌 28.3 348 

インターネット 5.1 63 

家族や親せき、友人・知人 26.4 324 

サービス事業所の人や施設職員 15.4 189 

障害者団体や家族会（団体の機関誌など） 5.4 66 

かかりつけの医師や看護師 18.6 229 

病院のケースワーカーや介護保険のケアマネジャー 13.5 166 

民生委員・児童委員 4.1 50 

通園施設や保育所、幼稚園、学校の先生 1.5 19 

相談支援事業所などの民間の相談窓口 2.9 35 

行政機関の相談窓口 9.2 113 

その他 2.4 29 

無回答 19.9 244 

問 37．安芸高田市障害者基幹相談支援センターの開所の認知 
 

1228 

知っている 16.2 199 

知らない 63.4 778 

わからない 11.1 136 

無回答 9.4 115 
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安芸高田市障害者調査／単純集計結果 回答割合（％） 回答件数 

問 38．障害による差別や嫌な思いをした経験の有無 
 

1228 

ある 16.4 202 

少しある 17.3 213 

ない 50.6 621 

無回答 15.6 192 

問 39．差別や嫌な思いをした場所 
 

415 

学校・仕事場 32.3 134 

仕事を探すとき 9.9 41 

外出先 38.3 159 

余暇を楽しむとき 13.3 55 

病院などの医療機関 18.1 75 

住んでいる地域 30.4 126 

その他 6.0 25 

無回答 4.3 18 

問 40．成年後見制度の認知 
 

1228 

制度の名前も内容も知っている 23.0 282 

制度の名前を聞いたことがあるが、内容は知らない 29.3 360 

制度の名前も内容も知らない、はじめて聞いた 27.4 336 

無回答 20.4 250 

問 41．安芸高田市社会福祉協議会が成年後見人を受けることの認知 
 

1228 

知っている 11.0 135 

知らない 62.9 772 

わからない 14.1 173 

無回答 12.1 148 

問 42．火事や地震等の災害時に一人で避難できますか 
 

1228 

できる 35.0 430 

できない 36.7 451 

わからない 20.2 248 

無回答 8.1 99 

問 43．家族が不在の場合や一人暮らしの場合、近所にあなたを助けてくれる

人はいますか  
1228 

いる 35.3 433 

いない 20.8 256 

わからない 31.1 382 

無回答 12.8 157 
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安芸高田市障害者調査／単純集計結果 回答割合（％） 回答件数 

問 44．火事や地震等の災害時に困ること 
 

1228 

投薬や治療が受けられない 32.3 397 

補装具の使用が困難になる 8.7 107 

補装具や日常生活用具の入手ができなくなる 10.2 125 

救助を求めることができない 18.5 227 

安全なところまで、迅速に避難することができない 44.5 546 

被害状況、避難場所などの情報が入手できない 17.3 212 

周囲とコミュニケーションがとれない 15.9 195 

避難場所の設備（トイレ等）や生活環境が不安 37.8 464 

その他 4.2 51 

特にない 13.0 160 

無回答 15.1 185 

問 45．選挙の投票経験 
 

1228 

一度も行ったことがない、または行くことができない 7.4 91 

行く時と行かない時がある 21.5 264 

他に予定がなければ行くようにしている（期日前投票まではしていない） 13.0 160 

必ず行く 43.9 539 

無回答 14.2 174 

問 46．選挙の投票に行かない理由 
 

355 

投票所の場所が分からない 4.5 16 

投票所までの移動手段（公共交通機関など）が少ない（ない） 23.4 83 

投票所に階段や段差が多い 17.5 62 

投票所での投票の方法が分からない 10.1 36 

介助者や支援者が確保できない 13.0 46 

周囲の目が気になる 8.5 30 

発作など突然の身体の変化が心配 7.0 25 

その他 28.7 102 

無回答 17.2 61 

問 47．「しょうがい」の表記についてふさわしいと思うもの 
 

1228 

障害 38.8 476 

障碍 0.7 9 

障がい 14.2 174 

しょうがい 2.4 29 

どれでもよい 16.9 207 

その他 1.2 15 

わからない 13.8 169 

無回答 12.1 149 
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（２）調査票 

 

福祉
ふ く し

に関
かん

するアンケート
あ ん け ー と

調査
ちょうさ

へのご協
きょう

力
りょく

のお願
ねが

い 
 

  日頃
ひ ご ろ

より安芸
あ き

高田
た か た

市
し

の福祉
ふ く し

行政
ぎょうせい

にご理
り

解
かい

・ご協
きょう

力
りょく

をいただき、ありがとうござ

います。 

  安芸
あ き

高田
た か た

市
し

では現在
げんざい

、平成
へいせい

27年度
ね ん ど

を初年度
し ょ ね ん ど

とする第
だい

３期
き

障害者
しょうがいしゃ

プラン
ぷ ら ん

及
およ

び第
だい

４

期
き

障害
しょうがい

福祉
ふ く し

計画
けいかく

の策定
さくてい

に向
む

けた取
と

り組
く

みを進
すす

めています。そのため、市民
し み ん

の皆
みな

さま

の福祉
ふ く し

サービス
さ ー び す

の利用
り よ う

実態
じったい

や福祉
ふ く し

に関
かん

する意識
い し き

、意向
い こ う

などを把握
は あ く

し、計画
けいかく

策定
さくてい

や

施策
し さ く

推進
すいしん

に役立
や く だ

てるためのアンケート
あ ん け ー と

調査
ちょうさ

を実施
じ っ し

することになりました。 

  調査
ちょうさ

の対象者
たいしょうしゃ

は、あなたさまをはじめ、安芸
あ き

高田
た か た

市内
し な い

にお住
す

まいで障害者
しょうがいしゃ

手帳
てちょう

をお持
も

ちの方
かた

（居住地
きょじゅうち

特例
とくれい

の方
かた

を除
のぞ

く）、本市
ほ ん し

の受給者証
じゅきゅうしゃしょう

で障害
しょうがい

福祉
ふ く し

サービス
さ ー び す

を

受
う

けられている障害
しょうがい

（児
じ

）者
しゃ

の方
かた

の全員
ぜんいん

に、この調査票
ちょうさひょう

をお送
おく

りしました。 

  この調査
ちょうさ

は、無記名
む き め い

でご回
かい

答
とう

いただきますので、回答
かいとう

された方
かた

が特定
とくてい

されたり、

個人
こ じ ん

の回答
かいとう

内容
ないよう

が明
あき

らかにされたりすることはありません。調査票
ちょうさひょう

は安芸
あ き

高田
た か た

市
し

個人
こ じ ん

情報
じょうほう

保護
ほ ご

条例
じょうれい

にしたがい、適切
てきせつ

な管理
か ん り

をいたします。 

  また、ご回
かい

答
とう

いただいた内容
ないよう

は、統計的
とうけいてき

な処理
し ょ り

を行
おこな

い、計画
けいかく

策定
さくてい

および施策
し さ く

推進
すいしん

のための基礎
き そ

資料
しりょう

としてのみ使用
し よ う

し、その他
た

の目的
もくてき

で使
つか

われることは一切
いっさい

ありませ

ん。調査
ちょうさ

の趣旨
し ゅ し

をご理
り

解
かい

いただき、ご協
きょう

力
りょく

くださいますようお願
ねが

いいたします。 

 

平成
へいせい

２６年
ねん

８月
がつ

 安芸
あ き

高田
た か た

市
し

 

 

＜記入
きにゅう

要領
ようりょう

＞ 

◆宛名
あ て な

のご本
ほん

人
にん

が直接
ちょくせつ

回答
かいとう

いただくことが難
むずか

しい場合
ば あ い

には、家族
か ぞ く

や介護者
か い ご し ゃ

の方
かた

など

が、ご本
ほん

人
にん

の意向
い こ う

を尊重
そんちょう

して記入
きにゅう

してください。 

◆質問
しつもん

への回答
かいとう

方法
ほうほう

は、それぞれ質問
しつもん

文
ぶん

に記載
き さ い

していますので、質問
しつもん

文
ぶん

をよく読
よ

んで

お答
こた

えください。 

◆記入
きにゅう

が終
お

わりましたら、８月
がつ

３１日
にち

までに同封
どうふう

の返信用
へんしんよう

封筒
ふうとう

を使
つか

ってご返
へん

送
そう

くださ

い。 

 

【本
ほん

アンケート
あ ん け ー と

調査
ちょうさ

についてのお問合
といあわ

せ】 

安芸
あ き

高田市
た か た し

福祉
ふ く し

保健部
ほ け ん ぶ

社会
しゃかい

福祉課
ふ く し か

障害者
しょうがいしゃ

福祉係
ふくしがかり

 

    （担当
たんとう

 檜山
ひ や ま

、佐々木
さ さ き

、北森
きたもり

） 

電話
で ん わ

及
およ

びお太
た

助
すけ

フォン
ふ ぉ ん

  ４２－５６１５ 

FAX
ふぁっくす

              ４２－２１３０ 
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問
とい

１ お答
こた

えいただくのは、どなたですか。（○は１つだけ） 

１．本人
ほんにん

（この調査票
ちょうさひょう

が郵送
ゆうそう

された宛名
あ て な

の方
かた

） 

２．本人
ほんにん

の家族
か ぞ く

 

３．家族
か ぞ く

以外
い が い

の介助者
かいじょしゃ

 

※これ以降
い こ う

、この調査票
ちょうさひょう

が郵送
ゆうそう

された宛名
あ て な

の方
かた

を「あなた」とお呼
よ

びしますので、ご本人
ほんにん

（こ

の調査票
ちょうさひょう

の対象者
たいしょうしゃ

：障
しょう

害
がい

のある方
かた

）の状 況
じょうきょう

などについて、お答
こた

えください。 

 

 

あなた（宛名
あ て な

の方
かた

）の性別
せいべつ

・年齢
ねんれい

・ご家族
か ぞ く

などについて 
 

問
とい

２ あなたの年齢
ねんれい

をお答
こた

えください。（平成
へいせい

26年
ねん

8月
がつ

1日
にち

現在
げんざい

） 

満
まん

  歳
さい

 

 

問
とい

３ あなたの性別
せいべつ

をお答
こた

えください。（○は１つだけ） 

１．男性
だんせい

 ２．女性
じょせい

 

 

問
とい

４ あなたがお住
す

まいの地域
ち い き

はどこですか。（○は１つだけ） 

１．吉田町
よしだちょう

 

２．八千代町
や ち よ ち ょ う

 

３．美土里町
み ど り ち ょ う

 

４．高宮町
たかみやちょう

 

５．甲田町
こうだちょう

 

６．向 原 町
むかいはらちょう

 

７．安芸
あ き

高田市外
た か た し が い

（市
し

町 名
ちょうめい

：     ） 

 

問
とい

５ 現在
げんざい

、あなたが一緒
いっしょ

に暮
く

らしている人
ひと

は、どなたですか。 

（あてはまるものすべてに○） 

１．父母
ふ ぼ

・祖父母
そ ふ ぼ

・兄弟
きょうだい

のいずれか 

２．配偶者
はいぐうしゃ

（夫
おっと

または妻
つま

） 

３．子
こ

ども  

４．その他
た

（           ） 

５．いない（一人
ひ と り

で暮
く

らしている） 

※グループホーム
ぐ る ー ぷ ほ ー む

、福祉
ふくし

施設
しせつ

等
とう

を利用
りよう

されている方
かた

は「５．」としてください。 
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問
とい

６ 日常
にちじょう

生活
せいかつ

で、次
つぎ

のことをどのようにしていますか。①から⑩のそれぞれにお答
こた

えください。（①から⑩それぞれに○を１つ） 

項
こう

   目
もく

 
ひとりで 

できる 

一部
い ち ぶ

介助
かいじょ

が 

必要
ひつよう

 

全部
ぜ ん ぶ

介助
かいじょ

が 

必要
ひつよう

 

① 食事
しょくじ

 １ ２ ３ 

② トイレ
と い れ

 １ ２ ３ 

③ 入浴
にゅうよく

 １ ２ ３ 

④ 衣服
い ふ く

の着脱
ちゃくだつ

 １ ２ ３ 

⑤ 身
み

だしなみ １ ２ ３ 

⑥ 家
いえ

の中
なか

の移動
い ど う

 １ ２ ３ 

⑦ 外出
がいしゅつ

 １ ２ ３ 

⑧ 家族
か ぞ く

以外
い が い

の人
ひと

との意思
い し

疎通
そ つ う

 １ ２ ３ 

⑨ お金
かね

の管理
か ん り

 １ ２ ３ 

⑩ 薬
くすり

の管理
か ん り

 １ ２ ３ 

 

（問
とい

６で「一部
い ち ぶ

介助
かいじょ

が必要
ひつよう

」又
また

は「全部
ぜ ん ぶ

介助
かいじょ

が必要
ひつよう

」と答
こた

えた方
かた

） 

問
とい

７ あなたを介助
かいじょ

してくれる方
かた

は主
おも

にどなたですか。（あてはまるものすべてに○） 

１．父母
ふ ぼ

・祖父母
そ ふ ぼ

・兄弟
きょうだい

のいずれか 

２．配偶者
はいぐうしゃ

（夫
おっと

または妻
つま

） 

３．子
こ

ども  

４．ホームヘルパー
ほ ー む へ る ぱ ー

や施設
し せ つ

の職員
しょくいん

 

５．その他
た

の人
ひと

（ボランティア
ぼ ら ん て ぃ あ

等
とう

） 

 

（問
とい

７で１．～３．と答
こた

えた方
かた

） 

問
とい

８ あなたを介助
かいじょ

してくれる家族
か ぞ く

で、特
とく

に中心
ちゅうしん

となっている方
かた

の年齢
ねんれい

、性別
せいべつ

、健康
けんこう

状態
じょうたい

をお答
こた

えください。 

① 年齢
ねんれい

（平成
へいせい

26年
ねん

8月
がつ

1日
にち

現在
げんざい

） 

満
まん

  歳
さい

 

②性別
せいべつ

（○は１つだけ） 

１．男性
だんせい

 ２．女性
じょせい

 

 

③健康
けんこう

状態
じょうたい

（○は１つだけ） 

１．よい ２．ふつう ３．よくない 
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あなたの 障
しょう

害
がい

の 状 況
じょうきょう

について 
 

問
とい

９ あなたは身体
しんたい

障害者
しょうがいしゃ

手帳
てちょう

をお持
も

ちですか。 

  お持
も

ちの場合
ば あ い

は、１～６の該当
がいとう

する等級
とうきゅう

に○を、お持
も

ちでない場合
ば あ い

は７に○を付
つ

けてください。（○は１つだけ） 

１． 1級
きゅう

 

２． 2級
きゅう

 

３． 3級
きゅう

 

４． 4級
きゅう

 

５． 5級
きゅう

 

６． 6級
きゅう

 

７．持
も

っていない 

 

 

問
とい

10 身体
しんたい

障害者
しょうがいしゃ

手帳
てちょう

をお持
も

ちの場合
ば あ い

、該当
がいとう

する障害
しょうがい

をお答
こた

えください。 

（あてはまるものすべてに○） 

１．視覚
し か く

障害
しょうがい

 

２．聴覚
ちょうかく

障害
しょうがい

 

３．音声
おんせい

・言語
げ ん ご

・そしゃく機能
き の う

障害
しょうがい

 

４．肢体
し た い

不自由
ふ じ ゆ う

（上肢
じょうし

） 

５．肢体
し た い

不自由
ふ じ ゆ う

（下肢
か し

） 

６．肢体
し た い

不自由
ふ じ ゆ う

（体
たい

幹
かん

） 

７．肢体
し た い

不自由
ふ じ ゆ う

（移動
い ど う

機能
き の う

） 

８．内部
な い ぶ

障害
しょうがい

（１～７以外
い が い

） 

 

問
とい

11 あなたは療育
りょういく

手帳
てちょう

をお持
も

ちですか。 

   お持
も

ちの場合
ば あ い

は、１～４の該当
がいとう

する判定
はんてい

に○を、お持
も

ちでない場合
ば あ い

は５に○を

付
つ

けてください。（○は１つだけ） 

１． ○Ａ  判定
はんてい

 ３． ○Ｂ  判定
はんてい

 ５．持
も

っていない 

２．  Ａ
えー

 判定
はんてい

 ４．  Ｂ
びー

 判定
はんてい

  

 

問
とい

12 あなたは精神
せいしん

障害者
しょうがいしゃ

保健
ほ け ん

福祉
ふ く し

手帳
てちょう

をお持ちですか。 

お持
も

ちの場合
ば あ い

は、1～３の該当
がいとう

する等級
とうきゅう

に○を、お持
も

ちでない場合
ば あ い

は４に○を

付
つ

けてください。（○は１つだけ） 

１．1級
きゅう

 ２．2級
きゅう

 ３．3級
きゅう

 ４．持
も

っていない 

 

問
とい

13 あなたは難病
なんびょう

（特定
とくてい

疾患
しっかん

）の認定
にんてい

を受
う

けていますか。（○は１つだけ） 

※難 病
なんびょう

（特定
とくてい

疾患
しっかん

）とは、関節
かんせつ

リウマチ
り う ま ち

やギラン
ぎ ら ん

・バレー
ば れ ー

症候群
しょうこうぐん

などの治療法
ちりょうほう

が確立
かくりつ

していない疾病
しっぺい

その他
た

の特殊
とくしゅ

の疾
しっ

病
ぺい

をいいます。 

１．受
う

けている ２．受
う

けていない 

 

まるえー まるびー 
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問
とい

14 あなたは発達
はったつ

障害
しょうがい

として診断
しんだん

されたことがありますか。 

（○は１つだけ） 

※発達
はったつ

障 害
しょうがい

とは、自閉症
じへいしょう

、アスペルガー
あ す ぺ る が ー

症候群
しょうこうぐん

その他
た

の広汎性
こうはんせい

発達
はったつ

障 害
しょうがい

、学 習
がくしゅう

障 害
しょうがい

、注意欠陥多動
ちゅういけっかんたどう

性
せい

障 害
しょうがい

などをいいます。 

１．ある ２．ない 

 

問
とい

15 あなたは高次
こ う じ

脳
のう

機能
き の う

障害
しょうがい

として診断
しんだん

されたことがありますか。 

（○は１つだけ） 

※高次
こうじ

脳
のう

機能
きのう

障 害
しょうがい

とは、一般
いっぱん

に、外傷性
がいしょうせい

脳
のう

損 傷
そんしょう

、脳
のう

血管
けっかん

障 害
しょうがい

等
とう

により脳
のう

に損 傷
そんしょう

を受
う

けその後遺症
こういしょう

等
など

として 生
しょう

じた記憶
きおく

障 害
しょうがい

、注意
ちゅうい

障 害
しょうがい

、社会的
しゃかいてき

行動
こうどう

障 害
しょうがい

など

の認知
にんち

障 害
しょうがい

等
など

を指
さ

すものとされており、具体的
ぐたいてき

には「会話
かいわ

がうまくかみ合
あ

わない」等
とう

の 症 状
しょうじょう

があります。 

１．ある ２．ない 

 

問
とい

16 あなたが現在
げんざい

受
う

けている医療
いりょう

ケア
け あ

をご回
かい

答
とう

ください。 

（あてはまるものすべてに○） 

１．気管
き か ん

切開
せっかい

 

２．人工
じんこう

呼吸器
こ き ゅ う き

（レスピレーター
れ す ぴ れ ー た ー

） 

３．吸 入
きゅうにゅう

 

４．吸引
きゅういん

 

５．胃
い

ろう・腸
ちょう

ろう 

６．鼻腔
び こ う

経管
けいかん

栄養
えいよう

 

７．中心
ちゅうしん

静 脈
じょうみゃく

栄養
えいよう

（ＩＶＨ） 

８．透析
とうせき

 

９．カテーテル
か て ー て る

留置
りゅうち

 

１０．ストーマ
す と ー ま

（人工
じんこう

肛門
こうもん

・人工
じんこう

膀胱
ぼうこう

） 

１１．服薬
ふくやく

管理
か ん り

 

１２．その他
そ の た
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住
す

まいや暮
く

らしについて 

問
とい

17 あなたは現在
げんざい

どのように暮
く

らしていますか。（○は１つだけ） 

１．自宅
じ た く

で一人
ひ と り

で暮
く

らしている 

２．自宅
じ た く

で家族
か ぞ く

と暮
く

らしている 

３．グループホーム
ぐ る ー ぷ ほ ー む

で暮
く

らしている 

４．福祉
ふ く し

施設
し せ つ

（障害者
しょうがいしゃ

支援
し え ん

施設
し せ つ

、老人
ろうじん

福祉
ふ く し

施設
し せ つ

）で暮
く

らしている 

５．病院
びょういん

に入院
にゅういん

している 

６．その他
た

（                               ） 

 

【問
とい

18及び問
とい

19は、問
とい

17で４．又
また

は５．を選択
せんたく

した場合
ば あ い

にお答
こた

えください。】 

問
とい

18 あなたは将来
しょうらい

、地域
ち い き

で生活
せいかつ

したいと思
おも

いますか。（○は１つだけ） 

 ※「地域
ちいき

で生活
せいかつ

」とは、福祉
ふくし

施設
しせつ

に入 所
にゅうしょ

している方
かた

や病 院
びょういん

に入 院
にゅういん

している方
かた

が、居宅
きょたく

において単身
たんしん

等
とう

で生活
せいかつ

することをいいます。 

１．今
いま

のまま福祉
ふ く し

施設
し せ つ

や病院
びょういん

で生活
せいかつ

したい 

２．グループホーム
ぐ る ー ぷ ほ ー む

などを利用
り よ う

して生活
せいかつ

したい 

３．家族
か ぞ く

と一緒
いっしょ

に生活
せいかつ

したい 

４．自宅
じ た く

で一人
ひ と り

暮
ぐ

らしをしたい 

５．その他
た

（                               ） 

 

問
とい

19 地域
ち い き

で生活
せいかつ

するためには、どのような支援
し え ん

があればよいと思
おも

いますか。 

（あてはまるものすべてに○） 

１．在宅
ざいたく

で医療
いりょう

的
てき

ケア
け あ

（たんの吸引
きゅういん

、経管
けいかん

栄養
えいよう

、導
どう

尿
にょう

、呼吸
こきゅう

管理
か ん り

など）などが適切
てきせつ

に得
え

られること 

２．障害者
しょうがいしゃ

が暮
く

らしやすい住
す

まいの確保
か く ほ

 

３．必要
ひつよう

な在宅
ざいたく

サービス
さ ー び す

が適切
てきせつ

に利用
り よ う

できること 

４．生活
せいかつ

訓練
くんれん

等
とう

の充実
じゅうじつ

 

５．経済的
けいざいてき

な負担
ふ た ん

を軽
かる

くする 

６．相談
そうだん

をしやすくする 

       ７．地域
ち い き

の人
ひと

たちの障害
しょうがい

に対
たい

する理解
り か い

 

       ８．コミュニケ
こ み ゅ に け

-
－

ション
し ょ ん

（互
たが

いを理解
り か い

しあうこと）についての支援
し え ん

 

       ９．その他
た

（           ） 
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問
とい

20 あなたは５年後
ね ん ご

には、どのような暮
く

らしを望
のぞ

みますか。（○は１つだけ） 

１．自宅
じ た く

での一人
ひ と り

暮
く

らし 

２．自宅
じ た く

での家族
か ぞ く

との暮
く

らし 

３．グループホーム
ぐ る ー ぷ ほ ー む

での暮
く

らし 

４．福祉
ふ く し

施設
し せ つ

（障害者
しょうがいしゃ

支援
し え ん

施設
し せ つ

、老人
ろうじん

福祉
ふ く し

施設
し せ つ

）での暮
く

らし 

５．その他
た

（                               ） 

 

問
とい

21 あなたは 10年後
ね ん ご

には、どのような暮
く

らしを望
のぞ

みますか。（○は１つだけ） 

１．自宅
じ た く

での一人
ひ と り

暮
く

らし 

２．自宅
じ た く

での家族
か ぞ く

との暮
く

らし 

３．グループホーム
ぐ る ー ぷ ほ ー む

での暮
く

らし 

４．福祉
ふ く し

施設
し せ つ

（障害者
しょうがいしゃ

支援
し え ん

施設
し せ つ

、老人
ろうじん

福祉
ふ く し

施設
し せ つ

）での暮
く

らし 

５．その他
た

（                               ） 

 

 

 

日中
にっちゅう

活動
か つ ど う

や就労
しゅうろう

についてお聞
き

きします。 
 

問
とい

22 あなたは、１週間
しゅうかん

にどの程度
て い ど

外出
がいしゅつ

しますか。（○は１つだけ） 

１．毎日
まいにち

外出
がいしゅつ

する 

２．１週間
しゅうかん

に数回
すうかい

外出
がいしゅつ

する 

３．めったに外出
がいしゅつ

しない 

４．まったく外出
がいしゅつ

しない 

 

【問
とい

23から問
とい

25は、問
とい

22で、４．以外
い が い

を選択
せんたく

した場合
ば あ い

にお答
こた

えください。】 

問
とい

23 あなたが外出
がいしゅつ

する際
さい

の主
おも

な同伴者
どうはんしゃ

は誰
だれ

ですか。（○は１つだけ） 

１．父母
ふ ぼ

・祖父母
そ ふ ぼ

・兄弟
きょうだい

のいずれか 

２．配偶者
はいぐうしゃ

（夫
おっと

または妻
つま

） 

３．子
こ

ども 

４．ホームヘルパー
ほ ー む へ る ぱ ー

や施設
し せ つ

の職員
しょくいん

 

５．その他
た

の人
ひと

（ボランティア
ぼ ら ん て ぃ あ

等
とう

） 

６．一人
ひ と り

で外出
がいしゅつ

する 
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問
とい

24 あなたは、どのような目的
もくてき

で外出
がいしゅつ

することが多
おお

いですか。 

（あてはまるものすべてに○） 

１．通勤
つうきん

・通学
つうがく

・通所
つうしょ

 

２．訓練
くんれん

やリハビリ
り は び り

に行
い

く 

３．医療
いりょう

機関
き か ん

への受診
じゅしん

 

４．買
か

い物
もの

に行
い

く 

５．友人
ゆうじん

・知人
ち じ ん

に会う 

６．趣味
し ゅ み

やスポーツ
す ぽ ー つ

をする 

７．グループ
ぐ る ー ぷ

活動
かつどう

に参加
さ ん か

する 

８．散歩
さ ん ぽ

に行
い

く 

９．その他
た

（            ） 

 

問
とい

25 外出
がいしゅつ

する時
とき

に困
こま

ることは何
なん

ですか。（あてはまるものすべてに○） 

１．公共
こうきょう

交通
こうつう

機関
き か ん

が少
すく

ない（ない） 

２．列車
れっしゃ

やバス
ば す

の乗
の

り降
お

りが困難
こんなん

 

３．道路
ど う ろ

や駅
えき

に階段
かいだん

や段差
だ ん さ

が多
おお

い 

４．切符
き っ ぷ

の買
か

い方
かた

や乗換
の り か

えの方法
ほうほう

がわかりにくい 

５．外出先
がいしゅつさき

の建物
たてもの

の設備
せ つ び

が不便
ふ べ ん

（通路
つ う ろ

、トイレ
と い れ

、エレベーター
え れ べ ー た ー

など） 

６．介助者
かいじょしゃ

が確保
か く ほ

できない 

７．外出
がいしゅつ

にお金
かね

がかかる 

８．周囲
しゅうい

の目
め

が気
き

になる 

９．発作
ほ っ さ

など突然
とつぜん

の身体
か ら だ

の変化
へ ん か

が心配
しんぱい

 

１０．困
こま

った時
とき

にどうすればいいのか心配
しんぱい

 

１１．その他
た

（                              ） 

 

問
とい

26 あなたは、平日
へいじつ

の日中
にっちゅう

を主
おも

にどのように過
す

ごしていますか。（○は１つだけ） 

１．会社
かいしゃ

勤
つと

めや、自営業
じえいぎょう

、家業
かぎょう

などの収 入
しゅうにゅう

を得
え

る仕事
し ご と

をしている 

２．ボランティア
ぼ ら ん て ぃ あ

など、収 入
しゅうにゅう

を得
え

ない仕事
し ご と

をしている 

３．専業
せんぎょう

主婦
し ゅ ふ

（主夫
し ゅ ふ

）をしている 

４．福祉
ふ く し

施設
し せ つ

、作業所
さぎょうしょ

等
とう

に通
かよ

っている（就労
しゅうろう

継続
けいぞく

支援
し え ん

Ａ
えー

型
がた

も含
ふく

む） 

５．病院
びょういん

などのデイケア
で い け あ

に通
かよ

っている 

６．リハビリテーション
り は び り て ー し ょ ん

を受
う

けている 

     ７．自宅
じ た く

で過
す

ごしている      

     ８．入所
にゅうしょ

している施設
し せ つ

や病院
びょういん

等
とう

で過
す

ごしている 

     ９．大学
だいがく

、専門
せんもん

学校
がっこう

、職 業
しょくぎょう

訓練校
くんれんこう

などに通
かよ

っている 
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１０．特別
とくべつ

支援
し え ん

学校
がっこう

（小中高
しょうちゅうこう

等部
と う ぶ

）に通
かよ

っている 

１１．一般
いっぱん

の高校
こうこう

、小中学校
しょうちゅうがっこう

に通
かよ

っている 

１２．幼稚園
よ う ち え ん

、保育所
ほ い く じ ょ

、障害児
しょうがいじ

通園
つうえん

施設
し せ つ

などに通
かよ

っている 

１３．その他
た

（                              ） 

 

【問
とい

26で１．を選択
せんたく

した場合
ば あ い

にお答
こた

えください。】 

問
とい

27 どのような勤務
き ん む

形態
けいたい

で働
はたら

いていますか。（○は１つだけ） 

１．正職員
せいしょくいん

で他
た

の職員
しょくいん

と勤務
き ん む

条件
じょうけん

等
とう

に違
ちが

いはない 

２．正職員
せいしょくいん

で短時間
た ん じ か ん

勤務
き ん む

などの障害者
しょうがいしゃ

配慮
はいりょ

がある 

３．パート
ぱ ー と

・アルバイト
あ る ば い と

等
とう

の非常勤
ひじょうきん

職員
しょくいん

、派遣
は け ん

職員
しょくいん

 

４．自営業
じえいぎょう

、農林
のうりん

水産業
すいさんぎょう

など 

５．その他
た

（                              ） 

 

【問
とい

26で、１．以外
い が い

を選択
せんたく

した18～64歳
さい

の方
かた

にお聞
き

きします。】 

問
とい

28 あなたは今後
こ ん ご

、収 入
しゅうにゅう

を得
え

る仕事
し ご と

をしたいと思
おも

いますか。 

（○は１つだけ） 

１．仕事
し ご と

をしたい 

２．仕事
し ご と

をしたいができない 

３．仕事
し ご と

をしたいと思
おも

わない 

 

問
とい

29 収 入
しゅうにゅう

を得
え

る仕事
し ご と

を得
え

るために、職 業
しょくぎょう

訓練
くんれん

などを受
う

けたいと思
おも

いますか。

（○は１つだけ） 

１．すでに職 業
しょくぎょう

訓練
くんれん

を受
う

けた、または今
いま

訓練
くんれん

を受
う

けている 

２．職 業
しょくぎょう

訓練
くんれん

を受
う

けたい 

３．職 業
しょくぎょう

訓練
くんれん

を受
う

けようとは思
おも

わない 

４．職 業
しょくぎょう

訓練
くんれん

を受
う

ける必
ひつ

要
よう

はない 

 

問
とい

30 あなたは、障害者
しょうがいしゃ

の就労
しゅうろう

支援
し え ん

として、どのようなことが必要
ひつよう

だと思
おも

いますか。 

（あてはまるものすべてに○） 

１．通勤
つうきん

手段
しゅだん

の確保
か く ほ

 

２．勤務
き ん む

場所
ば し ょ

におけるバリアフリー
ば り あ ふ り ー

等
とう

の配慮
はいりょ

 

３．短時間
た ん じ か ん

勤務
き ん む

や勤務
き ん む

日数
にっすう

等
とう

の配慮
はいりょ
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４．自宅
じ た く

で仕事
し ご と

ができる状 況
じょうきょう

の推進
すいしん

 

５．職場
しょくば

の上司
じょうし

や同僚
どうりょう

に障害
しょうがい

の理解
り か い

があること 

６．職場
しょくば

で介助
かいじょ

や援助
えんじょ

等
とう

が受
う

けられること 

７．仕事
し ご と

を始
はじ

めた後
あと

の援助
えんじょ

など職場
しょくば

と支援
し え ん

機関
き か ん

の連携
れんけい

 

８．会社
かいしゃ

等
とう

でする仕事
し ご と

内容
ないよう

に合
あ

った就労
しゅうろう

訓練
くんれん

 

９．仕事
し ご と

についての職場外
しょくばがい

での相談
そうだん

対応
たいおう

、支援
し え ん

 

１０．その他
た

（                              ） 

 

 

 

障害
しょうがい

福祉
ふ く し

サービス
さ ー び す

等
と う

の利用
り よ う

についてお聞
き

きします。 
 

問
とい

31 あなたは障害
しょうがい

支援
し え ん

区分
く ぶ ん

（障害
しょうがい

程度
て い ど

区分
く ぶ ん

）の認定
にんてい

を受
う

けていますか。 

認定
にんてい

を受
う

けている場合
ば あ い

は１～6の区分
く ぶ ん

を、受
う

けていない場合
ば あ い

は７に○を付
つ

けて

ください。（○は１つだけ） 

※障害者
しょうがいしゃ

支援
し え ん

区分
く ぶ ん

とは、障害者
しょうがいしゃ

の心身
しんしん

の状態
じょうたい

等
とう

に応
おう

じて必要
ひつよう

とされる

標 準 的
ひょうじゅんてき

な支援
し え ん

の度合
ど あ

いを示
しめ

す区分
く ぶ ん

認定
にんてい

で、区分
く ぶ ん

１から区分
く ぶ ん

６までの6段階
だんかい

に

分
わ

かれます。今年
こ と し

4月
がつ

から、障害
しょうがい

程度
て い ど

区分
く ぶ ん

から障害
しょうがい

支援
し え ん

区分
く ぶ ん

に改
かい

正
せい

されまし

た。 

１．区分
く ぶ ん

１ 

２．区分
く ぶ ん

２ 

３．区分
く ぶ ん

3 

４．区分
く ぶ ん

4 

５．区分
く ぶ ん

5 

６．区分
く ぶ ん

6 

７．受
う

けていない 

 

 

問
とい

32 あなたは介護
か い ご

保険
ほ け ん

によるサービスを利用
り よ う

していますか。（○は１つだけ） 

１．利用
り よ う

している ２．利用
り よ う

していない 

 

【問
とい

32で、「１．利用
り よ う

している」を選択
せんたく

した方
かた

にお聞
き

きします。】 

問
とい

33 該当
がいとう

する要介護度
よ う か い ご ど

はどれですか。（○は１つだけ） 

１．要支援
ようしえん

１ 

２．要支援
ようしえん

２ 

３．要介護
ようかいご

１ 

４．要介護
ようかいご

２ 

５．要介護
ようかいご

３ 

６．要介護
ようかいご

４ 

７．要介護
ようかいご

５ 
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問
とい

34 あなたは次
つぎ

のサービス
さ ー び す

を利用
り よ う

していますか。また、今後
こ ん ご

利用
り よ う

したいと考
かんが

えま

すか。（①から⑳のそれぞれについて、「現在
げんざい

利用
り よ う

しているか」と「今後
こ ん ご

利用
り よ う

した

いか」の両方
りょうほう

を回答
かいとう

（番号
ばんごう

に○）してください） 

 

現在
げんざい

利用
り よ う

している

か 
今後
こ ん ご

利用
り よ う

したいか 

利
用

り

よ

う

し
て
い
る 

利
用

り

よ

う

し
て
い
な

い 利
用

り

よ

う

し
た
い 

利
用

り

よ

う

し
な
い 

① 居宅
きょたく

介護
か い ご

（ホームヘルプ
ほ ー む へ る ぷ

） 

自宅
じたく

で入 浴
にゅうよく

や排
はい

せつ、食事
しょくじ

などの介助
かいじょ

を 行
おこな

うサービス
さ ー び す

です。 

１ ２ １ ２ 

② 重度
じゅうど

訪問
ほうもん

介護
か い ご

 

重度
じゅうど

の障 害
しょうがい

があり常
つね

に介護
かいご

が必要
ひつよう

な方
かた

に、

自宅
じたく

で入 浴
にゅうよく

や排
はい

せつ、食事
しょくじ

などの介助
かいじょ

や

外 出
がいしゅつ

時
じ

の移動
いどう

の補助
ほじょ

を 行
おこな

うサービス
さ ー び す

です。 

１ ２ １ ２ 

③ 同行
どうこう

援護
え ん ご

 

視覚
しかく

障 害
しょうがい

により移動
いどう

が 著
いちじる

しく困難
こんなん

な方
かた

に、

外 出
がいしゅつ

に必要
ひつよう

な情 報
じょうほう

の提 供
ていきょう

や移動
いどう

の援護
えんご

な

どを行
おこな

うサービス
さ ー び す

です。 

１ ２ １ ２ 

④ 行動
こうどう

援護
え ん ご

 

知的
ちてき

障 害
しょうがい

や精神
せいしん

障 害
しょうがい

により行動
こうどう

が困難
こんなん

で

常
つね

に介護
かいご

が必要
ひつよう

な方
かた

に、行動
こうどう

するとき必要
ひつよう

な

介助
かいじょ

や 外 出
がいしゅつ

時
じ

の移動
いどう

の補助
ほじょ

などを 行
おこな

う

サービス
さ ー び す

です。 

１ ２ １ ２ 

⑤ 重度
じゅうど

障害者
しょうがいしゃ

等
とう

包括
ほうかつ

支援
し え ん

 

常
つね

に介護
かいご

が必要
ひつよう

な方
かた

で、介護
かいご

の必要
ひつよう

の程度
ていど

が

著
いちじる

しく高
たか

い方
かた

に、居宅
きょたく

介護
かいご

などのサービス
さ ー び す

を包括的
ほうかつてき

に提
てい

供
きょう

するサービス
さ ー び す

です。 

１ ２ １ ２ 

⑥ 生活
せいかつ

介護
か い ご

 

常
つね

に介護
かいご

が必要
ひつよう

な方
かた

に、施設
しせつ

で入 浴
にゅうよく

や排
はい

せ

つ、食事
しょくじ

の介護
かいご

や創作的
そうさくてき

活動
かつどう

などの機会
きかい

を提
てい

供
きょう

するサービス
さ ー び す

です。 

 

１ ２ 
１ ２ 
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 現在
げんざい

利用
り よ う

している

か 
今後
こ ん ご

利用
り よ う

したいか 

利
用

り

よ

う

し
て
い
る 

利
用

り

よ

う

し
て
い
な

い 利
用

り

よ

う

し
た
い 

利
用

り

よ

う

し
な
い 

⑦ 自立
じ り つ

訓練
くんれん

（機能
き の う

訓練
くんれん

、生活
せいかつ

訓練
くんれん

） 

自立
じりつ

した日 常
にちじょう

生活
せいかつ

や社会
しゃかい

生活
せいかつ

ができるよ

う、一定
いってい

の期間
きかん

における身体
しんたい

機能
きのう

や生活
せいかつ

能 力
のうりょく

向 上
こうじょう

のために必要
ひつよう

な訓練
くんれん

を 行
おこな

なう

サービス
さ ー び す

です。 

１ ２ １ ２ 

⑧ 就労
しゅうろう

移行
い こ う

支援
し え ん

 

会社
かいしゃ

等
とう

で 働
はたら

きたい方
かた

に、一定
いってい

の期間
きかん

、就 労
しゅうろう

に

必要
ひつよう

な知識
ちしき

及
およ

び能 力
のうりょく

の向 上
こうじょう

のための訓練
くんれん

を 行
おこな

うサービス
さ ー び す

です。 

１ ２ １ ２ 

⑨ 就労
しゅうろう

継続
けいぞく

支援
し え ん

（Ａ
えー

型
がた

、Ｂ
びー

型
がた

） 

会社
かいしゃ

等
とう

で 働
はたら

くことが困難
こんなん

な方
かた

に、就 労
しゅうろう

の

機会
きかい

の提 供
ていきょう

や生産
せいさん

活動
かつどう

その他
た

の活動
かつどう

の機会
きかい

の提 供
ていきょう

、知識
ちしき

や能 力
のうりょく

の向 上
こうじょう

のための訓練
くんれん

を 行
おこな

うサービス
さ ー び す

です。 

１ ２ １ ２ 

⑩療養
りょうよう

介護
か い ご

 

医療
いりょう

が必要
ひつよう

な方
かた

で、常
つね

に介護
かいご

を必要
ひつよう

とする方
かた

に、主
おも

に昼間
ひるま

に病 院
びょういん

等
とう

において機能
きのう

訓練
くんれん

、

療 養 上
りょうようじょう

の管理
かんり

、看護
かんご

などを 提 供
ていきょう

する

サービス
さ ー び す

です。 

１ ２ １ ２ 

⑪ 短期
た ん き

入所
にゅうしょ

（ショートステイ
し ょ ー と す て い

） 

在宅
ざいたく

の障害者
しょうがいしゃ

（児
じ

）を介護
かいご

する方
かた

が病気
びょうき

の場
ば

合
あい

などに、障害者
しょうがいしゃ

（児
じ

）が施設
しせつ

に短期間
たんきかん

入 所
にゅうしょ

し、入 浴
にゅうよく

、排
はい

せつ、食事
しょくじ

の介護
かいご

などを提供
ていきょう

す

るサービス
さ ー び す

です。  

１ ２ １ ２ 

⑫ 共同
きょうどう

生活
せいかつ

援助
えんじょ

（グループホーム
ぐ る ー ぷ ほ ー む

） 

夜間
やかん

や休 日
きゅうじつ

、共 同
きょうどう

生活
せいかつ

を 行
おこな

う住 居
じゅうきょ

で、

相談
そうだん

や日 常
にちじょう

生活上
せいかつじょう

の援助
えんじょ

を 行
おこな

うサービス
さ ー び す

 

       です。  

 

１ ２ １ ２ 
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現在
げんざい

利用
り よ う

している

か 
今後
こ ん ご

利用
り よ う

したいか 

利
用

り

よ

う

し
て
い
る 

利
用

り

よ

う

し
て
い
な

い 利
用

り

よ

う

し
た
い 

利
用

り

よ

う

し
な
い 

⑬施設
し せ つ

入所
にゅうしょ

支援
し え ん

 

主
しゅ

として夜間
やかん

、施設
しせつ

に入 所
にゅうしょ

する障害者
しょうがいしゃ

（児
じ

）

に対
たい

し、入 浴
にゅうよく

、排
はい

せつ、食事
しょくじ

の介護
かいご

などの支援
しえん

を 行
おこな

うサービス
さ ー び す

です。  

１ ２ １ ２ 

⑭相談
そうだん

支援
し え ん

 

福祉
ふくし

に関
かん

する問題
もんだい

や介護者
かいごしゃ

からの相談
そうだん

に応
おう

じ

て、必要
ひつよう

な情 報
じょうほう

の提 供
ていきょう

や助言
じょげん

などを 行
おこな

う

サービス
さ ー び す

です。 

１ ２ １ ２ 

⑮児童
じ ど う

発達
はったつ

支援
し え ん

 

日 常
にちじょう

生活
せいかつ

における基本的
きほんてき

な動作
どうさ

の指導
しどう

、知識
ちしき

技能
ぎのう

の付与
ふ よ

、集 団
しゅうだん

生活
せいかつ

への適応
てきおう

訓練
くんれん

などの

支援
しえん

を 行
おこな

うサービス
さ ー び す

です。 

 

１ ２ １ ２ 

⑯放課後
ほ う か ご

等
とう

デイサービス
で い さ ー び す

 

学校
がっこう

の授 業
じゅぎょう

終了後
しゅうりょうご

や学校
がっこう

の休 校
きゅうこう

日
び

に、

児童
じどう

発達
はったつ

支援
しえん

センター
せ ん た ー

等
とう

の施設
しせつ

に通
かよ

い、生活
せいかつ

能 力
のうりょく

向 上
こうじょう

のために必要
ひつよう

な訓練
くんれん

や、社会
しゃかい

と

の交 流
こうりゅう

の促進
そくしん

などの支援
しえん

を 行
おこな

うサービス
さ ー び す

です。 

１ ２ １ ２ 

⑰保育所
ほいくしょ

等
とう

訪問
ほうもん

支援
し え ん

 

保育所
ほいくしょ

等
とう

を訪問
ほうもん

し、障害児
しょうがいじ

に対
たい

して、障害児
しょうがいじ

以外
いがい

の児童
じどう

との集 団
しゅうだん

生活
せいかつ

への適応
てきおう

のための

専門的
せんもんてき

な支援
しえん

などを 行
おこな

うサービス
さ ー び す

です。 

 

１ ２ １ ２ 

⑱医療型
いりょうがた

児童
じ ど う

発達
はったつ

支援
し え ん

 

日 常
にちじょう

生活
せいかつ

における基本的
きほんてき

な動作
どうさ

の指導
しどう

、知識
ちしき

技能
ぎのう

の付与
ふ よ

、集 団
しゅうだん

生活
せいかつ

への適応
てきおう

訓練
くんれん

などの

支援
しえん

と治療
ちりょう

を 行
おこな

うサービス
さ ー び す

です。 

 

１ ２ 
１ ２ 
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現在
げんざい

利用
り よ う

している

か 
今後
こ ん ご

利用
り よ う

したいか 

利
用

り

よ

う

し
て
い
る 

利
用

り

よ

う

し
て
い
な

い 利
用

り

よ

う

し
た
い 

利
用

り

よ

う

し
な
い 

⑲福祉型
ふくしがた

児童
じ ど う

入所
にゅうしょ

支援
し え ん

 

障害児
しょうがいじ

入 所
にゅうしょ

施設
しせつ

に入 所
にゅうしょ

する障害児
しょうがいじ

に対
たい

し

て、保護
ほ ご

・日 常
にちじょう

生活
せいかつ

の指導
しどう

や知識
ちしき

技能
ぎのう

の付与
ふ よ

を 行
おこな

うサービス
さ ー び す

です。 

１ ２ １ ２ 

⑳医療型
いりょうがた

児童
じ ど う

入所
にゅうしょ

支援
し え ん

 

障害児
しょうがいじ

入 所
にゅうしょ

施設
しせつ

や指定
してい

医療
いりょう

機関
きかん

に入 所
にゅうしょ

等
とう

をする障害児
しょうがいじ

に対
たい

して、保護
ほ ご

・日 常
にちじょう

生活
せいかつ

の

指導
しどう

や 知識
ちしき

技能
ぎのう

の 付与
ふ よ

や 治療
ちりょう

を 行
おこな

う

サービス
さ ー び す

です。 

１ ２ １ ２ 

 

 

 

相談
そうだん

相手
あ い て

についてお聞
き

きします。 

問
とい

35 あなたは、普段
ふ だ ん

、悩
なや

みや困
こま

ったことをどなたに相談
そうだん

しますか。（あてはまる

ものすべてに○） 

１．親
おや

 

２．兄弟
きょうだい

姉妹
し ま い

 

３．祖父母
そ ふ ぼ

 

４．１～３以外
い が い

の家族
か ぞ く

 

５．親
しん

せき 

６．友人
ゆうじん

・知人
ち じ ん

 

７．近所
きんじょ

の人
ひと

 

８．職場
しょくば

の上司
じょうし

や同僚
どうりょう

 

９．施設
し せ つ

の指導員
しどういん

など 

     １０．ホームヘルパー
ほ ー む へ る ぱ ー

などサービス
さ ー び す

事業所
じぎょうしょ

の人
ひと

     

     １１．障害者
しょうがいしゃ

団体
だんたい

や家族会
かぞくかい

 

     １２．かかりつけの医師
い し

や看護師
か ん ご し
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１３．病院
びょういん

のケースワーカー
け ー す わ ー か ー

や介護
か い ご

保険
ほ け ん

のケアマネージャー
け あ ま ね ー じ ゃ ー

 

１４．民生
みんせい

委員
い い ん

・児童
じ ど う

委員
い い ん

 

１５．通園
つうえん

施設
し せ つ

や保育所
ほいくしょ

、幼稚園
ようちえん

、学校
がっこう

の先生
せんせい

 

１６．相談
そうだん

支援
し え ん

事業所
じぎょうしょ

などの民間
みんかん

の相談
そうだん

窓口
まどぐち

 

１７．行政
ぎょうせい

機関
き か ん

の相談
そうだん

窓口
まどぐち

 

１８．その他
た

（                              ） 

 

問
とい

36 あなたは障害
しょうがい

のことや福祉
ふ く し

サービス
さ ー び す

などに関
かん

する情報
じょうほう

を、どこから知
し

るこ

とが多
おお

いですか。（あてはまるものすべてに○） 

１．本
ほん

や新聞
しんぶん

、雑誌
ざ っ し

の記事
き じ

、テレビ
て れ び

やラジオ
ら じ お

のニュース
に ゅ ー す

 

２．行政
ぎょうせい

機関
き か ん

の広報誌
こうほうし

 

３．インターネット
い ん た ー ね っ と

 

４．家族
か ぞ く

や親
しん

せき、友人
ゆうじん

・知人
ち じ ん

 

５．サービス
さ ー び す

事業所
じぎょうしょ

の人
ひと

や施設
し せ つ

職員
しょくいん

 

６．障害者
しょうがいしゃ

団体
だんたい

や家族会
かぞくかい

（団体
だんたい

の機関誌
き か ん し

など） 

７．かかりつけの医師
い し

や看護師
か ん ご し

 

８．病院
びょういん

のケースワーカー
け ー す わ ー か ー

や介護
か い ご

保険
ほ け ん

のケアマネージャー
け あ ま ね ー じ ゃ ー

 

９．民生
みんせい

委員
い い ん

・児童
じ ど う

委員
い い ん

 

１０．通園
つうえん

施設
し せ つ

や保育所
ほいくしょ

、幼稚園
ようちえん

、学校
がっこう

の先生
せんせい

 

１１．相談
そうだん

支援
し え ん

事業所
じぎょうしょ

などの民間
みんかん

の相談
そうだん

窓口
まどぐち

 

１２．行政
ぎょうせい

機関
き か ん

の相談
そうだん

窓口
まどぐち

 

１３．その他
た

（                              ） 

 

問
とい

37 あなたは、今年
こ と し

6月
がつ

に安芸
あ き

高田市
た か た し

障害者
しょうがいしゃ

基幹
き か ん

相談
そうだん

支援
し え ん

センター
せ ん た ー

が開所
かいしょ

したこ

とを知
し

っていますか。 

１．知
し

っている 

２．知
し

らない 

３．わからない 
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権利
け ん り

擁護
よ う ご

についてお聞
き

きします。 
 

問
とい

38 あなたは、障害
しょうがい

があることで差別
さ べ つ

や嫌
いや

な思
おも

いをする（した）ことがあります

か。（○は１つだけ） 

１．ある ２．少
すこ

しある ３．ない 

 

【問
とい

38で、１．又
また

は２．と回答
かいとう

された方
かた

にお聞
き

きします。】 

問
とい

39 どのような場所
ば し ょ

で差別
さ べ つ

や嫌
いや

な思
おも

いをしましたか。 

（あてはまるものすべてに○） 

１．学校
がっこう

・仕事場
し ご と ば

 

２．仕事
し ご と

を探
さが

すとき 

３．外出先
がいしゅつさき

 

４．余暇
よ か

を楽
たの

しむとき 

５．病院
びょういん

などの医療
いりょう

機関
き か ん

 

６．住
す

んでいる地域
ち い き

 

７．その他
た

（            ） 

 

問
とい

40 あなたは、成年
せいねん

後見
こうけん

制度
せ い ど

についてご存
ぞん

じですか。 

（○は１つだけ） 

 ※成年
せいねん

後見
こうけん

制度
せ い ど

とは、知的
ち て き

障害
しょうがい

や精神
せいしん

障害
しょうがい

などの理由
り ゆ う

により、判断
はんだん

能力
のうりょく

が十分
じゅうぶん

でない方
かた

の財産
ざいさん

などの権利
け ん り

を守
まも

る制度
せ い ど

です。 

１．制度
せ い ど

の名前
な ま え

も内容
ないよう

も知
し

っている 

２．制度
せ い ど

の名前
な ま え

を聞
き

いたことがあるが、内容
ないよう

は知
し

らない 

３．制度
せ い ど

の名前
な ま え

も内容
ないよう

も知
し

らない、はじめて聞
き

いた 

 

問
とい

41 あなたは、今年
こ と し

から安芸
あ き

高田市
た か た し

社会
しゃかい

福祉協
ふくしきょう

議会
ぎ か い

が成年
せいねん

後見人
こうけんにん

を受
う

けることが

できるようになったことを知
し

っていますか。（○は1つだけ） 

１．知
し

っている 

２．知
し

らない 

３．わからない 
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災害
さいがい

時
じ

の避難
ひ な ん

等
とう

についてお聞
き

きします。 
 

問
とい

42 あなたは、火事
か じ

や地震
じ し ん

等
とう

の災害
さいがい

時
じ

に一人
ひ と り

で避難
ひ な ん

できますか。 

（○は１つだけ） 

１．できる ２．できない ３．わからない 

 

問
とい

43 家族
か ぞ く

が不在
ふ ざ い

の場合
ば あ い

や一人暮
ひ と り ぐ

らしの場合
ば あ い

、近所
きんじょ

にあなたを助
たす

けてくれる人
ひと

はい

ますか。（○は１つだけ） 

１．いる ２．いない ３．わからない 

 

問
とい

44 火事
か じ

や地震
じ し ん

等
とう

の災害
さいがい

時
じ

に困
こま

ることは何
なん

ですか。 

（あてはまるものすべてに○） 

１．投薬
とうやく

や治療
ちりょう

が受
う

けられない 

２．補
ほ

装具
そ う ぐ

の使用
し よ う

が困難
こんなん

になる 

３．補
ほ

装具
そ う ぐ

や日常
にちじょう

生活
せいかつ

用具
よ う ぐ

の入手
にゅうしゅ

ができなくなる 

４．救助
きゅうじょ

を求
もと

めることができない 

５．安全
あんぜん

なところまで、早
はや

く避難
ひ な ん

することができない 

６．被害
ひ が い

状 況
じょうきょう

、避難
ひ な ん

場所
ば し ょ

などの情報
じょうほう

が入手
にゅうしゅ

できない 

７．周囲
しゅうい

とコミュニケーション
こ み ゅ に け ー し ょ ん

がとれない 

８．避難
ひ な ん

場所
ば し ょ

の設備
せ つ び

（トイレ
と い れ

等
など

）や生活
せいかつ

環境
かんきょう

が不安
ふ あ ん

 

９．その他
た

（                               ） 

１０．特
とく

にない 
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選挙
せんきょ

の投票
とうひょう

についてお聞
き

きします。（20歳
さい

以上
いじょう

の方
かた

のみお答
こた

えくださ

い）                       
 

問
とい

45 あなたは、これまでに選挙
せんきょ

の投票
とうひょう

に行
い

ったことがありますか。 

（○は１つだけ） 

１．一度
い ち ど

も行
い

ったことがない、又
また

は行
い

くことができない 

２．行
い

く時
とき

と行
い

かない時
とき

がある 

３．他
ほか

に予定
よ て い

がなければ行
い

くようにしている（期日前
きじつぜん

投票
とうひょう

まではしていない） 

４．必
かなら

ず行
い

く 

 

【問
とい

45で、１．又
また

は２．を選択
せんたく

した場合
ば あ い

にお答
こた

えください。】 

問
とい

46 あなたが選挙
せんきょ

の投票
とうひょう

に行
い

かない、又
また

は行
い

くことができない理由
り ゆ う

は何
なん

ですか。

（あてはまるものすべてに○） 

１．投票所
とうひょうじょ

の場所
ば し ょ

が分
わ

からない 

２．投票所
とうひょうじょ

までの移動
い ど う

手段
しゅだん

（公共
こうきょう

交通
こうつう

機関
き か ん

など）が少
すく

ない（ない） 

３．投票所
とうひょうじょ

に階段
かいだん

や段差
だ ん さ

が多
おお

い 

４．投票所
とうひょうじょ

での投票
とうひょう

の方法
ほうほう

が分
わ

からない 

５．介助者
かいじょしゃ

や支援者
しえんしゃ

が確保
か く ほ

できない 

６．周囲
しゅうい

の目
め

が気
き

になる 

７．発作
ほ っ さ

など突然
とつぜん

の身体
か ら だ

の変化
へ ん か

が心配
しんぱい

 

８．その他
た

（                               ） 
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「しょうがい」の表記
ひょうき

についてお聞
き

きします。         
 

問
とい

47 「しょうがい」の表記
ひょうき

について、法令
ほうれい

では「障害
しょうがい

」を使
つか

っていますが、この

表記
ひょうき

のあり方
かた

について様々
さまざま

な意見
い け ん

があります。あなたは、「しょうがい」の表記
ひょうき

としてどれがふさわしいと思
おも

いますか。（○は１つだけ） 

  ※「障害
しょうがい

」、「障碍
しょうがい

」、「障
しょう

がい」の説明は、別紙を参照してください。 

１．障害
しょうがい

 

２．障碍
しょうがい

 

３．障
しょう

がい 

４．しょうがい 

５．どれでもよい 

６．その他
た

（                               ） 

７．わからない 
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あなたご本人
ほんにん

への質問
しつもん

は以上
いじょう

です。最後
さ い ご

に、障害
しょうがい

福祉
ふ く し

サービス
さ ー び す

や行政
ぎょうせい

の取組
とりくみ

につ

いて、何
なに

かご意見
い け ん

がありましたら、自由
じ ゆ う

にご記入
きにゅう

ください。 

 

                                      

 

                                      

 

                                      

 

                                      

 

                                      

 

                                      

 

                                      

 

                                      

 

                                      

 

                                      

 

                                      

 

                                      

 

                                      

 

 

 

ご協 力
きょうりょく

ありがとうございました。 
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【お知
し

らせ】 
 

問
とい

37 でお尋
たず

ねしました「安芸
あ き

高田市
た か た し

障害者
しょうがいしゃ

基幹
き か ん

相談
そうだん

支援
し え ん

センター
せ ん た ー

」をご紹介
しょうかい

します。 

 

安芸
あ き

高田市
た か た し

障害者
しょうがいしゃ

基幹
き か ん

相談
そうだん

支援
し え ん

センター
せ ん た ー

 

 

障害
しょうがい

手帳
てちょう

のあるなしに関
かか

わらず、障害
しょうがい

がある方
かた

のお困
こま

りごとの相談
そうだん

を

お受
う

けします。 

 

事務所
じ む し ょ

の場所
ば し ょ

 安芸
あ き

高田市
た か た し

中央
ちゅうおう

保健
ほ け ん

センター
せ ん た ー

3階
かい

 

（安芸
あ き

高田市
た か た し

吉田町
よしだちょう

常
つね

友
とも

1564番地
ば ん ち

2） 

電話
で ん わ

又
また

はお太
た

助フォン
す け ふ ぉ ん

 

 

FAX
ふぁっくす

 

0826-47-1080 

0826-47-1083（虐待
ぎゃくたい

防止
ぼ う し

センター
せ ん た ー

） 

0826-47-1061 

開所
かいしょ

日
び

 月曜日
げつようび

～金曜日
きんようび

（祝日
しゅくじつ

、年末
ねんまつ

年始
ね ん し

（12/29～1/3を除
のぞ

く） 

開所
かいしょ

時間
じ か ん

 ８：３０～17：１５ 

業務
ぎょうむ

内容
ないよう

 障害者
しょうがいしゃ

総合
そうごう

支援法
しえんほう

に基
もと

づき、地域
ち い き

における相談
そうだん

支援
し え ん

の中核的
ちゅうかくてき

な

役割
やくわり

を担
にな

う機関
き か ん

として、障害者
しょうがいしゃ

の相談
そうだん

支援
し え ん

に関
かん

する業務
ぎょうむ

を 行
おこなっ

っ

ています。 

（１）相談
そうだん

支援
し え ん

業務
ぎょうむ

 ○障害
しょうがい

種別
しゅべつ

や年齢
ねんれい

を問
と

わない相談
そうだん

対応
たいおう

や情報
じょうほう

提供
ていきょう

 

○解決
かいけつ

困難
こんなん

な生活
せいかつ

課題
か だ い

を抱
かか

えた障害
しょうがい

（児
じ

）者
しゃ

への相談
そうだん

受付
うけつけ

 

○長期
ちょうき

入所
にゅうしょ

・入院
にゅういん

している障害者
しょうがいしゃ

の地域
ち い き

移行
い こ う

支援
し え ん

 

○居宅
きょたく

でひとり暮
く

らしをしている障害者
しょうがいしゃ

の地域
ち い き

定着
ていちゃく

支援
し え ん

 

○就労
しゅうろう

相談
そうだん

・ジョブコーチ
じ ょ ぶ こ ー ち

・職場
しょくば

開拓
かいたく

等
とう

による就労
しゅうろう

支援
し え ん

 

（２）地域
ち い き

づくり ○障害者
しょうがいしゃ

自立
じ り つ

支援協
しえんきょう

議会
ぎ か い

の運営
うんえい

 

○相談
そうだん

支援
し え ん

事業所
じぎょうしょ

や障害者
しょうがいしゃ

福祉
ふ く し

事業所
じぎょうしょ

とのネットワーク
ね っ と わ ー く

の構築
こうちく

 

○ピアサポーター
ぴ あ さ ぽ ー た ー

を活用
かつよう

した当事者
とうじしゃ

支援
し え ん

 

○住宅
じゅうたく

入居
にゅうきょ

など、地域
ち い き

生活
せいかつ

に関
かん

する支援
し え ん

 

（３）権利
け ん り

擁護
よ う ご

 ○障害者
しょうがいしゃ

虐待
ぎゃくたい

に関
かん

する通報
つうほう

の受付
うけつけ

及
およ

び障害者
しょうがいしゃ

、養護者
ようごしゃ

への相談
そうだん

支援
し え ん

 

○成年
せいねん

後見
こうけん

制度
せ い ど

の申立
もうした

ての相談
そうだん

及
およ

び利用
り よ う

支援
し え ん

 

○夜間
や か ん

・休日
きゅうじつ

の虐待
ぎゃくたい

防止
ぼ う し

に係
かか

る対応
たいおう

 

虐待
ぎゃくたい

防止
ぼ う し

センター
せ ん た ー

（☎0826-47-1083）24時間
じ か ん

電話
で ん わ

対応
たいおう
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（３）自由回答（フリーアンサー）集約結果 

 

市の障害福祉サービスや行政の取り組み等に対して、記述形式による意見（自由回答）

を求めたところ、合計 199人（16.3％）からの記述がありました。以下に、その内容を

次表の通り分類し、意見を掲載しています。なお、１人の方が複数の分類にわたる内容

の意見を記述されているため、合計件数は延べ件数となります。 

 

【外出・移動について】（11件） 

（お太助ワゴン・バス）（８件） 

・お太助ワゴンを土曜日も運行されるとよいと思う。 

・車の免許を持っておらず移動手段は自転車しかない。大変な思いをしている。公共交

通機関の便数を増やして欲しいと強く願う。 

・お太助ワゴンを初めて利用させてもらったところ、行きは良かったが、病院の帰りは

30分前に電話下さいとのこと。タクシーを利用することになり大変怒りを覚えた。 

・お太助バスの前日予約や帰る時間が思うようにならないと聞く。ＪＲと連動した改正

を望む。 

・お太助ワゴンをよく利用する。土曜・日曜とバスが通っていない地域。「平日振替で

１日１往復でも」と望んでいます。 

・バスの本数を増やしてください。（特に土日） 

・バスの本数を増やしてください。 

・乗り物の回数が少ないので不便。 

（その他）（３件） 

・公共の場で車いす専用の駐車場がありながら停めることができないことがある。歩く

ことが可能な人はそれなりの場所に駐車してほしい。 

・障害者手帳の交付に感謝。公共施設にバリアフリーの感覚を持って欲しい。階段ステッ

プを見やすい色にするとか。 

・自分のことはできるが外出がままならない人のフォローはどうなっているのか気にな

る。民生委員の不備も聞く。重度の方はケアマネがいるが、軽度の人でもケアの必要

な人がいるはず。悩まれている人も多いと思う。 

 

【お太助フォンについて】（４件） 

・お太助フォンで自分で外に出ることが可能になった。感謝している。 

・聴覚障害者で通院中。お太助フォンは聴き取れないので撤去した。撤去費用が高く

10,800円かかった。防災無線がなくなり、災害時が心配。先日の大雨も心配で近所に

電話して安心した。 

・お太助フォンは残念ですが私には使用することができない。 

・お太助フォンのロボット放送。あんな約束をしたことはない。生放送に変えること。

外来語を使い過ぎ。 
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【障害福祉について】（58件） 

（お太助タクシーチケット）（５件） 

・タクシーチケットには感謝している。今後もよろしく。 

・ガソリン券を発行して欲しい。 

・タクシーチケットはバスにも使えるようにして欲しい。 

・タクシーチケットの交付対象を三次市のように精神保健福祉手帳２級からにして欲し

い。 

・タクシーチケットをガソリン券や灯油など日用雑貨に使えるチケットに変えて欲しい。

赤字であるが、財産があり生活保護の適用にならない。 

（計画の推進・福祉サービスの充実）（11件） 

・退院後の自立支援を大いにしてください。 

・障害福祉サービスは他市町より良い。 

・障害福祉サービスの更新申請は毎年しなくていけないのか？ 本人も分かりやすい更

新手続きは無理か。親亡き後は介助者がしてくれるのか？ 

・デイサービスへ毎日行っているが、行政の取組が表に出るのは、障害者手帳の交付の

確認や限度額を超えた時くらい。手続きの簡素化のため自動更新があっても良いと思

う。 

・広島市等に比べると移動支援等もなく受けられるサービスに差がある。老人の福祉ば

かり充実している。 

・施設や病院に入所している場合でも時々は自宅に帰りたいが、そのための住宅改修や

福祉用具貸出が制度や補助が一切ない。 

・私は発達障害者当事者です。診断は大人になってから。幼少期にもっと取り組んでも

らえればもっと違ったはず。早期発見が不可欠。大人になってからもカウンセリング

やサポートの充実を。 

・特定疾患等の相談窓口を市内に設けて欲しい。広島市中区までの申請は大変でした。

市職員ももう少し福祉の手続きについて段取りなど知っておいて欲しい。「分からな

い」と言う回答が多すぎる。詳しければ窓口の対応時間も短くて済むはず。ワンストッ

プサービスも変わり変わり人が来て、一人の人にじっくり話を聞いて欲しい。しんど

かった。 

・ストーマ装具の公費給付を今後も継続して下さい。 

・医療・介護、市の福祉サービス（おしめ支援）を受けて経済的な負担を軽くすること

ができ感謝している。 

・障害者保護のため高速道路割引・駐車場の便宜等薬価の割引、ありがたく感謝してい

る。今後もよろしく。 

（施設・事業所の充実・整備要望）（14件） 

・これから子どもが育っていく上で相談できる場が欲しい。三次の療育教室にも通って

いるが、費用も高くつく。吉田でも８月から療育教室をやっているそうだが、連絡な

し。もう少し子どもの障害について考えて欲しい。 

・障害児の事業所が不足。早期整備要望。 
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・放課後等デイサービスの利用定員がいっぱいで、支給決定分利用できない。定員を増

やして欲しい。送迎も帰りもして欲しい。 

・相談支援センター（こども発達支援センター？）ができたので、療育教室があるのか

なと期待したが、「立ち上げ中なので、いちご教室よりも年齢が上の児童に対する教

室はない」と聞いた。市内にないため週３日近隣市の障害児通所事業所に通い、とて

も不便を感じている。支援センターに発達障害児の子どもが通えるようになると良い

と思っている。 

・今の子に必要な・・・作って欲しい。 

・指導訓練施設があると助かる。 

・障害者基幹相談支援センターの開設には大変感謝している。今後ともよろしくお願い

します。 

・障害者基幹相談支援センターが開設され、期待している。障害児にはまたまだ十分な

サービスが受けられていないと思う。大人だけでなく、児童の部分も考えて欲しい。 

・精神障害者リハビリテーションセンター・精神障害者デイサービス・児童発達支援を

安芸高田市に開設して欲しい。清風会のことを市社会福祉課職員があまり知らないの

で勉強して欲しい。障害者基幹相談支援センターが開設されたので今度行かせていた

だく。 

・今は必要ないが、親亡き後が心配なので、高宮美土里地区にグループホームを立ち上

げて欲しい。バスの便が良いので。 

・提出が遅れてすみません。障害者になり９年経つ。同じような障害を持った人が集ま

る集いがあればいいなぁと思います。 

・障害者雇用の推進を。 

・発達障害専門の医療機関を作って欲しい。相談だけで医療が受けられる所があればう

れしい。東広島までは遠い。 

・障害者手帳を持っているが手当等の入金はない。サービスを利用するとすべてに費用

がいる。負担を感じる。病院も待ち時間がかかり思うようにならない。往診してくれ

る医院がない。 

（情報公開・制度周知）（12件） 

・人工骨を入れていますが歩行困難であるため、病院などへの送り迎えを常にしている。

身体障害者手帳４級を持っていても公共交通機関を利用できないので意味がないよ

うな気がする。介護者に対して何らかの補助はないのか？ 

・いまだに情報不足。当局は障害についてしっかり広報すること。 

・療育手帳Ａ判定で、手帳取得時に一覧表をいただくが、市のホームページには紙おむ

つ助成が記載されており、今では経済的に助かっている。しかし一覧表に記載されな

いのは不親切。 

・福祉サービスを教えて欲しい。手当等は聞かないと教えてくれない。 

・行政の方は親切なのですが、もっと詳しく色々な事（割引等のこと）を教えてくださ

い。ありがとうございます。これからもよろしくお願いします。 
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・行政の方にはいつもお世話になります。これからも色々なサービスや案内連絡等をよ

ろしくお願いします。 

・福祉サービスの情報発信をしっかりして欲しい。色々とご苦労かとも思いますが、よ

ろしくお願いします。 

・市から適切な情報が開示されていない。一年近く知らない情報があった。制度改正が

相次ぎ大変な状況は分かるが何度も足を運ぶことが減るので相談も減るのでは。色々

な制度のおかげで助かっていることも事実ですが…。 

・安芸高田市にどんなサービスがあり、自分が受けられるのかよく分からない。役所の

人と話をしたことがないので聞きづらい。 

・就労継続支援事業所内では充分補助してもらっているが、内容については不明。 

・福祉サービスに変更があった時は特に障害者本人に対するサービス変更がある場合は

本人家族に分かりやすい文書で案内していただきたいものです。 

・民生委員の役割としてどんなものがあるか分からないが、施設入所した途端地域情報

が皆無になる。定期的に訪問し情報提供する義務はないのか？市内の民生委員は不要

な存在に映る。税金がもったいない。 

（障害者理解）（５件） 

・精神障害者への一般理解がされていない。心のケアが少ない。 

・発達障害についての支援やサービス・理解が少ない。「見た目は普通なのに・・・」

と言う言葉が負担。学校に対しても不信感。軽度の障害者や発達障害ついて取り上げ

て欲しい。 

・障害に理解のある病院が少ない。 

・身体にハンディがあり、職場で手帳を持っていることは言えない。障害者雇用の推進

を。 

・地域も市役所も親切な人が多い。 

（障害年金）（５件） 

・障害年金が少ない。 

・障害年金について、不公平を感じる。人前では杖を付くなど偽装している者もいる。 

・障害年金の問い合わせをしたが、明確な答えがなく請求できなかった。他機関での問

い合わせで請求できたが、行政の対応が悪く残念に思ったことがある。 

・障害者に対してもっと理解し温かい手助けを差し伸べて欲しい。すべて健常者中心で

情けない。 

・障害年金は国民年金の者に冷たい。広島県は却下が多いらしい。 

（その他）（６件） 

・新聞の記事を見て、テレビで手足が不自由な身体障害の方は大変だと思いました。 

・法改正の変更の情報提供を。 

・市役所から送付する担当課の宛名に「障害者福祉課」と記載がしている。もっと配慮

しろ。 

・しょうがい者や弱者に心配りしていただき感謝。今後もよろしく。 

・障害者のことを行政で取り組んでいただきありがたいことだと思っています。 

・病院で重度障害があるにもかかわらず介護の方がよく面倒を見ていただいて 

感謝している。 
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【福祉全般】（38件） 

（児童福祉）（３件） 

・子どもの送迎サービス充実。障害のある人が子育てしやすい環境整備要望。 

・祝日も保育園が開くとよいと思う。小学校も放課後児童クラブで小６まで預けられる

と助かる。 

・いろんなサービスがあってもよく理解できていないため、手帳を持っている家庭には

こんなサービスを受けられると言うことが一切してもらえない。特別児童扶養手当の

事は制度そのものを知らなかった。とても不親切だと思う。 

（医療）（４件） 

・後期高齢者の保険料等が高い。財政事情が悪いからか？ 

・医療費負担に頭を悩ませている。入院費用もなく入院もできない。国保料も高い。 

・重度医療で助かっている。残り少ない人生を大切に生きる。 

・高い医療費を負担していただいており心苦しい。40歳過ぎから悪くなっていると医師

から言われていたが、どんなことに注意してよいか分からず 20年後に病気になった。

悪くなっていると言われている人には食事指導していただきたい。 

（高齢者・介護保険）（８件） 

・デイサービスは楽しい。 

・思いもしない身体になりこれからが不安だった。介護保険事業所を利用するようにな

り楽しく過ごしている。本当に感謝している。 

・介護保険認定不要で施設又は自宅での入浴支援を実現して欲しい。 

・日頃はシャワーで済ませているが、入浴サービスを利用したい。支援センターの専門

員には相談したことあり。 

・来年度から要介護 3以上でなければ施設入所できないのは大変困る。 

・ショートのデイサービスの回数を増やして欲しい。 

・安芸高田市内にリハビリ専門施設が欲しい 

・特に高齢障害者の年金から税金・その他－の事項は最小限にして欲しい。生活に非常

に困っている。 

（社会福祉）（２件） 

・社会福祉協議会や民生委員、その他公的機関が障害者一人一人を把握しているか不安。 

・民生委員本来の仕事をしていない感じがする。 

（福祉全般）（11件） 

・福祉の向上をよろしく。こんなに早く不自由になるとは思わなかった。 

・障害者、認知症の人への差別がない市になればよいと思います。 

・空き家を活用して住所地のある住民を雇用して福祉サービスを実施すれば地域活性化

にも利用者の安心感にもつながると考える。 

・経済的な支援を望みます。 

・現在の取り組みで良いと思っています。 

・20 年前から比べると随分福祉に対する認識や取り組みが充実してきている。

早期取り組みが重要。障害児を持つ親としてはできるかぎり本人が自立して

できるように願っている。本市で生まれてよかったと思えるようお願いする。 
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・医療費負担助成を年収差で有無は？福祉サービスは決して充実しているとは思わない。

何かにつけ市民の負担は大きい。市民からの声にはあまり耳を傾けない。対応が遅い。 

・年金から色々差し引かれて実質減額となっていて生活に影響が生じる。 

・夫婦とも身体障害者で今後高齢になり家庭で介護する当人に介護支援は受けられない

のか？ 

・透析を受けているが、生活習慣病でなったわけではないのに、市議会議員の地区での

説明でお金がかかるので健康管理にも気を付けてくれと言われ、肩身が狭い思いをし

た。早く死ねばいいと言われた人もいる。申し訳ないと思い、地区のためにできるだ

け働こうと思う。体調が悪くつらい。 

・差別を無くして欲しい。 

（その他）（10件） 

・私が頼る所は市役所です。福祉の方にはお世話になっております。安心して相談でき

る場所です。いつもお世話になって申し訳なく想います。これからもよろしくお願い

します。 

・いつもありがとうございます。 

・平素、行政の方、病院の方々には大変お世話になり感謝している。今後ともご心配を

お掛けしたり、世話になったりすると思うがよろしくお願いします。 

・福祉サービスはとても良いと思います。高齢のためお世話をお掛けすると思うがよろ

しく。 

・現在のままで充分満足しています。 

・大変細やかな配慮のよく努力されている。今後ともよろしくお願いします。 

・今頃は大変良くなっていると思う。これからも良くなるようにお願いします。 

・生後から重度の障害があり、35歳まで施設ではなく自宅で生活していた。現在、施設

入所しており家族は大助かりである。福祉が充実してありがたい時代になった。 

・別に言うことはない。ありがたい世の中になりましたということでした。 

・福祉について勉強になった。障害福祉についても同様。現代において福祉そのものが

とても最高にもったいないくらい良い時代になった。いろんな人に助けていただき感

謝している。車についても近くに止められる等配慮されている。ボケないように努力

していきたいと思う。免許更新目指して頑張る。 

 

【住居・生活環境・家族について】（13件） 

・周りの皆さんによくしてもらっている。 

・兄夫婦に悪口をいわれなくなり精神的に落ち着いてきた。 

・近所に人がいない。昼間に一人でいる。月に 1回は（世間話でもよいので）来てもら

いたい。夜は若い２人がいる。 

・視覚障害があり何をするにしても一人では無理。家での生活が一番。 

・50歳で障害になった時は全て終わったと思ったが、次々とステップを重ねて前向きに

なった。少しでも良くなるようにお願いします。 

・主人と死に別れ、孫と暮らしてにぎやかに過ごしています。もう少し静かに 

過ごしたいが・・・。これからもよろしくお願いします。 
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・今はできるだけ自分のことはやろうとう思う。 

・私は親から離れて一人暮らしを頑張りたいです。仕事がんばります。 

・80～90歳代の高齢夫婦で暮らしていると不安になる。 

・耳が遠く人中に行くのが非常につらい。会合に行っても話が見えない。自殺したい人

の気持ちが分かる。一人でいるのもつらいが、気分は楽。 

・私の場合、障害者ではあるが日常生活では何も苦しいことはない。私の努力により早

く元気になり、生きがいを感じている。家族・病院の先生のおかげ。農作業もできる

し、車の運転もできる。人の世話にならないよう身体を大切に保ちたい。 

・テレビ等で統合失調症の人は免許を返さなくてはいけなくなる。 

・眼がだんだん見えにくくなるので困ります。 

 

【相談・情報について】（34件） 

・足腰が悪い上、将来が不安。ヘルパーには感謝。ストーマは自分で外せるよう努力し

ている。 

・高齢なので今後が不安。 

・配偶者と二人で暮らしているため、どちらか介護が必要となった場合心配。その時は

相談にのってください。 

・時間において行動すること。 

・治療費に４万円かかる。仕事をやめたいが・・・。 

・誰しも好んで病身になる者はいない。自然は実に偉大だ。 

・老後の生活設計は的外れが多くありました。自分でがんばります。 

・みんな同じ人間だと言う意識が大切。 

・肺気腫でとてもつらい時の対処方法が分からない。あれば教えて欲しい。本当に治ら

ないのか？段々悪化し筋肉が落ちてきた。 

・身体障害を有し身体がふらつき人に当てることも多く気を使う。 

・難病を抱え生活している。当たり前の重みをつくづく考えさせられる。 

・オリンピックとパラリンピックの報奨金の額が倍以上違う。障害者にそんなに差を付

ける必要があるのか。これが現在の行政の考え方だ。 

・一人暮らしで目が不自由で透析があるため入院治療中。病院は看護師の対応が非常に

悪い。透析専用の施設があったらと思います。 

・親子共々子離れ親離れができなくなっている。収入が少ないため、グループホームで

しか自立の方法がなく、数も少ない。 

・病気になった時の応急処置に困る。両ひざ手術のため片時も杖が離せない。 

・今の所不自由なし。高齢なのでいつ何があるか分からない。 

・行政・政治、金のために時を消費している。格差が拡大していくだろう。法整備杜撰、

立法が貧弱。 

・何事も考えることなく人さまの顔も見ないで死を待っている状態 

・ペースメーカの埋め込みで心臓機能障害１級。定期検査を受けるだけで安心

しています。 

・車に張り付ける障害者マークは４級の私にももらえるのか知りたい。 
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・漢字と計算ができることがちょっと難しい。 

・他人様をアテにしないで毎日を過ごしたいものです。 

・関節リウマチになり 10 年以上になる。治療費（点滴・薬代）が高くて困っている。

無理をすると関節が変形しこの先心配。 

・１日２時間位、仕事がしたい。 

・今後勉強していきます。後、指導をお願いします。 

・特にない。現在のままで充分です。 

・今は自分の事が出来るが、この先は分からない。その時にサービス利用は考えます。 

・障害者に気軽に相談に応じることがまず第一歩と思います。 

・事務的ではなく本人と家族とともに治療ケアしてもらうのが良いかと思う。 

・近いうちに、腎臓病で透析を受ける可能性があるので費用がとても係るから心配です。 

・今後ともよろしくお願いします。 

・80歳近い身の上のため、いくらかは福祉のお世話になりたいと思っている。障害者差

別を感じたことはない。 

・介護と障害福祉サービスを同時に利用するのは無理でしょうか。それと、警報ブザー

の取り付けが義務付けされているが、取り付けに来ていただく方法ではだめですか？ 

・難聴で困っています。オーダーで補聴器を作っているが、電話の応対に困っている。

何か良い物があれば教えて欲しい。思うような器具見つからない。 

 

【アンケートについて】（35件） 

（設問に関すること）（11件） 

・アンケートの内容が分かりづらい（説明） 

・年が多いので理解できないことが余りも多い。 

・私も年なので合点がいかないことがある。 

・分かりにくいところはチェックしませんでした。 

・質問は難しい。 

・分からない。 

・就労や介護に関する質問は大人向けなので細分化された児童向けのアンケートを望む。 

・未就学児なのでこのアンケートには答えられない部分が多い。 

・問 31．障害福祉サービスの利用、これからのことは良く分からない。まだまだ働きた

いと思っている。よろしくお願いします。 

・問 31 の障害程度区分については介護優先で障害支援区分適用者が限られるのではな

いか？ 詳しい説明を聞きたい。 

・問 42、問 43、問 44 については最近土石流があったばかりなので非常に関心があり、

身の回りについて確認をさせていただいた。ありがとうございました。 

（アンケート実施方法等）（15件） 

・このアンケートを記入しても役に立たない。安芸高田市の財政は無駄な所ばかり目立

つ。市長をはじめ選挙のときは良いことを言う。議員を含め、のど元過ぎればと思っ

ているのか、腹が立つ。力がない者が多くマネジメントが出来ていない。障害者が安

心できる生活は望めない。 
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・大人向けと子ども向けのアンケートは分けてもらいたい。無記名とは名ばかりで年齢

を調べられたら分かる。 

・大人の障害者に対してのアンケートで今の子供たちの状況を反映したアンケートで出

してもらえるとありがたいと思いました。障害児への支援をよろしくお願いします。 

・障害者行政を担当者が直接面接をして具体的説明を受けなければこの行政は空転して

いる。今回のアンケートは初めての言葉や手続き方法等分からないことが多すぎて理

解できません。 

・アンケートばかりでなく、実際に来て面談して実態を知っていただきたいと思います。 

・基幹センターや社協が成年後見を受けるようになったことをアンケートで知った。情

報提供に感謝する。 

・アンケートで制度の勉強になった。よくなることはないが見守っていただきたい。 

・障害者基幹相談支援センターのお知らせは別紙ですべきでは？ 

・最終ページ（20頁）のお知らせは、（別紙で）印刷して欲しい。 

・問 37 の障害者基幹相談支援センターは全く知らなかった。広報誌読んだけど該当し

ないと判断したのかよく分かりません。地域の支援・理解はお願いしたいと思います。

広報誌に掲載されても読まない人が多いと感じています。 

・アンケートも記名式で把握すべき。 

・毎年このようなアンケートをされるが、どのように活用されているのか不明。無記名

ではなく記名ではっきり記入させた方がよい。大変お世話になり感謝している。これ

からもよろしく。 

・アンケートにしてもページが多すぎる。 

・代理回答は難しい。アンケートは障害の程度に応じて収集して欲しい。知的重度障害

者としては回答不可。 

・こんなアンケートに費用を使うくらいなら特養をたくさん作って希望者を全員入所で

きるようにしてください。 

（「しょうがい」の表記）（７件） 

・障害の害の字の表記が好きではない。 

・障害の字について考える人がおりうれしい。他では配慮が見られない。 

・昭和初期生まれの私共には「障害」の文字が一番ぴたりとします。 

・表記は３の「障がい」が適切だと思います。 

・障害の表記を悪い意味に捉えられるので「障がい」がよい。障害者理解が深まり住み

よい街になることを願う。 

・「障害個性」と呼ぶのはどうでしょう。ヘルパー養成講座で健常者（講師）が障害者

のことを語るのはおかしいという意見があるが同感。表記は「障碍者」を希望する。 

・「しょうがい」の表記は短大で習った。今でも「障碍」と表記することがある。今は

「障がい」が多い。子どもたちや大学生たちは思っているか知りたい気がする。 

（その他）（２件） 

・症状が悪くなり一部しか回答が出来なく、すみません。 

・アンケート大変ですがよろしく。 
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【行政への要望について】（21件） 

（障害者への配慮）（12件） 

・行政に渇。団体、組織にしろ自分自身がその障害の状況に立って考え、取り組むこと

が必要だと思う。 

・インターネットに接続していないので、図書館・医療機関で大きく分かりやすく掲示

して欲しい。いのちを大切にするサービスをしてもらいたいです。 

・色々なイベントがあるが、障害者は行くことも聞くこともできない。耳が不自由でテ

レビも聞こえないが字は読める。書類なら分かる。 

・行政は男女平等だというが、障害者にも男女がいる。ケースに応じた配慮が必要では

ないか。よく考えて見よう。 

・広島市で開催された菓子博で障害者が排除された。安芸高田市のイベントでは障害者

に配慮して欲しい。 

・もう少し親切に対応して欲しい。命令口調は止めて欲しい。 

・広島市と違って安芸高田市は障害者を邪魔もの扱いしている。 

・市役所の職員にも手話を覚えて欲しい。 

・クリスタルアージョでの講演会が好き。無料。難しくなく勉強できる（講演）を企画

して下さい。 

・トイレ・廊下・階段の電気は省エネ対策だと思うが消さないで欲しい。 

・精神障害や発達障害に教育委員会は理解がない。 

・市からの書類は短文ならよいが、長文は外国語に翻訳して欲しい。 

（個人情報関係）（２件） 

・個人情報保護条例のため障害者同志が協力し合い楽しく遊んだりする取り組みが出来

ない。誰が手帳を持っているか分からない。 

・合併と同時に行政窓口が離れこちらの要望等厚い壁ができ返答が返って来なくなった。

個人情報云々で新規加入の方も分からず大変さびしい。これでは会も消滅してしまう。

安倍内閣にとらわれず田舎にあったよい行政を切望する。 

（部署の連携）（２件） 

・行政の組織について、縦割りではなく横のつながりを組み立ててください。実際に知

らないことがあり、あとでそうだったのかとか、市役所の中の連携を密に。実際それ

ぞれの課より送られた書類を使用したら、変なことになりました。 

・他の行政サービスと連携プレーが必要。 
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（まちづくり）（５件） 

・災害時の避難のことを考えるとつらくなる。大雨、台風、大雪の時に不安である。自

宅の近くに川があり河川整備して安心して生活できる町にして欲しい。 

・ファッションセンターやシューズ屋を増やして欲しい。 

・近々地域によっては敬老会があります。弁当は本人出席でないともらえません。障害

や老齢により出席できない人も多い。敬老会の弁当だけが中毒を起こすのであれば何

らかの方法を考えられたらどうか？ 

・自分のことは自分でしたいと考えている。願わくは、病気に対して何でも相談できる

ホームドクターの出会いがあることを願っている。 

・世界一住みやすい街づくりをめざしてやって欲しい。障害者基幹支援センターの方も

日々勉強して欲しい。 
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５．施設・事業所一覧表 

（１）障害者総合支援法に基づく指定障害福祉サービス 

サービス名 事業所名 運営法人名 電話番号 所在地 

居宅介護 

訪問介護事業所かがやき 社会福祉法人ちとせ会 
46-7500 

（代表） 

向 原 町 坂

287-1 

安芸高田市社会福祉協議会訪問

介護事業所「ツツジ」 社会福祉法人安芸高田市

社会福祉協議会 

45-4939 
甲田町高田原

1490-1 

安芸高田市社会福祉協議会訪問

介護吉田事業所「ツツジ」 

42-2941 

（代表） 

吉 田 町 吉 田

1324-1 

高美園訪問介護事業所 
社会福祉法人高宮美土里

福祉会 

57-1260 

（代表） 

高 宮 町 原 田

380-1 

ＪＡ広島北部訪問介護事業所 広島北部農業協同組合 54-0302 
美土里町横田

1476-3 

重度訪問介

護 

訪問介護事業所かがやき 社会福祉法人ちとせ会 
46-7500 

（代表） 

向 原 町 坂

287-1 

安芸高田市社会福祉協議会訪問

介護事業所「ツツジ」 社会福祉法人安芸高田市

社会福祉協議会 

45-4939 
甲田町高田原

1490-1 

安芸高田市社会福祉協議会訪問

介護吉田事業所「ツツジ」 

42-2941 

（代表） 

吉 田 町 吉 田

1324-1 

高美園訪問介護事業所 
社会福祉法人高宮美土里

福祉会 

57-1260 

（代表） 

高 宮 町 原 田

380-1 

ＪＡ広島北部訪問介護事業所 広島北部農業協同組合 54-0302 
美土里町横田

1476-3 

同行援護 訪問介護事業所かがやき 社会福祉法人ちとせ会 
46-7500 

（代表） 

向 原 町 坂

287-1 

生活介護 

清風会ほのか 社会福祉法人清風会 47-2091 
吉 田 町 竹 原

920 

多機能型／就労センターあっぷ 

社会福祉法人ひとは福祉会 

45-7171 
甲田町下小原

222-2 

多機能型／ひとは工房 46-3757 
向 原 町 長 田

1579-4 

障害者支援施設（日中サービス）／

清風会吉田清風荘 
社会福祉法人清風会 

43-1026 
吉 田 町 竹 原

1900 

障害者支援施設（日中サービス）／

清風会サンサンホーム 
43-0255 

吉 田 町 竹 原

189 

障害者支援施設（日中サービス）／

共同ホームひとは・ひとは作業所  
社会福祉法人ひとは福祉会 46-2960 

向 原 町 長 田

1841-1 

短期入所 

併設（入所施設）／短期入所事業

所 清風会吉田清風荘 

社会福祉法人清風会 

43-1026 
吉 田 町 竹 原

1900 

併設（入所施設）／短期入所事業

所 清風会ワークセンター 

43-0611 

（代表） 

吉 田 町 竹 原

967 

併設（入所施設）／短期入所事業

所 清風会サンサンホーム 
43-0255 

吉 田 町 竹 原

189 

併設（入所施設）／短期入所 清風

会サンブリエ 
47-2056 

吉 田 町 竹 原

157 

併設（入所施設）／共同ホームひと

はショートステイ 
社会福祉法人ひとは福祉会 46-2960 

向 原 町 長 田

1841-1 
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サービス名 事業所名 運営法人名 電話番号 所在地 

施設入所支

援（居住サー

ビス） 

（障害者支援

施設） 

 

清風会吉田清風荘 

社会福祉法人清風会 

43-1026 
吉 田 町 竹 原

1900 

清風会ワークセンター 
43-0611 

（代表） 

吉 田 町 竹 原

967 

清風会サンサンホーム 43-0255 
吉 田 町 竹 原

189 

清風会サンブリエ 47-2056 
吉 田 町 竹 原

157 

共同ホームひとは・ひとは作業所 社会福祉法人ひとは福祉会 46-2960 
向 原 町 長 田

1841-1 

共同生活援

助 

清風会グループホーム 

（外部サービス利用型） 

  清風会いろは寮 

  清風会第１川本寮 

  清風会第２川本寮 

  清風会第１みつや寮 

  清風会第２みつや寮 

  清風会あおぞら 

  清風会常友寮 

  清風会第１郡山 

  清風会第２郡山 

  清風会第３郡山 

  清風会安芸 社会福祉法人清風会 

43-0611（代

表） 

吉 田 町 竹 原

967 

外部サービス利用型（地域移行型

ホーム） 

清風会第１竹原寮 

43-0611 

（代表） 

吉 田 町 竹 原

958-1 

外部サービス利用型（地域移行型

ホーム） 

清風会第２竹原寮 

43-0611 

（代表） 

吉 田 町 竹 原

952 

外部サービス利用型（地域移行型

ホーム） 

清風会第３竹原寮 

43-0611 

（代表） 

吉 田 町 竹 原

954 

外部サービス利用型（地域移行型

ホーム） 

清風会第１吉田寮 

43-0611 

（代表） 

吉 田 町 竹 原

967 

介護サービス包括型 

ひとは長屋 

  的場邸 

  西本邸 

社会福祉法人ひとは福祉会 
46-2960 

（代表） 

向 原 町 長 田

1604-1 
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サービス名 事業所名 運営法人名 電話番号 所在地 

就労移行支

援 

多機能型／就労センターあっぷ 

（アグリサポートひとは） 
社会福祉法人ひとは福祉会 

45-7171 

（代表） 

甲田町下小原

1352 

就労継続支

援Ａ型 

清風会吉田工場 

社会福祉法人清風会 

43-0611 

（代表） 

吉 田 町 竹 原

967 

清風会みつや工場 
43-0611 

（代表） 

吉 田 町 竹 原

140 

清風会サンライフ 
43-0611 

（代表） 

吉 田 町 竹 原

152-1 

就労継続支

援Ｂ型 

清風会ニューワーク 

社会福祉法人清風会 

43-0611 

（代表） 

吉 田 町 竹 原

964 

清風会みやび 43-2626 
吉 田 町 竹 原

959-1 

清風会サンホーム 
43-0611 

（代表） 

吉 田 町 竹 原

149-1 

清風会つばさ 
43-0611 

（代表） 

吉 田 町 竹 原

950-１ 

ふれあいの家たんぽぽ 社会福祉法人たんぽぽ 54-0368 
美土里町横田

2320-1 

多機能型／就労センターあっぷ 

（アグリサポートひとは）※従たる事業

所 社会福祉法人ひとは福祉会 

45-7171 

（代表） 

甲田町下小原

222-2 

甲田町下小原

1352 

多機能型／ひとは工房 46-3757 
向 原 町 長 田

1579-4 

施設入所支援（日中）／清風会ワー

クセンター 
社会福祉法人清風会 

43-0611 

（代表） 

吉 田 町 竹 原

967 

施設入所支援（日中）／清風会サン

ブリエ 
47-2056 

吉 田 町 竹 原

157 

 

 

（２）障害者総合支援法に基づく相談支援 

サービス名 事業所名 運営法人名 電話番号 所在地 

計画相談支

援 

清風会つぼみ 社会福祉法人清風会 47-2092 
吉 田 町 竹 原

920 

相談支援事業所もやい 社会福祉法人ひとは福祉会 45-2320 
甲田町高田原

2500 

安芸高田市障害者基幹相談支援セ

ンター 
社会福祉法人清風会 47-1080 

吉 田 町 常 友

1564-2 

地域移行支

援 

安芸高田市障害者基幹相談支援セ

ンター 
社会福祉法人清風会 47-1080 

吉 田 町 常 友

1564-2 

相談支援事業所もやい 社会福祉法人ひとは福祉会 45-2320 
甲田町高田原

2500 

地域定着支

援 

安芸高田市障害者基幹相談支援セ

ンター 
社会福祉法人清風会 47-1080 

吉 田 町 常 友

1564-2 

相談支援事業所もやい 社会福祉法人ひとは福祉会 45-2320 
甲田町高田原

2500 

 



154 

 

 

（３）児童福祉法に基づく障害児通所支援サービス 

サービス名 事業所名 運営法人名 電話番号 所在地 

放課後等デ

イサービス 

ひとはぼっこ 社会福祉法人ひとは福祉会 45-2565 
甲田町高田原

2500 

児童デイサービスからふる 合同会社グラース 52-3921 
八千代町下根

172-5 

 

（４）児童福祉法に基づく相談支援 

サービス名 事業所名 運営法人名 電話番号 所在地 

障害児相談

支援 

相談支援事業所もやい 社会福祉法人ひとは福祉会 45-2320 
甲田町高田原

2500 

安芸高田市障害者基幹相談支援セ

ンター 
社会福祉法人清風会 47-1080 

吉 田 町 常 友

1564-2 

 

（５）障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業所 

サービス名 事業所名 運営法人名 電話番号 所在地 

地域活動支

援センターⅢ

型 

貴船ハウス 特定非営利活動法人貴船 42-2967 
吉 田 町 吉 田

1781 

移動支援／

併設 

安芸高田市社会福祉協議会訪問

介護事業所「ツツジ」 社会福祉法人安芸高田市

社会福祉協議会 

45-4939 
甲田町高田原

1490-1 

安芸高田市社会福祉協議会訪問

介護吉田事業所「ツツジ」 

42-2941 

（代表） 

吉 田 町 吉 田

1324-1 

訪問介護事業所かがやき 社会福祉法人ちとせ会 
46-7500 

（代表） 

向 原 町 坂

287-1 

日中一時支

援／併設 

清風会吉田清風荘 

社会福祉法人清風会 

43-1026 
吉 田 町 竹 原

1900 

清風会ワークセンター 
43-0611 

（代表） 

吉 田 町 竹 原

967 

清風会サンブリエ 43-0255 
吉 田 町 竹 原

189 

清風会サンサンホーム 47-2056 
吉 田 町 竹 原

157 

共同ホームひとは・ひとは作業所 

社会福祉法人ひとは福祉会 

46-2960 
向 原 町 長 田

1841-1 

ひとはぼっこ 45-2565 
甲田町高田原

2500 

貴船ハウス 特定非営利活動法人貴船 42-2967 
吉 田 町 吉 田

1781 

福祉ホーム

／併設 
清風会第２吉田寮 社会福祉法人清風会 

43-0611 

（代表） 

吉 田 町 竹 原

967 
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６．関係法令の成立と施行・改正の経緯 

 

元号（西暦）月 内容 

平成 15年（2003年）４月 ●支援費制度スタート（利用者が福祉サービスを選択するしくみ） 

平成 16年（2004年）10月 
●今後の障害保健福祉施策について（改革のグランドデザイン案）が示され、３

障害について一元的にサービス提供できるよう法的整備を行うことを提案 

平成 17年（2005年）10月 ●障害者自立支援法成立 

平成 18年（2006年）４月 ●障害者自立支援法施行（障害各法による福祉サービスの一元化） 

平成 21年（2009年）３月 ●国会に障害者自立支援法改正案提出 

平成 22年（2010年）12月 
●改正障害者自立支援法成立（関係法律整備法） 

●改正障害者自立支援法施行（第１段階：障害者の範囲の見直し） 

平成 23年（2011年）８月 ●障害者総合福祉法の骨格提言が示される 

平成 23年（2011年）10月 
●改正障害者自立支援法施行（第２段階：同行援護の創設、グループホーム

家賃助成） 

平成 24年（2012年）３月 ●障害者総合支援法成立（関係法律整備法） 

平成 24年（2012年）４月 
●改正障害者自立支援法と改正児童福祉法施行（第３段階：利用者負担の

見直し、相談支援・障害児支援の強化） 

平成 25年（2013年）４月 ●障害者総合支援法施行（2013年４月実施分） 

平成 26年（2014年）４月 
●障害者総合支援法完全施行（障害支援区分への改正、ケアホームとグ

ループホームの一元化など） 
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７．障害者総合支援法の周辺施策の経緯 

 

障害者の基本的な権利をまもるための法制度の改正等も、この間の障害福祉施策の改

革の中ですすめられてきています。 

 

法制度 内容 期日 

障害者基本法の

改正 

・障害者の定義 

・障害者の意思決定の支援を明記 

・障害者政策委員会の設置 

※障害者権利条約の批准に向けた国内法整備の一環 

・平成23年（2011年）８月

からの施行 

障害者差別解消

法の制定 

※内閣府障害者政策委員会の差別禁止部会の提言案をもと

に法案を作成（直接差別、間接差別、合理的配慮の欠如な

ど） 

・平成25年（2013年）４月

に成立 

・平成28年（2016年）４月

から施行 

障害者虐待防止

法の制定 

・障害者虐待について規定 

・市町村への通報義務 

・市町村に通報窓口として障害者虐待防止センターを設置 

・都道府県に障害者権利擁護センターを設置 

・平成 24 年（2012 年）10

月から施行 

改正障害者雇用

促進法 

・改正法は、障害者雇用納付金制度の対象事業主の拡大が

柱。旧法では、常用雇用労働者が「301 人以上の事業主の

み」であったが、平成 22 年（2010 年）７月から「201 人以上

の事業主」、平成 27 年からは「101 人以上の事業主」にな

る。 

・また、週所定労働時間が 20 時間以上 30 時間未満の短時

間労働が、平成 22 年（2010 年）７月から障害者雇用率制

度の対象となる。常用雇用労働者の総数や、実雇用障害者

数の計算の際、短時間労働者を 0.5 カウントする。 

・平成21年（2009年）４月

から段階的に施行 

・障害者の法定雇用率を 1.8％から 2.0％に引上げ。 
・平成25年（2013年）４月

から施行 

新たな改正障害者

雇用促進法 

・雇用の分野における障害者差別を禁止する。 
・平成 28 年（2016 年）4

月から施行予定 

・法定雇用率の算定基礎に精神障害者を加える。 
・平成 30 年（2018 年）4

月から施行予定 

精神保健福祉法

の改正 

・精神障害者に治療を受けさせる義務を保護者（主に家族）に

課す現行の規定を削除する。医療保護入院における保護者

の同意を不要にする。 

・平成26年（2014年）４月

から施行 

障害者優先調達

推進法 

・障害者就労施設等が供給する物品等に対する需要の増進

を図る。 

・平成25年（2013年）４月

から施行 
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８．用語解説 

 

 用語 解説 
掲載 

ページ 

あ行 

ＩＴ（アイティー） 

・情報技術（Information Technology）。コンピュータやインターネット技術

を企業経営やコミュニケーション等の広い範囲に応用する技術・手法の

総称。 

49 

66 

アクセシビリティ ・情報やサービス、ソフトウェア等に関する利用のしやすさの度合い。 

12  

66 

67 

一般就労移行者 

・目標設定における一般就労移行者とは、福祉施設利用者のうち、雇用

契約に基づいて、企業等に就職した者及び在宅就労した者並びに自ら

起業した障害者等のことを言い、就労継続支援Ａ型の利用者は含まな

い。 

91 

インクルーシブ教

育 

・ノーマライゼーションの理念の浸透により、インクルージョン（包括教育）の

推進が叫ばれるようになり、「障害がある・障害がない」という２分法での

分離型学習ではなく、違いを踏まえた上で、統合型の環境で両者の教

育を進めていくこと。 

59 

運転免許取得助

成制度 

・障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業の１つで、自動車運転免

許を取得する費用の一部を助成する事業。 

86 

87 

97 

ＮＰＯ 

（Nonprofit  

Organization） 

・継続的、自発的にボランティア活動などの社会貢献活動に取り組む民

間の非営利活動組織の総称。特定非営利活動促進法に基づき法人格

を取得した団体が、「NPO 法人（特定非営利活動法人）」とされている 

42 

音声コード 
・印刷物の活字情報を二次元コード化し、印刷物に貼付することで、音声

情報を提供できるようにしたもの。 
66 
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 用語 解説 
掲載 

ページ 

か行 

活字文書読上げ

装置（ＳＰコード） 

・視覚障害を有する方が印刷された活字情報を音声で取得するために開

発された福祉機器。 
66 

基幹相談支援セン

ター 

・地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として、相談支援に

関する業務を総合的に行うことを目的とする施設。 

37, 46 

51, 52 

62, 66 

95 

共生社会 

・国民一人ひとりが豊かな人間性を育み、生きる力を身に付けていくととも

に、国民みんなで子どもや若者を育成・支援し、年齢や障害の有無等に

かかわりなく安全に安心して暮らせる社会。 

１ 

11 

グループホーム 

（共同生活援助） 

・障害者総合支援法に基づくサービスの１つで、夜間や休日等に、共同生

活を行う住居で、相談等の日常生活上の援助を行う。 

３, 5,11 

26,35,47, 

52,63,69, 

78,94 

ケア ・介護や看護のこと。 28,52 

ケアホーム 

（共同生活介護） 

・障害者総合支援法に基づくサービスの１つで、夜間や休日等に、共同生

活を行う住居で、食事や入浴等の介護、日常生活上の支援を行う。 
３,78 

権利擁護 
・自己の権利を表明することが困難な寝たきりの高齢者や、認知症高齢

者、障害者の代わりに、代理人が権利を表明すること。 

12,38,46 

57,58,81 

97 

高次脳機能障害 

・交通事故や病気などによる後遺症や、脳損傷、脳血管障害等により脳

に損傷を受け、その後遺症等として生じた記憶障害、注意障害、社会的

行動障害などの認知障害等を指す。 

19,25 

50,52 

工賃 

・福祉的就労を行っている事業所が、雇用契約を締結していない利用者

に対して「生産活動に係る収入から生産活動に係る経費を控除した額に

相当する額」として利用者に支払うもの。 

48,62 
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 用語 解説 
掲載 

ページ 

か行 

こども発達支援セ

ンター 

・就学前の発達が気になる児童とその保護者に対し、相談や教室活動な

どの支援を行う機関。 

48,50 

51,98 

コミュニケーション 
・複数の人間や動物などが、感情、意思、情報などを受け取りあうこと又は

伝え合うこと。 

28,49,66 

81,82 

さ行 

災害時要援護者 

・災害時に必要な情報を迅速かつ的確に把握し、自らを守るために安全

な場所に避難するなどの災害時の一連の行動をとるのに支援を必要と

する方のこと。 

47 

支援費制度 

・平成 15年度から導入された制度で、障害者が自ら利用したいサービス

を選択し、サービス提供事業者と契約を結んだ上でサービスを利用する

制度。 

1,155 

児童デイサービス 

・障害者自立支援法に基づくサービスの１つで、障害を有する児童に、日

常生活における基本的な動作の指導、集団生活への適応訓練等を行

う。平成 24年度からは児童福祉法の改正に伴い廃止。 

３,46,88 

社会的障壁 
・障害者が日常生活や社会生活を送る上で妨げとなるような、施設や設

備、制度、慣習、考え方などのこと。 
１,2,67 

社会福祉協議会 
・社会福祉法に基づき、地域福祉の推進を図ることを目的とし、地域の社

会福祉を目的とする事業や活動を行う機関・団体が参加する組織。 
38,42 

住宅入居等支援

事業 

・障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業の１つで、賃貸契約によ

る一般住宅への入居を希望しているが、保証人がいない等の理由により

入居が困難な障害を有する方を対象に、入居に必要な調整等に係る支

援を行うとともに、家主等への相談・助言を通じて障害を有する方の地

域生活を支援する事業。 

81,95 
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 用語 解説 
掲載 

ページ 

さ行 

就労継続支援 

・障害者総合支援法に基づくサービスで、Ａ型は事業所内で雇用契約に

基づく就労機会を提供し、Ｂ型は雇用契約を締結せず、就労の機会や

生産活動の機会を提供する。 

５,11,62 

76,84 

91,93 

手話通訳者 

・派遣依頼を受けて、聴覚障害のある人の日常生活上の初歩的なコミュ

ニケーションの支援、市町村等の公的機関からの依頼による広報活動、

文化活動等に協力する者。 

47,66 

82,95 

手話通訳者・要約

筆記者派遣事業 

・障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業の１つで、聴覚障害のあ

る人が、日常生活上、手話通訳を必要とする場合や意思疎通を円滑に

するため要約筆記を必要とする場合に、手話通訳者及び要約筆記者を

派遣する事業。 

49,95 

障害児保育 
・障害児保育施設で、障害児に指導を行う場合と、保育所、幼稚園や幼

保連携型認定こども園で健常児と一緒に保育する場合がある。 
53 

障害者基本法 

・障害のある人のための施策に関して、基本的な理念や、国、地方公共

団体等の責務、障害のある人のための施策の基本となる事項を定めた

法律。障害のある人の自立と社会、経済、文化その他あらゆる分野の活

動への参加を促進することを目的としている。また、この法律の中で県や

市町村が障害者基本計画を策定することや障害者施策推進協議会を

設置すること等も規定されている。 

１ 

2 

6 

7 

障害者虐待防止

法 

・障害者虐待に関する法律。国や地方公共団体、障害者福祉施設従事

者等、使用者などに障害者虐待の防止等のための責務を課すとともに、

障害者虐待を受けたと思われる障害者を発見した者に対する通報義務

を課すなどしている。平成 24年 10月から施行。 

1 

46 

51 

57 

障害者虐待防止

対策支援 

・障害者虐待防止センターの設置、事案対応、虐待を未然に防ぐための

取り組みを実施。 
97 

障害者雇用促進

法 

・障害者も障害のない人と同じように能力、適性に応じて雇用される社会

の実現のため整備した法律。代表的なものとして、一般民間企業は法定

された割合の障害者雇用が義務付けられている。事業主は年１回報告

義務がある。この法定割合に達しない場合は納付金を徴収し、法定以

上の雇用のある企業などには調整金、報奨金が支給される。 

57 

61 
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 用語 解説 
掲載 

ページ 

さ行 

障害者差別解消

法 

・障害を理由とする差別の禁止に関する法律のことで、障害者に対する差

別を禁止し、被害を受けた場合の救済等を目的として、平成 25 年６月

に制定、平成 28年４月から施行。 

１,42 

57,67 

障害者試行雇用

事業 

・障害者に関する知識や雇用経験が無いことから、障害者雇用をためらっ

ている事業所に、障害者を試行雇用（トライアル雇用）の形で受け入れ、

本格的な障害者雇用に取り組むきっかけづくりを進める事業で、公共職

業安定所（ハローワーク）が窓口となる。 

４ 

障害者週間 

・平成７年６月に国の障害者対策推進本部により、毎年 12月３日から 12

月９日までの１週間を障害者週間と定めている。12 月３日は国際障害

者デーであると同時に障害者基本法公布の日、また同月９日は障害者

の日である。また、この１週間を障害のある人自らの自立と社会参加へ

の意欲と国民の障害者問題に対する誓いと認識をより一層高めるための

運動を展開する期間としている。 

45 

障害者就業・生活

支援センター 

・障害者の職業的自立を実現するため、身近な地域で就労と生活につい

て支援を一体的に行うことを目的とした事業。公共職業安定所、地域障

害者職業センター、障害者雇用センター、生活支援センター、社会福祉

施設、医療施設、特別支援学校等と連携をとりながら、障害者の就労

及びそれに伴う生活に関する支援・助言などを行う。 

61,62 

障害者自立支援

協議会 

・地域の支援体制に関する課題の情報共有、関係機関の連携の緊密

化、地域の実情に応じた体制整備について協議を行う場。 

８,42,45 

48,51,61 
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掲載 

ページ 

 
障害者自立支援

法 

・障害者が地域で自立し、安心して生活を営むことができるために必要な

障害福祉サービスやその提供方法、負担のあり方、国、地方公共団体

等の責務について定めた法律。また、障害福祉サービスや相談支援の

種類ごとの必要な量の見込み等を定める障害福祉計画の策定について

も規定している。平成 18年 4月から施行され、障害者総合支援法に法

律名が変更となる。 

１, 3 

さ行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者総合支援

法 

・応益負担を原則とする障害者自立支援法を改正し、制度の谷間のない

支援の提供、個々のニーズに基づいた地域生活支援体系の整備等を

内容とする法律で、平成 24年３月に成立。平成 26年４月完全施行。 

1,３,5,6 

11,42,55 

障害程度区分 

・障害福祉サービスの必要性を明らかにするための、障害者の心身の状

態を総合的に示す区分。平成 26年 4月から障害支援区分に変更とな

る。 

3 

障害支援区分 
・障害者等の障害の多様な特性その他心身の状態に応じて必要とされる

標準的な支援の度合を総合的に示すもの。 
3,73,77 

障害者優先調達

推進法 

・この法律（国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等

に関する法律）は、障害者就労施設で就労する障害者や在宅で就業す

る障害者の経済面の自立を進めるため、国や地方公共団体、独立行政

法人などの公的機関が、物品やサービスを調達する際、障害者就労施

設等から優先的・積極的に購入することを推進するために制定された。 

61 

62 

自立支援医療 

（精神通院医療） 

・精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第５条に規定する統合失

調症、精神作用物質による急性中毒、その他の精神疾患（てんかんを

含む）を有する者で、通院による精神医療を継続的に要する病状にある

者に対し、その通院医療に係る自立支援医療費の支給を行うもの。 

19 
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 用語 解説 
掲載 

ページ 

さ行 

生活習慣病 

・食生活、運動習慣、休養・喫煙・飲酒などの生活習慣がその発症・進行

に関与する疾病群をいい、悪性新生物（がん）、脳血管障害、心臓疾

患、高血圧、慢性気管支炎、肺気腫、脂肪肝、肝硬変、糖尿病などを

指す。 

56 

成年後見制度 

・認知症高齢者、知的障害、精神障害などで判断能力が不十分な人に

対して、その財産の管理や処分などの意思決定を支援し、保護する制

度。 

38,51,58 

81,95,97 

成年後見制度普

及啓発 

・成年後見制度の普及啓発のほか、成年後見制度の利用が有用と認め

られる知的障害、精神障害のある障害者に対して、市長申立てや申立

費用を助成する制度 

97 

相談支援機能強

化事業 

・障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業の１つで、相談支援事業

が適正かつ円滑に実施されるよう、一般的な相談支援事業に加え、特

に必要と認められる能力を有する専門的職員を市町村等に配置するこ

とにより、相談支援機能の強化を図ることを目的とする事業。 

81 

た行 

第三者評価 
・事業者または利用者でない第三者によりサービスの評価を行い、利用者

等への情報提供を行うとともにサービスの質の向上を図ろうとするもの。 
53 

地域活動支援セン

ター事業 

・障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業の１つで、創作的活動又

は生産活動の機会の提供、社会との交流の促進等により、障害を有す

る方等の地域生活支援の促進を図る事業。 

81,83 

地域自立支援協

議会 

・障害者総合支援法第８９条の３の規定に基づき、関係機関等が連携を

図り、地域における障害者等への支援体制に関する課題について情報

を共有し、地域の実情に応じた障害者等への支援の体制の整備につい

て協議を行うための会議。 

42,82 

地域生活移行者 

・福祉施設の入所者が、施設を退所し、生活の拠点をグループホーム・

福祉ホーム、公営住宅等の一般住宅へ移した障害者等で、家庭復帰し

た人を含む。 

90 
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掲載 

ページ 

た行 

 

 

特別支援学級 
・小学校・中学校等に置かれる、教育上特別な支援を必要とする児童生

徒のための学級。 
45,59 

特別支援学校 
・障害による学習上又は生活上の困難を克服し、自立を図るために必要

な知識技能を授けることを目的としている学校。 

11,45 

93 

特別支援教育 

・これまでの特殊教育の対象外であった学習障害（ＬＤ）・注意欠陥／多

動性障害（ＡＤ／ＨＤ）・高機能自閉症（自閉症のうち、知的発達を伴わ

ないもの）も含めて障害のある児童生徒に対して、その一人ひとりの特性

などを把握し、適切な教育や指導を通じて必要な支援を行う教育。 

19,60 

な行 

内部障害 

・身体障害の種類で、呼吸器機能障害、心臓機能障害、じん臓機能障

害、ぼうこう・直腸障害、小腸障害、ヒト免疫不全ウィルスによる免疫機

能障害がその障害範囲となっていたが、平成 22年４月から、身体障害

者福祉法の対象範囲拡大に伴い、肝臓機能障害が新たに加わってい

る。 

15 

難病 

・原因不明、治療方法未確立、後遺症を残すおそれの多い疾病、経過が

慢性にわたり、単に経済的な問題のみならず介護等に著しく人手を要す

るため、家庭の負担が重く、また精神的にも負担の大きい疾病とされてい

る。パーキンソン病、重症筋無力症などがある。 

３,19 

25,52 

55 

ネットワーク 

・様々な機関や団体、組織、個人などが相互に連携することにより新たな

仕組みを生み出し、課題解決に役立つ機能を発揮する状態のこと。ま

た、そのようなことを目指した、社会的・組織的つながりのこと。 

42 

47 

64 

ノーマライゼーショ

ン 

・障害者を特別視するのではなく、一般社会の中で普通の生活が送れる

ような条件を整えるべきであり、共に生きる社会こそノーマルな社会であ

るとの考え方。 

10 
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ページ 

は行 

発達障害 

・発達障害者支援法に基づく、自閉症、アスペルガー症候群、その他の

広汎性発達障害、学習障害（ＬＤ）、注意欠陥／多動性障害（ＡＤ／Ｈ

Ｄ）などの通常低年齢で発現する脳機能の障害。 

１, 2,10 

19,25,48 

5051,53 

パブリックコメント 

・自治体の基本的な計画等の策定にあたり、よりよい案を作成するため、

政策や計画などを立案する際に、内容を住民に公表して意見を募集し、

その意見を政策等に反映させる制度。 

9 

バリアフリー 

・高齢者や障害者等の生活の妨げとなるバリア（障壁）を取り除き、自由に

活動できる生活空間のあり方。バリアには、たとえば移動を困難にする段

差などがある。社会的・心理的な障壁や、情報面・制度面での障壁の除

去という意味にも使われるようになっている。 

31,40,47 

53,60,63 

64,67 

ピアカウンセリング 
・障害者が自らの体験に基づいて、同じ仲間であるほかの障害者の相談

に応じ、問題の解決を図るもの。ピア＝仲間の意味。 
52 

福祉的就労 
・障害などを理由に、一般企業で働けない方へ、福祉施設で支援を受け

ながら訓練を兼ねて働く場を提供する福祉のこと。 
62 

ホームヘルパー 
・日常生活を営むのに支障のある障害者等の自宅を訪問し、身体介護や

家事援助を提供する専門職。 
28,54 

奉仕員養成研修

事業 

・障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業の１つで、聴覚障害を有

する方等との交流活動の促進、市の広報活動などの支援者として必要

程度の手話表現技術を習得した手話奉仕員、要約筆記奉仕員等を養

成研修する事業。 

96 
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掲載 

ページ 

は行 

保健師 
・地区活動や健康教育、保健指導などを通じて、疾病の予防や健康増進

など、公衆衛生活動を行う地域看護の専門職。 
55 

ボランティア 

・住民一人ひとりの自発的な意志に基づいて、金銭的な利益などの見返り

を求めることなく、地域社会を住みよくする活動や他者を支える活動など

の社会的活動に携わること又は携わる人々を指す。 

11,42,45 

54,85,86 

95 

や行 要約筆記者 

・聴覚障害のある人に話の内容をその場で文字にして伝える筆記通訳者

のこと。話すスピードは書く（入力する）スピードより数倍早く、すべて文字

化できないため、話の内容を要約して筆記することにより「要約筆記」とい

う。 

49 

66 

82 

95 

ら行 

ライフステージ 
・人間の一生を乳幼児期・学齢期・青年期・壮年期・高齢期などと分け

た、それぞれの段階のこと、またその考え方。 
50 

リハビリテーション 

・障害者の身体的、精神的、社会的な自立能力向上を目指す総合的な

プログラムであるとともに、それにとどまらず、障害者の自立と社会参加を

目指すとの考え方。 

10 

55 

74 
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